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Ⅰ はじめに 

社会全体のデジタル化の進展により、電波の利用ニーズの拡大が予想される中、

有限希少で国民共有の財産である電波の一層の有効利用が求められている。 

電波の有効利用の程度の評価（有効利用評価）については、平成 15 年度より総務

大臣が電波の利用状況調査に基づき行ってきたところ、技術の進展等に対応したよ

り適切な評価を行うため、電波法及び放送法の一部を改正する法律（令和４年法律

第 63号。以下「改正電波法」という。令和４年10月１日施行）により、電波監理審

議会が行うこととされ、令和４年度の電波の利用状況調査より電波監理審議会が有

効利用評価を実施しているところである。 

当審議会では、令和５年度携帯電話及び全国 BWA1に係る電波の利用状況調査の結

果を踏まえ、有効利用評価方針 2に基づき、有効利用評価を行った 3。評価に当たっ

ては、当審議会の下の有効利用評価部会（以下「部会」という。）を計６回開催し

た。 

・電波監理審議会第 1119 回（9/22）

令和５年度携帯電話・全国 BWAに係る電波の利用状況調査結果の報告 

・部会第 20回（9/29）

令和５年度携帯電話・全国 BWAに係る電波の利用状況調査結果の報告、有効利

用評価の進め方、令和４年度の検討課題 

・部会第 21回（10/25）

令和５年度携帯電話・全国 BWAに係る免許人ヒアリング項目の検討等 

・部会第 22回（11/17）

免許人ヒアリング（株式会社 NTT ドコモ、楽天モバイル株式会社、UQ コミュ

ニケーションズ株式会社）

・部会第 23回（11/28）

免許人ヒアリング（KDDI 株式会社/沖縄セルラー電話株式会社、ソフトバンク

株式会社、Wireless City Planning株式会社(WCP)） 

・部会第 24回（12/8）

有効利用評価（定量・定性評価）（案）、令和４年度の検討課題 

・部会第 25回（12/22）

有効利用評価結果（案）取りまとめ 

・電波監理審議会第 1124回（1/9）

有効利用評価結果（案）の審議 

1  Broadband Wireless Access：広帯域移動無線アクセスシステム。 
2  令和４年９月 28日電波監理審議会決定、令和５年７月 31日改定。 
3  KDDI株式会社及び沖縄セルラー電話株式会社（KDDI/沖セル）については、一体的な経

営を考慮し、まとめて評価を行った。
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当審議会では、周波数ごとの定量評価と複数の周波数帯を総合的に勘案した定性

評価を行う際に、携帯電話事業者及び全国 BWA 事業者からヒアリングを行った。各

社からの周波数利用に関する方針や今後の計画等についての詳細な資料提供と丁寧

な説明を踏まえ、多角的な視点から評価 4を実施した。 

・定量評価：周波数帯（①開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計

画の認定に係らない周波数帯、②開設計画の認定の有効期間中の周

波数帯）ごとの全国及び総合通信局（沖縄総合通信事務所を含む。

以下同じ。）の管轄区域（北海道、東北、関東、信越、北陸、東海、

近畿、中国、四国、九州及び沖縄。以下「地域」という。）におけ

る基地局数、人口カバー率、面積カバー率、技術導入状況等の実

績・進捗の評価を実施。 

なお、定量評価の総合的な評価（以下「総合評価」という。）にお

ける評語は次のとおり。 

評価(※) 評価に関する用語 

S 積極的な電波の有効利用がなされいるものと認められる。 

A 適切な電波の有効利用がなされているものと認められる。 

B 電波の一定程度の有効利用は認められる。 

C より一層の電波の有効利用の促進が必要と認められる。 

D 電波の有効利用が行われていない。 

※特に考慮すべき事情がある場合は、未評価（R）とする。

・定性評価：複数の周波数帯を総合的に勘案し、評価事項（①５Ｇ基地局インフ

ラシェアリング、②安全・信頼性の確保、③データトラヒック、④

MVNO に対するサービス提供、⑤携帯電話の上空利用及び IoT 利用）

ごとの評価及び総合評価を実施。

4  なお、携帯電話等の周波数の再割当制度との関係では、電波監理審議会が行う有効利用

評価のうち、開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計画の認定に係らない周

波数帯における定量評価の実績評価に係る総合的な評価結果が２回以上連続して、最下位

の段階の場合に、総務大臣は周波数の再割当てができるものとされている。有効利用評価

方針においては、最下位の評価は D評価となる。
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Ⅱ 定量評価 

２－１ 定量評価 総論 

定量評価の評価結果の総論については、次のとおりである。

・ いわゆるプラチナバンドにおいては、主にエリアカバレッジのために活用され、

基地局数、カバー率の観点から、概ね高い評価であることが確認された。いわゆ

るミッドバンドや Sub6 においては、各事業者によってエリアカバレッジ又はトラ

ヒック対策といった利用用途が異なる状況にあり、事業者や周波数帯により評価

も異なる傾向にあるところ、前年度に引き続き低い評価となった事業者が確認さ

れた。電波の有効利用の観点からは、割り当てられた周波数は最大限活用すべき

であり、基地局数、カバー率の拡大について、引き続き努力するべきである。

・ 通信量をみると、各事業者ともに４Ｇ及び５Ｇの周波数帯全体の通信量は前年

度より増加している。一方で、５Ｇの進展に伴い一部周波数帯で４Ｇ通信量が前

年度を下回っている事業者、基地局スリープ機能の導入により通信量が前年度を

下回っている事業者が確認された。割り当てられた周波数は最大限活用すべきで

あり、今後、更なる通信量の増加も予想されることから、電波の有効利用に向け、

引き続き努力するべきである。

・ 技術導入状況をみると、各事業者は、技術導入を着実に進めていると認められ

る。一方で、8MIMO の基地局数が前年度より減少している事業者が確認された。５

Ｇ時代における超高速通信を実現するためには、通信量の増大に備え、伝送容量

を増やすことが可能な Massive MIMO をはじめとした高度化空間多重技術の利用に

ついて、引き続き努力するべきである。

・ 携帯電話及び全国 BWA が国民生活に不可欠な重要インフラとなっている状況を

踏まえ、各事業者においては、利用者の利便性の向上に資する更なる電波の有効

利用に向け、不断の努力を行うべきであり、総務省としても携帯電話事業者及び

全国 BWA事業者の取組を推進するべきである。 
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２－２ 定量評価 各論 

有効利用評価方針に基づき、周波数帯ごとの実績及び進捗に関し、定量的に評価

を行った。各周波数帯の評価結果は次のとおりである。なお、本文中の人口カバー

率の値については、小数点以下切り捨てとしている。 

（１） 開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計画の認定に係らない

周波数帯 

① 700MHz 帯

・NTT ドコモは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジのために活用して

いる。

実績評価においては、全国の人口カバー率は 88%であり、電波の一定程度の有効利

用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「A」～「C」評

価）。しかしながら、信越の人口カバー率は 85%を下回り、沖縄の面積カバー率は

他社に比べて低い。同社によれば、基地局設置場所の制約に伴う廃局のためとし

ているが、電波の有効利用の観点からは、割り当てられた周波数は最大限活用す

べきであり、カバー率の拡大について引き続き努力するべきである。

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率及び

面積カバー率は微減となっており、電波の利用は前年度実績を維持しているもの

と認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」

評価）。東北と北陸の通信量が前年度実績を下回っているところ、同社によれば、

省電力化のため、トラヒックから利用状況をリアルタイムに把握し、夜間等のト

ラヒック需要が少ない時間帯は、一時的に一部周波数帯の基地局をスリープさせ

るスリープ制御を導入し、他のスリープ制御を行っていない周波数帯にトラヒッ

クが移ったためとしている。他の周波数帯の活用により、利用者の接続面での利

便性を損なうことなく省電力化を図っており、そのような社会課題解決に資する

取組は理解するものの、割り当てられた周波数は最大限活用すべきであり、また、

今後更なる通信量の増加も予想されることから、電波の有効利用に向け引き続き

努力するべきである。 

・KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジ及びトラヒック

対策のために活用している。

実績評価においては、全国の人口カバー率は 98%と非常に高く、積極的な電波の有

効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合

評価は「S」評価）。

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は増加、人口カバー率及び

面積カバー率は微増となっており、電波の利用は前年度実績を大きく上回る進捗

が認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」

評価）。
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・ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジのために活用

している。

実績評価においては、全国の人口カバー率は 95%と非常に高く、積極的な電波の有

効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合

評価は「S」～「B」評価）。しかしながら、面積カバー率については、北海道に

おいて他社に比べて低い。同社によれば、４Ｇから５Ｇへの切り替えを積極的に

実施しているためとしているが、電波の更なる有効利用に向け面積カバー率の拡

大について引き続き努力するべきである。

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率及び

面積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績を大きく上回る進捗が認

められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評

価）。

② 800MHz 帯

・NTT ドコモは、当該周波数帯を３Ｇ及び４Ｇのエリアカバレッジのために活用して

いる。

実績評価においては、全国の３Ｇ及び４Ｇの人口カバー率はともに 99%超と非常に

高く、いずれも積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評

価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。

進捗評価においては、前年度に比べ、３Ｇ及び４Ｇともに全国の基地局数、人口

カバー率は微増、面積カバー率は３Ｇは微減、４Ｇは微増となっており、電波の

利用は前年度実績を維持しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価

である（地域の総合評価は「A」評価）。

・KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジ及びトラヒック対策のた

めに活用している。

実績評価においては、全国の人口カバー率は 99%超と非常に高く、積極的な電波の

有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総

合評価は「S」評価）。

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カ

バー率は微増となっており、電波の利用は前年度実績を維持しているものと認め

られ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。

5



   

③ 900MHz 帯 

・ソフトバンクは、当該周波数帯を３Ｇ及び４Ｇのエリアカバレッジのために活用

している。 

実績評価においては、全国の３Ｇ及び４Ｇの人口カバー率はともに 99%超と非常に

高く、いずれも積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評

価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、３Ｇの全国の基地局数、人口カバー率及び

面積カバー率は微増しており、電波の利用は前年度実績を維持しているものと認

められ、これらの総合評価は「A」評価であり（地域の総合評価は「A」評価）、

４Ｇの全国の基地局数、人口カバー率は微増、面積カバー率は増加しており、電

波の利用は前年度実績を大きく上回る進捗が認められ、これらの総合評価は「S」

評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

④ 1.5GHz 帯 

・NTT ドコモは、当該周波数帯を 800MHz 帯又は 2GHz 帯のトラヒックが高い基地局に

併設し、４Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 91%と高く、適切な電波の有効利用が

なされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は

「S」～「B」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率、面積カバ

ー率は微増しており、電波の利用は前年度実績を維持しているものと認められ、

これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。北

陸と近畿の通信量が前年度実績を下回っているところ、同社によれば、700MHz 帯

の通信量と同様な理由であった。他の周波数帯の活用により、利用者の接続面で

の利便性を損なうことなく省電力化を図っており、そのような社会課題解決に資

する取組は理解するものの、割り当てられた周波数は最大限活用すべきであり、

また、今後更なる通信量の増加も予想されることから、電波の有効利用に向け引

き続き努力するべきである。 

・KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇの都心部等におけるトラヒック対策のために

活用している。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 77%であり、電波の一定程度の有効利

用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「B」～「C」評

価）。しかしながら、人口カバー率は北海道・東北・中国・四国・九州・沖縄の

６地域では 50～60%台と低く、面積カバー率は北海道・中国・四国・九州・沖縄に

おいて他社に比べて低い。同社によれば、都心部等の高トラヒックエリアに展開

する方針であるためとし、トラヒックの動向を注視しながら活用予定としている

が、電波の有効利用の観点からは、割り当てられた周波数は最大限活用すべきで

あり、カバー率の拡大について引き続き努力するべきである。 
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進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、面積カバー率は微増、人

口カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績を大きく上回る進捗が認め

られ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評

価）。 

・ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジのために活用している。

実績評価においては、全国の人口カバー率は 93%と高く、適切な電波の有効利用が

なされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は

「S」～「B」評価）。

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率は微増、面

積カバー率は微減となっており、電波の利用は前年度実績を維持しているものと

認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」

評価）。

⑤ 1.7GHz 帯（1845～1880MHz）

・NTT ドコモは、当該周波数帯を東名阪エリアにおける 800MHz 帯又は 2GHz 帯のトラ

ヒックの高い基地局に併設し、４Ｇのトラヒック対策のために活用している。

実績評価においては、東名阪全体で人口カバー率は 95%と非常に高く、積極的な電

波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域

の総合評価は「S」～「A」評価）。

進捗評価においては、前年度に比べ、東名阪全体の基地局数、人口カバー率、面

積カバー率は微増となっており、電波の利用は前年度実績を維持しているものと

認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。

・ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジのために活用

している。

実績評価においては、全国の人口カバー率は 91%と高く、適切な電波の有効利用が

なされているものと認められ、総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は

「S」～「B」評価）。

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数は微増、人口カバー率、面

積カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績を大きく上回る進捗が認め

られ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評

価）。

⑥ 2GHz 帯

・NTT ドコモは、当該周波数帯を３Ｇ及び４Ｇのエリアカバレッジのために活用して

いる。また、本年度より５Ｇの運用を開始したとしている。

３Ｇの実績評価においては、３Ｇの全国の人口カバー率は 87%であり、電波の一定

程度の有効利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「S」
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～「C」評価）。進捗評価においては、前年度に比べ、３Ｇの全国の基地局数、人

口カバー率、面積カバー率は大きく減少し、電波の利用は前年度実績を非常に大

きく下回る実績となっており、これらの総合評価は「C」評価である（地域の総合

評価は「B」～「C」評価）。同社によれば、３Ｇ利用帯域においては４Ｇ又は５

Ｇにマイグレーションを図るとしている。３Ｇからマイグレーションを図ること

は、電波の有効利用の観点からは望ましいことから、評価の在り方を検討してい

く。 

４Ｇの実績評価においては、４Ｇの全国の人口カバー率は 98%と非常に高く、積極

的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である

（地域の総合評価は「S」評価）。進捗評価においては、４Ｇの全国の基地局数、

人口カバー率は微増、面積カバー率は微減しており、電波の利用は前年度実績を

維持しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合

評価は「A」評価）。 

・KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジ及びトラヒック対策のた

めに活用している。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 95%と非常に高く、積極的な電波の有

効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地域の総合

評価は「S」～「B」評価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カ

バー率は微増しており、電波の利用は前年度実績を維持しているものと認められ、

これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

・ソフトバンクは、当該周波数帯を３Ｇ及び４Ｇのエリアカバレッジのために活用

している。 

実績評価においては、３Ｇの全国の人口カバー率は 99%超と非常に高く、積極的な

電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価である（地

域の総合評価は「S」評価）。４Ｇの全国の人口カバー率は 95%と非常に高く、積

極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」評価であ

る（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。しかしながら、面積カバー率につい

ては、北海道において他社に比べて低い。同社によれば、面積カバーについては

主に 900MHz 帯を活用しているためとし、今後のトラヒック需要に応じてエリアを

拡大予定としているが、電波の更なる有効利用に向け面積カバー率の拡大につい

て引き続き努力するべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、３Ｇの全国の基地局数、面積カバー率は微

減、人口カバー率は微増となっており、電波の利用は前年度実績を維持している

ものと認められ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」

評価）。４Ｇの全国の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率は微増となって

おり、電波の利用は前年度実績を維持しているものと認められ、これらの総合評

価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 
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⑦ 3.5GHz 帯 

・NTT ドコモは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのトラヒック対策のために活用してい

る。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 79%であり、電波の一定程度の有効利

用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「B」～「C」評

価）。しかしながら、九州及び沖縄では人口カバー率は 67%台と低く、沖縄の面積

カバー率は他社に比べて低い。同社によれば、島嶼部の地理的影響も勘案したト

ラヒック需要に合わせた展開を実施しているためとしているが、電波の有効利用

の観点からは、割り当てられた周波数は最大限活用すべきであり、カバー率の拡

大について引き続き努力するべきである。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局の数、面積カバー率は微増、

人口カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績を大きく上回る進捗が認

められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。

北陸と近畿の通信量が前年度実績を下回っているところ、同社によれば、700MHz

帯の通信量と同様な理由であった。他の周波数帯の活用により、利用者の接続面

での利便性を損なうことなく省電力化を図っており、そのような社会課題解決に

資する取組は理解するものの、割り当てられた周波数は最大限活用すべきであり、

また、今後更なる通信量の増加も予想されることから、電波の有効利用に向け引

き続き努力するべきである。また、全国及び関東等の４地域の技術導入状況にお

いて 8MIMO 対応基地局数が減少しているところ、同社によれば、本周波数帯の５

Ｇ化及び５Ｇ用周波数帯の追加に伴い MIMO 数を変更したためとしているが、通信

量の増加に備え、伝送容量を増やすことが可能な高度化空間多重技術の利用につ

いて引き続き努力するべきである。 

・KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのトラヒック対策のために活用して

いる。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 76%であり、電波の一定程度の有効利

用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価は「A」～「B」評

価）。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、面積カバー率は微増、人

口カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績を大きく上回る進捗が認め

られ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評

価）。 

・ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇのトラヒック対策のために活用している。

また、本年度より５Ｇの運用を開始したとしている。 

実績評価においては、全国の人口カバー率は 63%と低く、より一層の電波の有効利

用の促進が必要と認められ、総合評価は「C」評価である（地域の総合評価は「C」

評価）。面積カバー率も他社に比べて低い。同社によれば、トラヒック需要が高

いエリアを中心に基地局を整備しているためであり、５Ｇ化の進展とともにカバ
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ー率は増加予定としているが、電波の有効利用の観点からは、割り当てられた周

波数は最大限活用すべきであり、カバー率の拡大について引き続き努力するべき

である。 

進捗評価においては、前年度に比べ、全国の基地局数、面積カバー率は微減、人

口カバー率は増加しており、電波の利用は前年度実績を大きく上回る進捗が認め

られ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評

価）。全国及び東北等の９地域において通信量が前年度を下回っている。同社に

よれば、５Ｇ対応端末の普及によるためとしており、５Ｇ化の進展とともにトラ

ヒックは増加見込としているが、同社の４Ｇ全体の通信量は前年度から増加して

おり、今後更なる通信量の増加が予想されることから、電波の有効利用に向け引

き続き努力するべきである。 

⑧ 2.5GHz 帯 

・UQ コミュニケーションズは、当該周波数帯を高度化 BWA 及び５Ｇに利用している。 

高度化 BWA の実績評価においては、高度化 BWA の全国の人口カバー率は 97%と非常

に高く、積極的な電波の有効利用がなされているものと認められ、総合評価は「S」

評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。進捗評価においては、前年

度に比べ、高度化 BWA の全国の基地局数は微減、人口カバー率及び面積カバー率

は微増しており、電波の利用は前年度実績を維持しているものと認められ、これ

らの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。全国及び全て

の地域における通信量が前年度を下回っている。同社によれば、BWA（４Ｇ）ルー

タ数の減少と５Ｇ化に伴う自社グループの４Ｇ周波数帯の利用の影響とし、数年

後には通信量は回復予定としているが、今後更なる通信量の増加が予想されるこ

とから、電波の有効利用に向け引き続き努力するべきである。 

５Ｇについては、一部地域において導入が開始されたところであるため、実績評

価及び進捗評価ともに評価を行っていない（「R」評価）。 

・WCPは、当該周波数帯を高度化 BWA及び５Ｇ（屋内のみ）に利用している。 

高度化 BWA の実績評価においては、高度化 BWA の全国の人口カバー率は 87%であり、

電波の一定程度の利用は認められ、総合評価は「B」評価である（地域の総合評価

は「A」～「B」評価）。しかしながら、面積カバー率は全国及び全ての地域で他

社に比べて低い。同社によれば、トラヒック需要の変化に合わせて最適化を実施

しているためとし、今後、トラヒックの需要の変化に合わせて拡大を検討してい

くとしているが、電波の更なる有効利用に向け面積カバー率の拡大について引き

続き努力するべきである。進捗評価においては、前年度に比べ、高度化 BWA の全

国の基地局数、面積カバー率は微減、人口カバー率は微増しており、電波の利用

は前年度実績を維持しているものと認められ、これらの総合評価は「A」評価であ

る（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。信越及び近畿における通信量が前年

度実績を下回っている。同社によれば、５Ｇ対応端末の普及によるものとし、今
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後、自社グループの５Ｇ化の進捗により増加すると考えられるとしているが、今

後更なる通信量の増加が予想されることから、電波の有効利用に向け引き続き努

力するべきである。 

５Ｇについては、一部地域において導入が開始されたところであるため、実績評

価及び進捗評価ともに評価を行っていない（「R」評価）。 

（２） 開設計画の認定の有効期間中の周波数帯 

① 1.7GHz 帯（1805～1845MHz） 

・KDDI/沖セルは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのエリアカバレッジ及びトラヒック

対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の基地局数及び面積カバー率の実績値が他社に比べて

大きく低く、人口カバー率も他社に比べて低く、周波数帯の平均的な電波の利用

状況を非常に大きく下回っているものと認められ、これらの評価は「C」評価であ

る（地域の評価は「B」～「C」評価）。同社によれば、開設計画に従い基地局を

展開しており、今後も人口カバー率 90%超の達成に向けて展開を継続していくとし

ているが、電波の有効利用の観点からは、割り当てられた周波数は最大限活用す

べきであり、基地局数及びカバー率の拡大について引き続き努力するべきである。 

進捗評価においては、全国の基地局数は計画値を上回り、人口カバー率は計画値

を大きく上回っており、認定された開設計画を適切に実施しており、また計画値

を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地

域の総合評価は「S」評価）。 

・楽天モバイルは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジのために活用している。 

実績評価においては、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率の実績値

は他社に比べて特に高く、周波数帯の平均的な電波の利用状況を大きく上回って

いるものと認められ、これらの評価は「S」評価である（地域の評価は「S」評

価）。 

進捗評価においては、全国の基地局数及び人口カバー率は計画値を大きく上回っ

ており、認定された開設計画を適切に実施しており、また計画値を大きく上回っ

ているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価である（地域の総合評価は

「S」評価）。 

② 1.7GHz 帯（1860～1880MHz）東名阪以外（楽天モバイルのみに割当て） 

・楽天モバイルは、当該周波数帯を４Ｇのエリアカバレッジのために活用している。

また、今後、５Ｇのエリアカバレッジに活用していく予定としている。 

当該周波数帯（東名阪以外）は同社のみに割り当てられているため、基地局数、

人口カバー率及び面積カバー率に係る他社との比較による実績評価は行っていな

い（「R」評価）。 
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進捗評価においては、基地局数について屋外・屋内ともに計画値と同等であり、

認定された開設計画を適切に実施しているものと認められ、これらの総合評価は

「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。 

③ 2.3GHz 帯（KDDI/沖セルのみに割当て） 

・KDDI/沖セルは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用することとし

ている。 

同社は、令和５年（2023 年）７月より運用を開始していることから、評価を行っ

ていない（「R」評価）。 

④ 3.4GHz 帯 

・NTT ドコモは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのトラヒック対策のために活用してい

る。 

実績評価においては、全国の基地局数及び面積カバー率が他社に比べて大きく低

く、人口カバー率も他社に比べて低く、周波数帯の平均的な電波の利用状況を大

きく下回っているものと認められ、これらの評価は「B」評価である（地域の評価

は「A」～「C」評価）。近畿及び沖縄においては人口カバー率も他社に比べて大

きく低い。同社によれば、開設計画に基づき展開しており、トラヒック需要に合

わせた展開を実施していくとしているが、電波の有効利用の観点からは、割り当

てられた周波数は最大限活用すべきであり、基地局数及びカバー率の拡大につい

て引き続き努力するべきである。 

進捗評価においては、全国の基地局数は計画値を上回り、人口カバー率の実績値

は計画値を大きく上回っており、認定された開設計画を適切に実施しており、ま

た計画値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価で

ある（地域の総合評価は「S」評価）。 

・ソフトバンクは、当該周波数帯を４Ｇ及び５Ｇのトラヒック対策のために活用し

ている。 

実績評価においては、全国の基地局数、人口カバー率及び面積カバー率の実績値

は他社に比べて高く、周波数帯の平均的な電波の利用状況を大きく上回っている

ものと認められ、これらの評価は「S」評価である（地域の評価は「S」～「A」評

価）。 

進捗評価においては、全国の基地局数は計画値を上回り、人口カバー率の実績値

は計画値を大きく上回っており、認定された開設計画を適切に実施しており、ま

た計画値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価で

ある（地域の総合評価は「S」評価）。 
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⑤ 3.7GHz 帯 

・NTT ドコモは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の面積カバー率は他社に比べて高いものの基地局数及

び人口カバー率が他社に比べて低く、周波数帯の平均的な電波の利用状況を大き

く下回っているものと認められ、これらの評価は「B」評価である（地域の評価は

「S」～「C」評価）。北海道・関東・東海においては面積カバー率も他社に比べ

て低い。同社によれば、開設計画に基づき展開しており、衛星との干渉の観点で、

3.7GHz 帯の導入が困難な場合は 4.5GHz 帯を利用しているためとしているが、電波

の有効利用の観点からは、割り当てられた周波数は最大限活用すべきであり、基

地局数及びカバー率の拡大について引き続き努力するべきである。 

進捗評価においては、全国の基地局数（屋外）は計画値を大きく上回り、基地局

数（屋内）は計画値を上回っており、認定された開設計画を適切に実施しており、

また計画値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価

である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

・KDDI/沖セルは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の基地局数が他社に比べて特に高く、評価は「A」評価

である（地域の評価は「A」評価）。 

進捗評価においては、全国の基地局数（屋外）及び基地局数（屋内）ともに計画

値を上回っており、認定された開設計画を適切に実施しているものと認められ、

これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「C」評価）。し

かしながら、関東・近畿における基地局数（屋外）が計画値を大きく下回り、基

地局数（屋内）も計画値を下回っている。同社によれば、基地局アクセス回線の

構築遅延等が生じたためとしており、計画値達成に向け引き続き推進していくと

しているが、５Ｇ用周波数帯の有効利用促進の観点から、計画値の達成に向け引

き続き努力するべきである。 

・ソフトバンクは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

実績評価においては、全国の基地局数は他社に比べて大きく低いものの人口カバ

ー率及び面積カバー率が他社に比べて特に高く、周波数帯の平均的な電波の利用

状況と同等程度であるものと認められ、これらの評価は「A」評価である（地域の

評価は「S」～「C」評価）。しかしながら、沖縄においては基地局数、人口カバ

ー率及び面積カバー率ともに他社に比べて低い。同社によれば、衛星との干渉の

影響が大きいことから、５Ｇ早期展開のため他周波数帯の５Ｇを先行整備したた

めとしているが、電波の有効利用の観点からは、割り当てられた周波数は最大限

活用すべきであり、基地局数及びカバー率の拡大について引き続き努力するべき

である。 

進捗評価においては、全国の基地局数（屋外・屋内）の実績値は計画値を上回っ

ており、認定された開設計画を適切に実施しているものと認められ、これらの総

合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。東北・信越・
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中国の技術導入状況において 8MIMO 対応基地局数が減少しているところ、同社に

よれば、支障移転や周波数追加によるものとしており、空間多重方式は需要に合

わせ適切なタイミングでの導入を検討するとしているが、通信量の増加に備え、

伝送容量を増やすことが可能な高度化空間多重技術の利用について引き続き努力

するべきである。 

・楽天モバイルは、当該周波数帯を５Ｇのエリアカバレッジのために活用している。 

実績評価においては、全国の基地局数及び面積カバー率は他社に比べて低いもの

の人口カバー率が他社に比べて高く、周波数帯の平均的な電波の利用状況と同等

程度であるものと認められ、これらの評価は「A」評価である（地域の評価は「S」

～「C」評価）。しかしながら、信越等の４地域では、人口カバー率も他社に比べ

て低い。同社によれば、特に関東、東海及び近畿の高トラヒック地域から重点的

に基地局を開設したためであり、引き続き全国的な５Ｇのエリアカバレッジの拡

大に取り組むとしているが、電波の有効利用の観点からは、割り当てられた周波

数は最大限活用すべきであり、基地局数及びカバー率の拡大について引き続き努

力するべきである。 

進捗評価においては、全国の基地局数（屋外・屋内）の実績値は計画値を上回っ

ており、認定された開設計画を適切に実施しているものと認められ、これらの総

合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」評価）。 

⑥ 4.0GHz 帯（KDDI/沖セルのみに割当て） 

・KDDI/沖セルは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

当該周波数帯は同社のみに割り当てられているため、基地局数、人口カバー率及

び面積カバー率に係る他社との比較による実績評価は行っていない（「R」評価）。

同社によれば、開設計画どおりに基地局を開設しており、５Ｇ端末普及に応じて

適時適切に 4.0GHz 帯の展開を進めるとしているが、基地局数及びカバー率は低い

ことから、電波の有効利用の観点からは、割り当てられた周波数は最大限活用す

べきであり、基地局数及びカバー率の拡大について引き続き努力するべきである。

進捗評価においては、全国の基地局数（屋外・屋内）の実績値は計画値を上回っ

ており、認定された開設計画を適切に実施しているものと認められ、これらの総

合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「B」評価）。 

⑦ 4.5GHz 帯（NTT ドコモのみに割当て） 

・NTT ドコモは、当該周波数帯を５Ｇのトラヒック対策のために活用している。 

当該周波数帯は同社のみに割り当てられているため、基地局数、人口カバー率及

び面積カバー率に係る他社との比較による実績評価は行っていない（「R」評価）。 

進捗評価においては、全国の基地局数（屋外）は計画値を大きく上回り、基地局

数（屋内）は計画値を上回っており、認定された開設計画を適切に実施しており、
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また計画値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価

である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

⑧ 28GHz 帯 

各社ともに、当該周波数帯を５Ｇのスポット的なトラヒック対策のために活用し

ている。実績評価においては、各社とも人口カバー率及び面積カバー率に関する十

分な実績がないため、他社との比較による実績評価は行っていない（「R」評価）。

各社の進捗評価は次のとおりである。 

・NTT ドコモの進捗評価においては、全国の基地局数（屋外・屋内）の実績値は計画

値を上回っており、認定された開設計画を適切に実施しているものと認められ、

これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

・KDDI/沖セルの進捗評価においては、全国の基地局数（屋外・屋内）の実績値は計

画値を上回っており、認定された開設計画を適切に実施しているものと認められ、

これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「A」～「B」評価）。 

・ソフトバンクの進捗評価においては、全国の基地局数（屋外・屋内）の実績値は

計画値を上回っており、認定された開設計画を適切に実施しているものと認めら

れ、これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

・楽天モバイルの進捗評価においては、全国の基地局数（屋外）は計画値を大きく

上回り、基地局数（屋内）は計画値を上回っており、認定された開設計画を適切

に実施しており、また計画値を大きく上回っているものと認められ、これらの総

合評価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。 

⑨ ５Ｇ高度特定基地局数、５Ｇ基盤展開率 

・NTT ドコモの実績評価においては、全国の５Ｇ高度特定基地局数は他社に比べて低

いものの５Ｇ基盤展開率が他社に比べて高く、平均的な電波の利用状況と同等程

度であるものと認められ、これらの評価は「A」評価である（地域の評価は「S」

～「A」評価）。 

進捗評価においては、全国の５Ｇ高度特定基地局数の実績値は計画値を上回り、

５Ｇ基盤展開率は計画値を大きく上回っており、認定された開設計画を適切に実

施しており、また計画値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評

価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

・KDDI/沖セルの実績評価においては、全国の５Ｇ高度特定基地局数及び５Ｇ基盤展

開率の実績値は他社に比べて大きく低く、平均的な電波の利用状況を非常に大き

く下回っているものと認められ、これらの評価は「C」評価である（地域の評価は

「B」～「C」評価）。同社によれば、開設計画に従い基地局を展開しているとし
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ているが、５Ｇの早期普及の観点から、５Ｇ基盤展開の拡大について引き続き努

力するべきである。 

進捗評価においては、全国の５Ｇ高度特定基地局数及び５Ｇ基盤展開率ともに計

画値を上回っており、認定された開設計画を適切に実施しているものと認められ、

これらの総合評価は「A」評価である（地域の総合評価は「S」～「A」評価）。 

・ソフトバンクの実績評価においては、全国の５Ｇ高度特定基地局数の実績値は他

社に比べて大きく低く、５Ｇ基盤展開率の実績値は他社に比べて低く、平均的な

電波の利用状況を大きく下回っているものと認められ、これらの評価は「B」評価

である（地域の評価は「B」～「C」評価）。北海道及び沖縄においては、他社に

比べて大きく低い。同社によれば、５Ｇ高度特定基地局の整備が必要となるトラ

ヒック需要が発生した場合に当該基地局を整備するためとしているが、５Ｇの早

期普及の観点から、５Ｇ基盤展開の拡大について引き続き努力するべきである。 

進捗評価においては、全国の５Ｇ高度特定基地局数の実績値は計画値を上回り、

５Ｇ基盤展開率は計画値を大きく上回っており、認定された開設計画を適切に実

施しており、また計画値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評

価は「S」評価である（地域の総合評価は「S」評価）。 

・楽天モバイルの実績評価においては、全国の５Ｇ高度特定基地局数及び５Ｇ基盤

展開率の実績値は他社に比べて高く、平均的な電波の利用状況を大きく上回って

いるものと認められ、これらの評価は「S」評価である（地域の評価は「S」～「A」

評価）。 

進捗評価においては、全国の５Ｇ高度特定基地局数及び５Ｇ基盤展開率の実績値

ともに計画値を大きく上回っており、認定された開設計画を適切に実施しており、

また計画値を大きく上回っているものと認められ、これらの総合評価は「S」評価

である（地域の総合評価は「S」評価）。 

 

令和５年度携帯電話及び全国 BWA に係る定量評価のうち、実績評価の総合評価

の結果を事業者ごとに一覧表にまとめたものを図表１に示す。 

また、周波数帯ごとの評価結果の詳細については別添１に示す。 
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 （図表１） 
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Ⅲ 定性評価 

３－１ 定性評価 総論 

定性評価の評価結果の総論については、次のとおりである。 

・ 複数の周波数帯を総合的に勘案した定性的な評価として、①５Ｇ基地局におけ

るインフラシェアリング、②安全・信頼性の確保、③データトラヒック、④電波

の割当てを受けていない者等（MVNO）に対するサービス提供、⑤携帯電話の上空

利用及び IoT 利用を対象に評価を行った結果、各事業者は、一定の取組を行って

いると認められる。 

・ ５Ｇのインフラシェアリング基地局数については、前年度に比べ大きく増加し

ている事業者と一定の増加に留まる事業者が存在した。５Ｇエリアの拡大には、

基地局の開設など通信インフラの拡充を進めていく必要があり、各事業者におい

ては、自社の戦略を踏まえつつ、引き続きインフラシェアリングの積極的な活用

を期待する。 

・ 安全・信頼性の確保については、各事業者はこれまでの経験を踏まえ、災害対

策の強化、通信インフラの強靱化や更なる充実を図っている。しかしながら、本

評価を検討している期間にも、通信障害が発生した状況にある。各事業者におい

ては、国民生活を支える重要なインフラ事業者として、安全・信頼性を高めてい

くための不断の努力を期待する。また、令和６年能登半島地震に係る各社の対応

について、次年度の事業者ヒアリングなどを通じ、報告を求めることとしたい。 

・ データトラヒックについては、今後もデータトラヒック量の増加傾向が続くこ

とを踏まえ、また、いわゆるパケ詰まりと呼ばれる通信速度の低下等に対応する

ため、トラヒック需要に応じた基地局の適時適切な整備や電波の有効利用のため

の技術（周波数分散やキャリアアグリゲーション、Massive MIMO 等）の導入を進

めるなど、一層の努力を期待する。 

・ 電波の割当てを受けていない者等（MVNO：Mobile Virtual Network Operator）

に対するサービス提供については、サービス提供している MVNO 事業者数は、前年

度から大きく増加している事業者もある一方、微減となった事業者も存在した。

電波の更なる有効利用の観点から、MVNO 事業者の参入促進が望まれるところであ

り、各事業者においては、より多数の MVNO 事業者への提供に向けた積極的な取組

を期待する。 

・ 携帯電話の上空利用及び IoT 利用については、各事業者において、携帯電話の

上空利用においては４Ｇを活用したドローン等、IoT 利用においてはスマートメー

ター、監視・テレメータ、車載等の積極的な利用を進めている。各事業者におい

ては、５Ｇを活用した上空利用や IoT 利用の更なるサービスの多様化に向けた取

組を期待する。 
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３－２ 定性評価 各論 

  有効利用評価方針に基づき、複数の周波数帯を総合的に勘案し、評価事項ごと

に、定性的に評価を行った。評価結果は次のとおりである。 

（１）５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング 

・NTT ドコモ、KDDI/沖セル、ソフトバンク、楽天モバイル及び UQ コミュニケーショ

ンズは、インフラシェアリングの実績があり、今後、一定の計画を有するものと

認められ、「b」評価としている。KDDI/沖セル、ソフトバンクは、十分な実績が

あり、インフラシェアリング基地局数は前年度に比べ大きく増加しており、イン

フラシェアリングを積極的に活用している。NTT ドコモ、UQ コミュニケーション

ズは、調査時点で実績は多くはないが、インフラシェアリング基地局数は前年度

に比べ増加しており、インフラシェアリングを一定程度活用している。楽天モバ

イルは、調査時点で実績が少なく、インフラシェアリング基地局数は前年度に比

べ微増に留まっていることから、積極的な活用を期待する。 

・WCP は、５Ｇ基地局の導入が開始されたところであり、十分な実績がないことから、

本評価は行わないものとする（「R」評価）が、今後のインフラシェアリングの取

組を注視していくこととする。 

（２）安全・信頼性の確保 

・安全・信頼性の確保については、災害対策、通信障害対策、セキュリティ対策に

着目して評価を行った。 

・各事業者によって対策手法は異なるものの、災害対策については、災害発生時の

通信の継続性の確保に向けた取組（大・中ゾーン基地局の設置、衛星回線の活用、

可搬基地局の整備、長時間の電源確保等）を図っている。通信障害対策について

は、システム監視や障害検知対策の強化を図っている。セキュリティ対策につい

ては、サプライチェーンリスクやセキュリティ確保に向けた体制を確保している。 

・前年度に比べ、NTT ドコモは通信障害対策、KDDI/沖セルは災害対策、ソフトバン

ク及び WCP は災害・通信障害・セキュリティ対策、楽天モバイルは災害・通信障

害対策、UQ コミュニケーションズは通信障害対策の改善が見られるものと認めら

れ、「b」評価としている。 

・WCP は、グループ全体での取組に留まっていることから、今後、独自の対策を講じ

るなど積極的な対応を期待する。このため、今後、事業形態にも配慮しつつ、各

社独自の取組の評価の在り方について、検討を行っていくこととしたい。 
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（３）データトラヒック 

・NTT ドコモ、KDDI/沖セル、ソフトバンク及び楽天モバイルは、割当てを受けた周

波数帯の総データトラヒック量は前年度に比べ増加しており、ユーザーの通信状

態が最適になるよう周波数分散を行うなど、トラヒックを効率的に処理する工夫

がなされているものと認められ、「b」評価としている。 

・UQ コミュニケーションズは、前年度から総データトラヒック量が減少しているも

のの、同社によれば、５Ｇ化に伴い自社グループの４Ｇ周波数帯を利用している

としており、トラヒックを効率的に処理するための一定の工夫がなされているも

のと認められ、「c」評価としている。 

・WCP は、総データトラヒック量は前年度に比べ増加しており、ユーザーの通信状態

が最適になるよう自社グループにおいて周波数分散を行うなど、トラヒックを効

率的に処理する一定の工夫がなされているものと認められ、「b」評価としている。 

（４）電波の割当てを受けていない者等（MVNO）に対するサービス提供 

・各事業者は、MVNO に対するサービス提供を積極的に行っており、自社グループ以

外の多数に行われているものと認められ、「b」評価としている。NTT ドコモは、

前年度と比較し MVNO 事業者数が微減、KDDI/沖セルは、前年度と比較し MVNO 事業

者数は微増となっていることから、今後、多数の MVNO への提供に向けた積極的な

取組を期待する。ソフトバンクは、前年度と比較し MVNO 事業者数が大きく増加し

ていることから、積極的に取り組んでいる。楽天モバイルは、前年度は MVNO 事業

者１者への提供であったところ、事業者数は増加しており、引き続き多数の MVNO

への提供に向けた積極的な取組を期待する。UQ コミュニケーションズ及び WCP は、

自社グループ以外への MVNO 提供が拡大しているところ、引き続き自社グループ以

外の多数の MVNO への提供に向けた積極的な取組を期待する。 

（５）携帯電話の上空利用及び IoT利用 

・携帯電話の上空利用については、NTT ドコモ、KDDI/沖セル及びソフトバンクは、

携帯電話の上空利用の拡大に積極的に取り組んでおり、また実用化されているこ

とから、「b」評価としている。KDDI/沖セルは、本年度、５Ｇの上空利用に係る

無線局免許を新たに取得し、サービス提供に向けた準備を進めているところとし

ており、５Ｇ上空利用のサービス提供開始に期待する。ソフトバンクは、上空利

用の商用化局は前年度に比べ微増に留まっており、今後、積極的な取組を期待す

る。 

・楽天モバイルは、上空利用に関しては実証段階に留まっていることから、引き続

き実用化に向けて積極的に取り組むべきである（「c」評価）。 
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・UQ コミュニケーションズ及び WCP は、2.5GHz 帯の上空利用が制度上認められてい

ないことから、本評価は行わないものとする（「R」評価）。なお、総務省が策定

した周波数再編アクションプラン（令和５年度版）において、2.5GHz 帯 BWA につ

いては、他の無線システム等への混信を防止しつつドローン等による上空利用を

可能とするため、令和６年度までに技術的検討を開始するとされている。 

・IoT 利用については、NTT ドコモ、KDDI/沖セル、ソフトバンク及び楽天モバイル

は、携帯電話の通常規格及び LPWA 規格を用いて、スマートメーターや監視・テレ

メータなどの利用拡大に積極的に取り組んでおり、また実用化されていることか

ら、「b」評価としている。 

・UQ コミュニケーションズ及び WCP は、2.5GHz 帯高度化 BWA の通常規格を用いて、

モビリティ向けサービスなどの利用拡大に取り組んでおり、また実用化されてい

ることから、「b」評価としている。 

 

令和５年度携帯電話及び全国 BWA に係る定性評価について、評価結果の詳細に

ついては別添２に示す。 

 

３－３ 定性評価 総合評価 

  定性評価の総合評価に当たっては、上記３－２の各定性評価結果の記号を平均

化して求めることとし、各事業者の評価結果は次のとおり。 

・NTT ドコモ、KDDI/沖セル、ソフトバンク、楽天モバイル、UQ コミュニケーション

ズ及び WCP は、総合的に電波の有効利用又は適切な電波利用が一定程度行われて

いるものと認められ「b」評価としている（図表２参照）。 
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Ⅳ 免許人ごとの総合的な所見 

当審議会では、有効利用評価方針に基づき、令和５年度の携帯電話及び全国BWAに

係る定量評価及び定性評価を行った。その評価結果を踏まえ、事業者ごとの総合的

な所見を次のとおり取りまとめた。 

 

１ 株式会社 NTT ドコモ 

携帯電話として割り当てられた周波数帯（700MHz 帯、800MHz 帯、1.5GHz 帯、

1.7GHz 帯、2GHz 帯、3.4GHz 帯、3.5GHz 帯、3.7GHz 帯、4.5GHz 帯及び 28GHz 帯）

に関して、利用方針や今後の計画等についてヒアリング等を通して詳細を把握し

た上で多角的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計画の認定に係らない周波

数帯のうち、エリアカバレッジのために活用されている800MHz帯及び2GHz帯、ト

ラヒック対策のために活用されている 1.7GHz 帯は、非常に高い人口カバー率を有

しており、積極的な電波の有効利用がなされていると認められる。また、トラヒ

ック対策のために活用されている 1.5GHz 帯の人口カバー率も高く、適切な電波の

有効利用がなされているものと認められる。 

他方、エリアカバレッジのために活用されている 700MHz 帯及びトラヒック対策

として活用されている 3.5GHz 帯は、電波の有効利用は一定程度となっており、一

部の地域では有効利用評価方針に基づく評価は低かった。割り当てられた周波数

は最大限に活用すべきであり、電波の有効利用を促進する観点から、カバー率の

拡大に向けて引き続き努力するべきである。 

2GHz 帯の３Ｇは、３Ｇサービス終了に向けて基地局数が減少傾向にあるが、適

切な評価となるよう、当審議会において３Ｇの評価の在り方について、引き続き

検討を進めることとする。 

通信量においては、700MHz帯、1.5GHz帯及び 3.5GHz帯の一部の地域において、

前年度実績を下回っている。スリープ機能の導入は理解するが、割り当てられた

周波数は最大限活用すべきであり、また、今後更なる通信量の増加も予想される

ことから、電波の有効利用に向け引き続き努力するべきである。 

技術導入状況においては、3.5GHz 帯において 8MIMO 基地局数が前年度より減少

しており、通信量の増加に備え、伝送容量を増やすことが可能な高度化空間多重

技術の利用について引き続き努力するべきである。 

開設計画の認定の有効期間中の周波数帯については、開設計画に従い、基地局

数及び人口カバー率等が引き続き順調に推移していることを確認した。しかしな

がら、3.4GHz 帯及び 3.7GHz 帯は、一部の地域で基地局数及びカバー率が他社に比
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べて低いため、基地局数及びカバー率の拡大に向けて引き続き努力するべきであ

る。 

また、定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②

安全・信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携

帯電話の上空利用及び IoT 利用に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電

波利用が一定程度行われているものと認められる。引き続き各事項において、積

極的な取組を期待する。 

令和５年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のために最大限の努力を期待す

る。 

２ KDDI株式会社／沖縄セルラー電話株式会社 

携帯電話として割り当てられた周波数帯（700MHz 帯、800MHz 帯、1.5GHz 帯、

1.7GHz 帯、2GHz 帯、2.3GHz 帯、3.5GHz 帯、3.7GHz 帯、4.0GHz 帯及び 28GHz 帯）

に関して、利用方針や今後の計画等についてヒアリング等を通して詳細を把握し

た上で多角的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計画の認定に係らない周波

数帯のうち、エリアカバレッジ及びトラヒック対策のために活用されている

700MHz帯、800MHz帯及び2GHz帯は、高い人口カバー率を有しており、積極的な電

波の有効利用がなされていると認められる。トラヒック対策のために活用されて

いる 3.5GHz 帯は、電波の一定程度の有効利用は認められる。 

他方、トラヒック対策として活用されている 1.5GHz 帯は、全国においては電波

の一定程度の有効利用は認められるものの、一部の地域では有効利用評価方針に

基づく評価は低かった。トラヒック対策のための周波数であったとしても、割り

当てられた周波数は最大限に活用すべきであり、電波の有効利用を促進する観点

から、カバー率の拡大に向けて引き続き努力するべきである。 

開設計画の認定の有効期間中の周波数帯については、開設計画に従い、基地局

数及び人口カバー率等が順調に推移していることを確認した。しかしながら、

3.7GHz 帯では、前年度から改善は見られるものの、開設計画を下回っている地域

がある。５Ｇ用周波数帯の有効利用促進の観点から、計画値の達成に向け引き続

き努力するべきである。 

1.7GHz 帯（1805～1845MHz）では、基地局数及びカバー率が他社に比べて低く、

また、4.0GHz 帯では、有効利用評価方針に基づく評価は１者割当てであることか

ら「R」評価であるが、全国の人口カバー率が１％未満となっている。電波の有効
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利用の観点からは、割り当てられた周波数は最大限活用すべきであり、基地局数

及びカバー率の拡大について引き続き努力するべきである。 

また、定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②

安全・信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携

帯電話の上空利用及び IoT 利用に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電

波利用が一定程度行われているものと認められる。引き続き各事項において、積

極的な取組を期待する。 

令和５年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のために最大限の努力を期待し

たい。 

３ ソフトバンク株式会社 

携帯電話として割り当てられた周波数帯（700MHz 帯、900MHz 帯、1.5GHz 帯、

1.7GHz 帯、2GHz 帯、3.4GHz 帯、3.5GHz 帯、3.7GHz 帯及び 28GHz 帯）に関して、

利用方針や今後の計画等についてヒアリング等を通して詳細を把握した上で多角

的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している又は開設計画の認定に係らない周波

数帯のうち、エリアカバレッジのために活用されている 700MHz 帯、900MHz 帯及び

2GHz 帯は、非常に高い人口カバー率を有しており、積極的な電波の有効利用がな

されていると認められる。しかしながら、700MHz 帯及び 2GHz 帯の一部の地域の面

積カバー率は他社に比べて低かった。電波の更なる有効利用に向け面積カバー率

の拡大について引き続き努力するべきである。 

エリアカバレッジのために活用されている 1.5GHz 帯及び 1.7GHz 帯（1845～

1880MHz）では、高い人口カバー率を有しており、適切な電波の有効利用がなされ

ているものと認められる。 

他方、トラヒック対策のために活用されている 3.5GHz 帯は、人口カバー率及び

面積カバー率が低く、より一層の電波の有効利用の促進が必要と認められ、有効

利用評価方針に基づく評価は低かった。トラヒック対策のための周波数であった

としても、割り当てられた周波数は最大限に活用すべきであり、電波の有効利用

を促進する観点から、カバー率の拡大に向けて引き続き努力するべきである。 

通信量においては、3.5GHz 帯の一部地域において、前年度実績を下回っている。

割り当てられた周波数は最大限活用すべきであり、また、今後更なる通信量の増

加も予想されることから、電波の有効利用に向け引き続き努力するべきである。 

開設計画の認定の有効期間中の周波数帯については、開設計画に従い、基地局

数及び人口カバー率等が順調に推移していることを確認した。このうち、3.7GHz
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帯の一部の地域では、基地局数及びカバー率ともに他社に比べて低い。電波の有

効利用の観点からは、割り当てられた周波数は最大限活用すべきであり、基地局

数及びカバー率の拡大について引き続き努力するべきである。 

技術導入状況においては、3.7GHz 帯において 8MIMO 基地局数が前年度より減少

しており、通信量の増加に備え、伝送容量を増やすことが可能な高度化空間多重

技術の利用について引き続き努力するべきである。 

また、定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②

安全・信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携

帯電話の上空利用及び IoT 利用に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電

波利用が一定程度行われているものと認められる。引き続き各事項において、積

極的な取組を期待する。 

令和５年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のために最大限の努力を期待し

たい。 

４ 楽天モバイル株式会社 

携帯電話として割り当てられた周波数帯（1.7GHz 帯、3.7GHz 帯及び 28GHz 帯）

に関して、利用方針や今後の計画等についてヒアリング等を通して詳細を把握し

た上で多角的な視点から評価を行った。 

いずれも開設計画の認定の有効期間中の周波数帯であり、開設計画に従い、基

地局数及び人口カバー率等が順調に推移していることを確認した。しかしながら、

3.7GHz 帯の一部地域では基地局数及びカバー率が他社に比べて低かった。電波の

有効利用の観点からは、割り当てられた周波数は最大限活用すべきであり、基地

局数及びカバー率の拡大について引き続き努力するべきである。 

また、定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②

安全・信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携

帯電話の上空利用及び IoT 利用に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電

波利用が一定程度行われているものと認められる。 

他方、携帯電話の上空利用に関しては、実証段階に留まっていることから、実

用化に向け積極的に取り組むべきである。引き続き各事項において、積極的な取

組を期待する。 

令和５年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のために最大限の努力を期待し

たい。 

26



   

５ UQコミュニケーションズ株式会社 

全国 BWA として割り当てられた 2.5GHz 帯に関して、利用方針や今後の計画等に

ついてヒアリング等を通して詳細を把握した上で多角的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している 2.5GHz 帯の高度化 BWA は、非常に高

い人口カバー率を有しており、積極的な電波の有効利用がなされていると認めら

れる。 

通信量については、全国及び全ての地域における通信量が前年度を下回ってい

る。今後更なる通信量の増加が予想されることから、電波の有効利用に向け引き

続き努力するべきである。 

また、定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②

安全・信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携

帯電話の上空利用及び IoT 利用に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電

波利用が一定程度行われているものと認められる。 

他方、データトラヒックに関しては、前述のとおり、全国及び全ての地域にお

ける通信量が前年度を下回っており、電波の有効利用に向け引き続き努力するべ

きである。引き続き各事項において、積極的な取組を期待する。 

令和５年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のために最大限の努力を期待し

たい。 

６ Wireless City Planning株式会社 

全国 BWA として割り当てられた 2.5GHz 帯に関して、利用方針や今後の計画等に

ついてヒアリング等を通して詳細を把握した上で多角的な視点から評価を行った。 

開設計画の認定の有効期間が満了している 2.5GHz 帯の高度化 BWA は、人口カバ

ー率は必ずしも高くなく、電波の一定程度の利用は認められるものの、面積カバ

ー率は他社に比べて低い。電波の更なる有効利用に向け面積カバー率の拡大につ

いて引き続き努力するべきである。 

通信量においては、一部地域において、前年度実績を下回っている。割り当て

られた周波数は最大限活用すべきであり、また、今後更なる通信量の増加も予想

されることから、電波の有効利用に向け引き続き努力するべきである。 

また、定性評価においては、①５Ｇ基地局におけるインフラシェアリング、②

安全・信頼性の確保、③データトラヒック、④MVNO に対するサービス提供、⑤携

帯電話の上空利用及び IoT 利用に関して、総合的に電波の有効利用又は適切な電
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波利用が一定程度行われているものと認められる。引き続き各事項において、積

極的な取組を期待する。 

令和５年度の有効利用評価の結果から、総合的に見て、適切な電波利用がなさ

れていると認められる。引き続き電波の有効利用のために最大限の努力を期待し

たい。 
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Ⅴ 今後の有効利用評価に向けての検討課題 

今回の評価結果を公表するに当たり、電波の利用状況調査及び有効利用評価に

係る今後の具体的な検討課題について、当審議会としての所感を以下のとおり述

べる。 

① 人口カバレッジに係る指標 

前年度の検討課題に基づき、総務省から、現行の人口カバレッジの判定方法に

おいては各社それぞれの判定基準や設定等に基づき通信可否の判定を行っている

との課題抽出結果の報告がなされた。 

今後、より適正な評価を実施していくため、利用状況調査を担当する総務省に

おいては、当該課題を踏まえつつ、諸外国のカバレッジ算定方法や行政における

対応状況等の事例等について、引き続き深掘り調査を行っていただきたい。総務

省の調査結果も踏まえ、人口カバレッジの判定方法について必要な検討を行って

いきたい。 

② ５Ｇ導入開設指針に係る周波数帯（3.7GHz帯・4.0GHz帯・4.5GHz帯・28GHz帯）

に係る評価 

５Ｇ導入開設指針※に係る周波数帯である 3.7GHz 帯・4.0GHz 帯・4.5GHz 帯・

28GHz帯は、平成 31年(2019年)に割り当てられている。これらの周波数帯につい

ては、開設計画の有効期間が令和６年（2024 年）４月に満了することから、認定

期間が満了した後の評価基準を定める必要がある。 
※ 第５世代移動通信システムの導入のための特定基地局の開設に関する指針（平成 31年総務省告示第 24号） 

前年度の検討課題において、今後、周波数特性に適した評価項目や評価基準に

ついて検討していくとしていた。 

比較的低い周波数帯である Sub6（3.7GHz 帯・4.0GHz 帯・4.5GHz 帯）について

は、電波の特性としてエリアカバレッジに適している周波数帯である。他方、部

会における事業者ヒアリングの結果、衛星地球局や電波高度計との干渉等のため、

認定期間の満了時点では、全国又は一部地域において現行の 3.5GHz 帯等のミッド

バンドにおける人口カバー率に係る最下位の評価（「D」評価：50％未満）となる

見込みであることが確認された。 

また、高い周波数帯であるミリ波（28GHz 帯）については、伝送できる情報量は

大きいものの伝搬距離が短いといった電波の特性があり、スポット的なトラヒッ

ク対策のために利用されており、本年度の調査結果においては、各社とも人口カ

バー率や面積カバー率は１％未満となっている。 

このため、次年度からの認定期間満了後の評価について、Sub6 のエリアカバレ

ッジの評価基準は、実績評価においては周波数帯ごとの５Ｇ基盤の展開の程度、

進捗評価においては人口カバー率及び面積カバー率を用いる方向で、スポット的

に利用されるミリ波の評価基準は、実績及び進捗評価において基地局数を用いる
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方向で、通信量に係る新たな評価基準を定めることなども含め、有効利用評価方

針の改定案の検討を行う。 

なお、Sub6 のエリアカバレッジの実績評価については、将来的には、現行の認

定期間満了後の評価基準と同様に人口カバー率や面積カバー率に基づく評価を行

っていくことが望ましいことから、毎年度、人口カバー率や面積カバー率の進捗

を注視しつつ、適切なタイミングで評価基準を見直す方向で検討していくことと

したい。 

 

③ ＳＡに係る評価 

５Ｇの特長を最大限発揮するためには、様々な品質要求に対応できるネットワ

ークスライシングを活用した柔軟なネットワークの構築が必要となる。このため

には、５Ｇ専用のコアネットワーク設備と５Ｇ基地局を組み合わせて通信するス

タンドアローン（ＳＡ）の導入の進展が期待されるところである。 

前年度の検討課題において、総務省に対し、調査対象にＳＡの導入状況を加え

ることの検討を要請し、当該検討結果を踏まえつつ評価の在り方について検討を

行うとしていた。 

総務省は、検討の結果、本年度からＳＡの導入状況を調査対象に加えることと

し、その調査結果の報告がなされた。当該報告も踏まえ、部会における事業者ヒ

アリングにおいて、各社の今後のＳＡ展開方針を聴取した。 

これらを踏まえ、国内におけるＳＡ導入を更に促進するため、次年度からの５

Ｇの評価においては、ＳＡを技術導入状況の評価基準に含める方向で、有効利用

評価方針の改定案の検討を行うこととしたい。 

 

④ ３Ｇに係る評価 

３Ｇについては、携帯電話事業者各社は、既にサービスを終了したか、又はサ

ービス終了の予定時期を公表している。また、一部の事業者においては、サービ

ス終了に向けて、３Ｇの基地局数を減らしており、人口カバー率や面積カバー率

が減少している状況にある。 

前年度の検討課題において、３Ｇに関する評価の在り方について、３Ｇがサー

ビス終了し、４Ｇ・５Ｇにマイグレーションすることを前提に、検討していくと

していた。 

部会における事業者ヒアリングの結果、３Ｇと４Ｇは周波数帯域を分けて利用

していること、また、３Ｇの利用を終了した周波数帯域においては３Ｇから４

Ｇ・５Ｇへ順次マイグレーションを図っていくこと、更にマイグレーションには

一定の期間が必要であることが判明した。 

３Ｇからマイグレーションを図ることは電波の有効利用の観点から適切な対応

と認められるが、３Ｇの利用を終了した周波数帯域の電波の有効利用を早期に図

っていくことが重要である。 
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このため、３Ｇサービス終了までの期間における３Ｇの評価においては、３Ｇ

の利用帯域において４Ｇ・５Ｇへのマイグレーションを実施している場合は、３

Ｇに加え当該帯域を利用する４Ｇ・５Ｇの合算による評価を行うこととする。利

用状況調査を担当する総務省においては、次年度以降、３Ｇの周波数帯域におい

ては、３Ｇに加え当該帯域を利用する４Ｇ・５Ｇの合算値による調査報告を行っ

ていただきたい。 

また、３Ｇサービス終了後の期間における３Ｇの評価においては、マイグレー

ションには一定の期間が必要であることから、総務省における電波の利用状況調

査において移行計画の提出を求め、当該移行計画の調査結果に基づく評価を行う

方向で、有効利用評価方針の改定案の検討を行うこととしたい。 

 

⑤ 認定の有効期間中の周波数帯平均値に基づく評価 

認定期間中の実績評価においては、基地局の数、人口カバー率及び面積カバー

率について、複数者の周波数帯平均値を用いた相対的な評価基準を用いている。

このため、１者割当てとなっている周波数帯においては、平均値が示せないこと

から、総合評価を行っていない（「R」評価）ところである。 

複数者に割り当てられた周波数帯において相対評価を実施することは、各者間

の競争を促進し更なる電波の有効利用を期待するところであるが、近年の周波数

割当ては１者割当てとなっているケースが多く、本年10月にも700MHz帯が１者に

割り当てられ、複数の周波数帯において相対評価が困難な状況にある。 

この状況を踏まえ、例えば、周波数帯平均値を用いず、各者の開設計画値との

比較に基づく評価を行うことにするなど、認定の有効期間中の有効利用評価方針

の改定案の検討を行うこととしたい。 

 

⑥ 全国 BWAの５Ｇに係る評価 

携帯電話において４Ｇから５Ｇへマイグレーションを図っている周波数帯につ

いては、４Ｇ及び５Ｇの合算値による評価を行っている。これは、４Ｇから５Ｇ

へのマイグレーションにおいては、同一周波数帯において基地局の４Ｇから５Ｇ

への置き換え又は４Ｇと５Ｇを同時に利用する DSS（Dynamic Spectrum Sharing）

による運用が一般に行われていることから、通信規格によらず合算値による電波

の有効利用の程度の評価を行っているものである。 

他方、2.5GHz 帯の全国 BWA においては、前年度から５Ｇ導入が開始され、令和

５年度の調査結果報告においては、高度化 BWA と５Ｇは別に報告が行われたとこ

ろ、部会における事業者ヒアリングの結果、高度化 BWA と５Ｇは同一周波数帯の

利用であることが判明した。 

次年度以降は、高度化 BWAにおいても、携帯電話と同様に、高度化 BWAと５Ｇの

合算値による評価を行うこととし、利用状況調査を担当する総務省においては、

高度化 BWAと５Ｇの合算値の調査報告を行っていただきたい。 

31



   

⑦ インフラシェアリングに係る定性評価 

インフラシェアリングに係る定性評価は、５Ｇ基地局の取組状況の評価を行っ

ている。令和５年６月に実施した有効利用評価方針の改定案の意見募集において、

一部事業者から、インフラシェアリングの実施主体別の評価、４Ｇ基地局のイン

フラシェアリングの評価対象への追加に関する意見があったことを踏まえ、当該

観点からの検討を行った。 

インフラシェアリングの実施主体については、携帯電話事業者や全国 BWA 事業

者が主体となる場合と、いわゆるインフラシェアリング事業者と呼ばれる事業者

が主体となる場合がある。部会における事業者ヒアリングの結果、前者の場合は、

事業者にとってより効果的な場所への置局等が可能であるが、設備の仕様等の統

一が必要なケースがある、後者の場合は、公共性が高い場所での設置等に有効で

あるが、設置場所の調整に時間を要するケースがある、また、いずれの場合でも

コストの軽減効果があることなどが確認された。 

４Ｇ基地局のインフラシェアリングの評価については、上記事業者ヒアリング

の結果、４Ｇ基地局は全国的に概ね普及し、今後の基地局展開は５Ｇが中心であ

るとする事業者や、一部の事業者では４Ｇ基地局のシェアリング件数の契約書面

による確認や集計システムの改修など相当の労力が必要であることなどが確認さ

れた。 

これらも踏まえつつ、インフラシェアリングに係る定性評価については、今後

より適切な評価を実施していくため、例えば、屋外・屋内別のインフラシェアリ

ングの有効性を整理するなど、より多角的な視点から評価の在り方について検討

を行うこととしたい。 

 

⑧ 安全・信頼性の確保に係る定性評価 

本年度の安全・信頼性の確保に係る定性評価において、自社グループ内の携帯

電話事業者と一体的に取組を行い、全国 BWA 事業者としては独自の取組が行われ

ていない事業者が確認された。BWA においては、ルータ等の主としてデータ通信を

用いたサービス提供が行われているところ、自社グループで一体的に取り組むメ

リットもあると考えられる一方、BWA サービスの利用者に対する安全・信頼性の確

保も重要であることから、今後、独自の対策を講じるなど積極的な対応を期待す

るところである。 

このため、事業形態にも配慮しつつ、各社独自の取組の評価の在り方について

検討を行うこととしたい。 

 

その他、電波利用実態の変化、技術の進展や事業者の電波の利用状況等を踏まえ、

評価の在り方について、検討していきたい。  
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は

「S
」〜

「B
」評

価
）

。東
北

と北
陸

の
通

信
量

が
前

年
度

実
績

を
下

回
って

い
る

とこ
ろ

、同
社

に
よ

れ
ば

、省
電

⼒
化

の
た

め
、ト

ラヒ
ック

か
ら利

⽤
状

況
を

リア
ル

タイ
ム

に
把

握
し、

夜
間

等
の

トラ
ヒッ

ク需
要

が
少

な
い

時
間

帯
は

、⼀
時

的
に

⼀
部

周
波

数
帯

の
基

地
局

を
ス

リー
プ

させ
る

ス
リー

プ
制

御
を

導
⼊

し、
他

の
ス

リー
プ

制
御

を
⾏

って
い

な
い

周
波

数
帯

に
トラ

ヒッ
クが

移
った

た
め

とし
て

い
る

。他
の

周
波

数
帯

の
活

⽤
に

よ
り、

利
⽤

者
の

接
続

⾯
で

の
利

便
性

を
損

な
うこ

とな
く省

電
⼒

化
を

図
って

お
り、

そ
の

よ
うな

社
会

課
題

解
決

に
資

す
る

取
組

は
理

解
す

る
も

の
の

、割
り当

て
られ

た
周

波
数

は
最

⼤
限

活
⽤

す
べ

き
で

あ
り、

ま
た

、今
後

更
な

る
通

信
量

の
増

加
も

予
想

され
る

こと
か

ら、
電

波
の

有
効

利
⽤

に
向

け
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。
１

実
績

評
価

２
進

捗
評

価

【4
G+

5G
】

【4
G+

5G
】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

3,
43

8
21

,8
32

B
88

.9
6%

B
81

.2
%

27
.6

9%
B

B
B

北
海

道
B

+
16

4
1,

01
8

A
90

.5
5%

B
78

.1
%

15
.5

4%
B

B
A

東
北

B
+

32
5

1,
76

0
A

91
.8

3%
B

87
.1

%
27

.7
9%

B
B

A
関

東
B

+
89

0
7,

02
7

B
87

.2
2%

B
80

.7
%

43
.5

7%
B

B
B

信
越

B
+

50
4

1,
19

6
C

84
.8

4%
B

70
.6

%
22

.3
9%

B
B

C
北

陸
B

+
13

4
50

8
A

90
.5

6%
B

76
.4

%
26

.6
5%

B
B

A
東

海
B

+
14

8
2,

35
6

A
92

.9
1%

B
73

.4
%

29
.0

0%
B

B
A

近
畿

B
+

38
7

3,
19

5
A

90
.7

5%
B

82
.0

%
32

.8
0%

B
B

A
中

国
B

+
17

9
1,

29
7

B
85

.6
5%

A
92

.8
%

34
.3

4%
B

B
B

四
国

B
+

15
4

88
1

B
87

.5
1%

B
73

.2
%

23
.3

6%
B

B
B

九
州

B
+

49
8

2,
40

0
B

88
.2

1%
B

85
.3

%
36

.1
8%

B
B

B
沖

縄
B

+
55

19
4

B
89

.2
0%

C
57

.6
%

35
.3

9%
B

B
B

⼈
⼝

カバ
ー

率
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⾯
積

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

+
32

1
21

,8
32

A
-0

.5
5

88
.9

6%
A

-0
.3

4
27

.6
9%

A
B

A
北

海
道

A
+

1
1,

01
8

A
+

0.
20

90
.5

5%
A

-0
.0

4
15

.5
4%

A
B

A
東

北
A

+
3

1,
76

0
A

-0
.1

2
91

.8
3%

B
-1

.0
6

27
.7

9%
B

C
A

関
東

A
-1

6
7,

02
7

B
-2

.6
1

87
.2

2%
A

-0
.7

6
43

.5
7%

B
B

A
信

越
A

-6
1,

19
6

B
-1

.5
8

84
.8

4%
A

-0
.3

2
22

.3
9%

B
B

A
北

陸
A

-2
50

8
A

+
0.

07
90

.5
6%

A
-0

.7
8

26
.6

5%
A

C
A

東
海

A
+

14
2,

35
6

A
+

0.
35

92
.9

1%
A

-0
.0

2
29

.0
0%

A
B

A
近

畿
A

+
48

3,
19

5
S

+
1.

47
90

.7
5%

A
+

0.
35

32
.8

0%
S

B
A

中
国

A
+

17
1,

29
7

A
+

0.
55

85
.6

5%
A

-0
.0

2
34

.3
4%

A
B

A
四

国
A

-1
88

1
A

-0
.9

8
87

.5
1%

B
-1

.2
8

23
.3

6%
B

B
A

九
州

A
+

25
3

2,
40

0
S

+
1.
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88

.2
1%

A
+

0.
20

36
.1

8%
S

B
S

沖
縄

A
+
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19

4
A

-0
.2

1
89

.2
0%

A
-0

.2
9

35
.3

9%
A

B
A

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状
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K
D
D
I/

沖
縄

セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
4G

及
び

5G
の

エ
リア

カバ
レ

ッジ
及

び
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
98

.7
1%

と⾮
常

に
⾼

く、
積

極
的

な
電

波
の

有
効

利
⽤

が
な

され
て

い
る

も
の

と認
め

られ
、総

合
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」評
価

）
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、前

年
度

に
⽐

べ
、全

国
の

基
地

局
数

は
増

加
、⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
は

微
増

とな
って

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

⼤
き

く上
回

る
進

捗
が

認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G+

5G
】

【4
G+

5G
】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価
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均

⽐
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.2

2%
B

B
S

基
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局
数
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ー
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⾯
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信
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総
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な
評
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⼊
状

況
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価

前
年
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実
績

値
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年
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績
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年
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績
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+
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3
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50
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S
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S
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+
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2
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+
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S
B

S
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A
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+
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S
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S
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+
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1
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6

A
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S
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A
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ソ
フ

ト
バ

ン
ク

評
価

結
果

•ソ
フト

バ
ン

クは
、当

該
周

波
数

帯
を

4G
及

び
5G

の
エ

リア
カバ

レ
ッジ

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

95
.4

0%
と⾮

常
に

⾼
く、

積
極

的
な

電
波

の
有

効
利

⽤
が

な
され

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「B
」評

価
）

。し
か

しな
が

ら、
⾯

積
カバ

ー
率

に
つ

い
て

は
、北

海
道

に
お

い
て

他
社

に
⽐

べ
て

低
い

。同
社

に
よ

れ
ば

、4
Gか

ら5
Gへ

の
切

り替
え

を
積

極
的

に
実

施
して

い
る

た
め

とし
て

い
る

が
、電

波
の

更
な

る
有

効
利

⽤
に

向
け

⾯
積

カバ
ー

率
の

拡
⼤

に
つ

い
て

引
き

続
き

努
⼒

す
る

べ
き

で
あ

る
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、前

年
度

に
⽐

べ
、全

国
の

基
地

局
数

は
微

増
、⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
は

増
加

して
お

り、
電

波
の

利
⽤

は
前

年
度

実
績

を
⼤

き
く上

回
る

進
捗

が
認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「A

」評
価

）
。
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績
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績
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績
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1,

53
4

B
89

.6
4%

B
84

.1
%

26
.8

3%
B

B
B

関
東

B
+

2,
14

8
6,

68
6

S
98

.7
7%

A
10

6.
1%

57
.2

9%
B

B
S

信
越

B
+

18
6

69
7

A
91

.9
0%

B
88

.2
%

27
.9

7%
B

B
A

北
陸

B
+

19
9

52
6

A
94

.1
6%

A
96

.4
%

33
.6

5%
B

B
A

東
海

B
+

73
2

2,
48

5
S

96
.6

4%
A

10
0.

2%
39

.5
8%

B
B

S
近

畿
B

+
89

7
3,

16
8

S
96

.9
6%

A
98

.6
%

39
.4

3%
B

B
S

中
国

B
+

35
7

1,
39

7
B

88
.1

6%
B

72
.4

%
26

.8
0%

B
B

B
四

国
B

+
16

9
72

8
A

90
.3

5%
B

83
.9

%
26

.7
8%

B
B

A
九

州
B

+
29

6
1,

91
8

A
91

.4
8%

B
82

.1
%

34
.8

3%
B

B
A

沖
縄

B
+

12
4

28
9

S
98

.9
0%

A
10

6.
7%

65
.5

4%
B

B
S

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率

37



8
0
0
M

H
z帯

N
T
T
ド
コ

モ
評

価
結

果

•N
TT

ドコ
モ

は
、当

該
周

波
数

帯
を

3G
及

び
4G

の
エ

リア
カバ

レ
ッジ

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

3G
及

び
4G

の
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
とも

に
99

%
超

と⾮
常

に
⾼

く、
い

ず
れ

も
積

極
的

な
電

波
の

有
効

利
⽤

が
な

され
て

い
る

も
の

と認
め

られ
、総

合
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」評
価

）
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、前

年
度

に
⽐

べ
、3

G及
び

4G
とも

に
全

国
の

基
地

局
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
は

微
増

、⾯
積

カバ
ー

率
は

3G
は

微
減

、4
G

は
微

増
とな

って
お

り、
電

波
の

利
⽤

は
前

年
度

実
績

を
維

持
し

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「A
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「A

」評
価

）
。 ※
１

基
地

局
数

に
つ

い
て

は
、計

画
値

は
な

い
。

※
２

80
0M

H
z帯

の
３

Gは
ドコ

モ
１

者
の

み
運

⽤
中

の
た

め
、周

波
数

帯
平

均
値

が
⽰

せ
な

い
こと

か
ら、

⾯
積

カバ
ー

率
の

評
価

は
実

施
して

い
な

い
。

※
３

事
業

者
は

３
Gの

通
信

量
を

測
定

して
い

な
い

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。※
４

技
術

導
⼊

状
況

は
、３

Gで
は

導
⼊

で
き

な
い

技
術

で
あ

る
た

め
、調

査
デ

ー
タは

な
く、

評
価

は
実

施
して

い
な

い
。

※
５

⼈
⼝

カバ
ー

率
の

み
を

考
慮

して
総

合
評

価
を

実
施

。

※
１

事
業

者
は

３
Gの

通
信

量
を

測
定

して
い

な
い

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。
※

２
技

術
導

⼊
状

況
は

、３
Gで

は
導

⼊
で

き
な

い
技

術
で

あ
る

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【3
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

(※
1)

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

-
-

65
,3

62
S

99
.7

8%
-

-
58

.1
1%

-
-

S
北

海
道

-
-

4,
08

4
S

99
.7

7%
-

-
43

.7
9%

-
-

S
東

北
-

-
6,

56
9

S
99

.6
8%

-
-

53
.8

2%
-

-
S

関
東

-
-

16
,3

74
S

99
.7

8%
-

-
70

.1
7%

-
-

S
信

越
-

-
3,

69
1

S
99

.3
4%

-
-

44
.8

5%
-

-
S

北
陸

-
-

2,
77

4
S

99
.9

7%
-

-
57

.7
9%

-
-

S
東

海
-

-
6,

79
8

S
99

.8
5%

-
-

51
.3

4%
-

-
S

近
畿

-
-

8,
40

3
S

99
.7

1%
-

-
59

.2
9%

-
-

S
中

国
-

-
5,

55
7

S
99

.7
6%

-
-

78
.5

9%
-

-
S

四
国

-
-

3,
26

2
S

99
.8

1%
-

-
67

.3
5%

-
-

S
九

州
-

-
7,

23
0

S
99

.9
3%

-
-

77
.0

8%
-

-
S

沖
縄

-
-

62
0

SS
10

0.
00

%
-

-
81

.0
4%

-
-

S

基
地

局
数

通
信

量
(※

3)

技
術

導
⼊

状
況

(※
4)

総
合

的
な

評
価

(※
5)

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

(※
2)

評
価

計
画

値
差

(※
1)

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

-
-

65
,9

77
S

99
.7

7%
A

97
.4

%
57

.5
7%

B
B

S
北

海
道

-
-

4,
09

6
S

99
.7

7%
A

95
.0

%
43

.7
8%

B
B

S
東

北
-

-
6,

66
0

S
99

.6
9%

A
98

.3
%

53
.8

6%
B

B
S

関
東

-
-

16
,3

54
S

99
.7

8%
A

96
.4

%
69

.3
3%

B
B

S
信

越
-

-
3,

69
1

S
99

.2
7%

B
87

.4
%

43
.4

6%
B

B
S

北
陸

-
-

2,
77

7
S

99
.9

7%
A

10
1.

5%
57

.7
5%

B
B

S
東

海
-

-
7,

31
1

S
99

.8
5%

B
89

.8
%

51
.2

7%
B

B
S

近
畿

-
-

8,
41

7
S

99
.7

1%
A

96
.5

%
59

.2
8%

B
B

S
中

国
-

-
5,

55
8

S
99

.7
6%

A
10

3.
5%

78
.5

7%
B

B
S

四
国

-
-

3,
26

3
S

99
.8

1%
A

10
4.

9%
67

.3
5%

B
B

S
九

州
-

-
7,

23
0

S
99

.9
1%

A
10

1.
0%

73
.8

6%
B

B
S

沖
縄

-
-

62
0

S
99

.9
9%

A
97

.3
%

78
.6

5%
B

B
S

総
合

的
な

評
価

基
地

局
数

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
⼈

⼝
カバ

ー
率

⾯
積

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値

全
国

A
+

44
6

65
,3

62
A

+
0.

03
99

.7
8%

A
-0

.0
3

58
.1

1%
A

-
-

北
海

道
A

+
9

4,
08

4
A

+
0.

03
99

.7
7%

A
+

0.
06

43
.7

9%
A

-
-

東
北

A
+

99
6,

56
9

A
+

0.
05

99
.6

8%
A

±
0.

00
53

.8
2%

A
-

-
関

東
A

+
15

2
16

,3
74

A
+

0.
01

99
.7

8%
A

-0
.0

4
70

.1
7%

A
-

-
信

越
A

+
5

3,
69

1
A

+
0.

07
99

.3
4%

A
+

0.
04

44
.8

5%
A

-
-

北
陸

A
+

4
2,

77
4

A
+

0.
01

99
.9

7%
A

+
0.

11
57

.7
9%

A
-

-
東

海
A

+
51

6,
79

8
A

+
0.

02
99

.8
5%

A
-0

.0
1

51
.3

4%
A

-
-

近
畿

A
+

4
8,

40
3

A
+

0.
03

99
.7

1%
A

+
0.

07
59

.2
9%

A
-

-
中

国
A

+
54

5,
55

7
A

+
0.

04
99

.7
6%

A
+

0.
01

78
.5

9%
A

-
-

四
国

A
+

11
3,

26
2

A
+

0.
02

99
.8

1%
A

-0
.1

7
67

.3
5%

A
-

-
九

州
A

+
53

7,
23

0
A

+
0.

07
99

.9
3%

A
-0

.0
3

77
.0

8%
A

-
-

沖
縄

A
+

4
62

0
A

±
0.

00
10

0.
00

%
A

-0
.0

7
81

.0
4%

A
-

-

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
(※

1)

技
術

導
⼊

状
況

(※
2)

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値

全
国

A
+

37
6

65
,9

77
A

+
0.

03
99

.7
7%

A
+

0.
16

57
.5

7%
A

B
A

北
海

道
A

+
12

4,
09

6
A

+
0.

03
99

.7
7%

A
+

0.
01

43
.7

8%
A

B
A

東
北

A
+

55
6,

66
0

A
+

0.
06

99
.6

9%
A

+
0.

02
53

.8
6%

A
B

A
関

東
A

+
99

16
,3

54
A

+
0.

03
99

.7
8%

A
+

0.
03

69
.3

3%
A

B
A

信
越

A
+

3
3,

69
1

A
+

0.
06

99
.2

7%
A

+
0.

06
43

.4
6%

A
B

A
北

陸
A

+
7

2,
77

7
A

+
0.

01
99

.9
7%

A
+

0.
11

57
.7

5%
A

B
A

東
海

A
+

34
7,

31
1

A
+

0.
02

99
.8

5%
A

±
0.

00
51

.2
7%

A
B

A
近

畿
A

+
4

8,
41

7
A

+
0.

03
99

.7
1%

A
+

0.
09

59
.2

8%
A

B
A

中
国

A
+

11
3

5,
55

8
A

+
0.

04
99

.7
6%

A
+

0.
01

78
.5

7%
A

B
S

四
国

A
+

12
3,

26
3

A
+

0.
02

99
.8

1%
A

-0
.1

7
67

.3
5%

A
B

A
九

州
A

+
34

7,
23

0
A

+
0.

05
99

.9
1%

A
+

0.
06

73
.8

6%
A

B
A

沖
縄

A
+

3
62

0
A

-0
.0

1
99

.9
9%

A
-0

.0
7

78
.6

5%
A

B
A

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

⾯
積

カバ
ー

率
総

合
的

な
評

価

【3
G】

【4
G】
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8
0
0
M

H
z帯

K
D
D
I/

沖
縄

セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
4G

の
エ

リア
カバ

レ
ッジ

及
び

トラ
ヒッ

ク対
策

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

99
.9

5%
と⾮

常
に

⾼
く、

積
極

的
な

電
波

の
有

効
利

⽤
が

な
され

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、前
年

度
に

⽐
べ

、全
国

の
基

地
局

数
、⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
は

微
増

とな
って

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

維
持

して
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「A
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「A

」評
価

）
。

※
基

地
局

数
に

つ
い

て
は

、計
画

値
は

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

(※
)

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

-
-

67
,8

23
S

99
.9

5%
A

10
2.

5%
60

.5
6%

B
B

S
北

海
道

-
-

3,
41

8
S

99
.9

7%
A

10
5.

0%
48

.4
2%

B
B

S
東

北
-

-
7,

04
4

S
99

.8
8%

A
10

1.
8%

55
.7

8%
B

B
S

関
東

-
-

15
,7

47
S

99
.9

8%
A

10
3.

6%
74

.4
8%

B
B

S
信

越
-

-
3,

15
7

S
99

.9
4%

S
11

2.
7%

56
.0

3%
B

B
S

北
陸

-
-

2,
22

6
S

99
.9

5%
A

98
.6

%
56

.0
9%

B
B

S
東

海
-

-
7,

43
8

S
99

.9
7%

S
11

0.
1%

62
.8

8%
B

B
S

近
畿

-
-

10
,8

78
S

99
.9

6%
A

10
3.

5%
63

.5
7%

B
B

S
中

国
-

-
6,

09
3

S
99

.8
7%

A
96

.5
%

73
.2

7%
B

B
S

四
国

-
-

3,
18

9
S

99
.8

5%
A

95
.1

%
61

.0
4%

B
B

S
九

州
-

-
7,

97
9

S
99

.9
0%

A
98

.9
%

72
.2

8%
B

B
S

沖
縄

-
-

65
4

SS
10

0.
00

%
A

10
2.

6%
82

.9
3%

B
B

S

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

+
43

5
67

,8
23

A
+

0.
02

99
.9

5%
A

+
0.

11
60

.5
6%

A
B

S
北

海
道

A
+

12
3,

41
8

A
+

0.
01

99
.9

7%
A

+
0.

05
48

.4
2%

A
B

S
東

北
A

+
70

7,
04

4
A

+
0.

02
99

.8
8%

A
+

0.
19

55
.7

8%
A

B
S

関
東

A
+

90
15

,7
47

A
+

0.
01

99
.9

8%
A

+
0.

12
74

.4
8%

A
B

S
信

越
A

+
19

3,
15

7
A

+
0.

01
99

.9
4%

A
+

0.
15

56
.0

3%
A

B
S

北
陸

A
+

16
2,

22
6

A
+

0.
01

99
.9

5%
A

+
0.

01
56

.0
9%

A
B

S
東

海
A

+
74

7,
43

8
A

+
0.

01
99

.9
7%

A
+

0.
08

62
.8

8%
A

B
S

近
畿

A
+

98
10

,8
78

A
+

0.
01

99
.9

6%
A

+
0.

18
63

.5
7%

A
B

S
中

国
A

+
18

6,
09

3
A

+
0.

03
99

.8
7%

A
+

0.
08

73
.2

7%
A

B
A

四
国

A
-2

1
3,

18
9

A
+

0.
04

99
.8

5%
A

+
0.

05
61

.0
4%

A
B

S
九

州
A

+
93

7,
97

9
A

+
0.

03
99

.9
0%

A
+

0.
12

72
.2

8%
A

B
S

沖
縄

A
-3

4
65

4
A

±
0.

00
10

0.
00

%
A

+
0.

19
82

.9
3%

A
B

S

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
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9
0
0
M

H
z帯

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

評
価

結
果

•ソ
フト

バ
ン

クは
、当

該
周

波
数

帯
を

3G
及

び
4G

の
エ

リア
カバ

レ
ッジ

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、

全
国

の
3G

及
び

4G
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

とも
に

99
%

超
と⾮

常
に

⾼
く、

い
ず

れ
も

積
極

的
な

電
波

の
有

効
利

⽤
が

な
され

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、
前

年
度

に
⽐

べ
、3

Gの
全

国
の

基
地

局
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

は
微

増
して

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

維
持

して
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「A
」評

価
で

あ
り（

地
域

の
総

合
評

価
は

「A
」評

価
）

、4
Gの

全
国

の
基

地
局

数
、⼈

⼝
カバ

ー
率

は
微

増
、⾯

積
カバ

ー
率

は
増

加
して

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

⼤
き

く上
回

る
進

捗
が

認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」
評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「A

」評
価

）
。

※
１

90
0M

H
z帯

は
ソ

フト
バ

ン
ク１

者
の

み
の

割
当

て
の

た
め

、周
波

数
帯

平
均

値
が

⽰
せ

な
い

こと
か

ら、
⾯

積
カバ

ー
率

の
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。
※

２
事

業
者

は
３

Gの
通

信
量

を
測

定
して

い
な

い
た

め
、調

査
デ

ー
タは

な
く、

評
価

は
実

施
して

い
な

い
。

※
３

技
術

導
⼊

状
況

は
、３

Gで
は

導
⼊

で
き

な
い

技
術

で
あ

る
た

め
、調

査
デ

ー
タは

な
く、

評
価

は
実

施
して

い
な

い
。

※
４

⼈
⼝

カバ
ー

率
の

み
を

考
慮

して
総

合
評

価
を

実
施

。

※
１

事
業

者
は

３
Gの

通
信

量
を

測
定

して
い

な
い

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。
※

２
技

術
導

⼊
状

況
は

、３
Gで

は
導

⼊
で

き
な

い
技

術
で

あ
る

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【3
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

2,
27

8
37

,3
78

S
99

.8
1%

-
-

69
.2

7%
-

-
S

北
海

道
B

+
24

1
2,

57
4

S
99

.8
8%

-
-

52
.6

2%
-

-
S

東
北

B
+

23
3

3,
72

5
S

99
.6

1%
-

-
65

.5
3%

-
-

S
関

東
B

+
55

7
8,

05
5

S
99

.9
7%

-
-

85
.7

9%
-

-
S

信
越

B
+

86
1,

70
4

S
99

.6
4%

-
-

68
.3

7%
-

-
S

北
陸

B
+

13
4

1,
30

2
S

99
.7

1%
-

-
69

.1
0%

-
-

S
東

海
B

+
38

8
5,

03
1

S
99

.8
7%

-
-

72
.0

6%
-

-
S

近
畿

B
+

21
2

4,
96

5
S

99
.7

7%
-

-
72

.2
9%

-
-

S
中

国
B

+
19

3
3,

16
2

S
99

.5
2%

-
-

84
.4

0%
-

-
S

四
国

B
+

75
1,

58
3

S
99

.4
7%

-
-

75
.0

6%
-

-
S

九
州

B
+

12
5

4,
87

3
S

99
.7

0%
-

-
78

.9
2%

-
-

S
沖

縄
B

+
34

40
4

S
99

.9
8%

-
-

89
.3

4%
-

-
S

基
地

局
数

通
信

量
(※

2)

技
術

導
⼊

状
況

(※
3)

総
合

的
な

評
価

(※
4)

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

(※
1)

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値

全
国

A
+

14
3

37
,3

78
A

+
0.

03
99

.8
1%

A
+

0.
01

69
.2

7%
A

-
-

北
海

道
A

-8
2,

57
4

A
+

0.
02

99
.8

8%
A

-0
.0

2
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.6
2%

A
-

-
東

北
A

+
37

3,
72

5
A

+
0.

04
99

.6
1%

A
+

0.
10

65
.5

3%
A

-
-

関
東

A
+

23
8,

05
5

A
+

0.
01

99
.9

7%
A

+
0.

07
85

.7
9%

A
-

-
信

越
A

±
0

1,
70

4
A

+
0.

06
99

.6
4%

A
-0

.0
6

68
.3

7%
A

-
-

北
陸

A
+

5
1,

30
2

A
+

0.
04

99
.7

1%
A

-0
.1

5
69

.1
0%

A
-

-
東

海
A

+
5

5,
03

1
A

+
0.

02
99

.8
7%

A
-0

.0
5

72
.0

6%
A

-
-

近
畿

A
+

35
4,

96
5

A
+

0.
03

99
.7

7%
A

±
0.

00
72

.2
9%

A
-

-
中

国
A

+
41

3,
16

2
A

+
0.

06
99

.5
2%

A
+

0.
02

84
.4

0%
A

-
-

四
国

A
±

0
1,

58
3

A
+

0.
06

99
.4

7%
A

-0
.0

2
75

.0
6%

A
-

-
九

州
A

+
4

4,
87

3
A

+
0.

05
99

.7
0%

A
±

0.
00

78
.9

2%
A

-
-

沖
縄

A
+

1
40

4
A

+
0.

01
99

.9
8%

A
-0

.3
4

89
.3

4%
A

-
-

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
(※

1)

技
術

導
⼊

状
況

(※
2)

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値

全
国

A
+

58
1

59
,1

01
A

+
0.

05
99

.8
8%

S
+

2.
08

66
.5

1%
S

B
A

北
海

道
A

+
8

3,
97

5
A

+
0.

02
99

.9
4%

S
+

1.
51

48
.9

1%
S

B
A

東
北

A
+

10
5

6,
78

4
A

+
0.

11
99

.8
1%

S
+

4.
92

65
.0

0%
S

B
A

関
東

A
+

15
8

11
,3

98
A

+
0.

01
99

.9
8%

A
+

0.
99

83
.7

6%
A

B
A

信
越

A
+

11
2,

60
4

A
+

0.
06

99
.8

1%
S

+
1.

55
64

.6
1%

S
B

A
北

陸
A

+
21

2,
07

0
A

+
0.

08
99

.8
1%

S
+

1.
31

64
.9

7%
S

B
A

東
海

A
+

38
7,

38
2

A
+

0.
01

99
.9

2%
S

+
1.

19
69

.8
4%

S
B

A
近

畿
A

+
70

7,
77

5
A

+
0.

03
99

.8
9%

A
+

0.
63

71
.0

9%
A

B
A

中
国

A
+

46
6,

23
6

A
+

0.
12

99
.6

8%
S

+
2.

41
80

.4
8%

S
B

A
四

国
A

+
21

2,
93

6
A

+
0.

13
99

.5
4%

S
+

1.
66

69
.0

3%
S

B
A

九
州

A
+

91
7,

36
9

A
+

0.
11

99
.6

8%
S

+
1.

66
75

.8
0%

S
B

A
沖

縄
A

+
12

57
2

A
+

0.
01

99
.9

7%
A

+
0.

43
88

.9
4%

A
B

A技
術

導
⼊

状
況

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量

【3
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+
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,9

69
59

,1
01

S
99

.8
8%

-
-

66
.5

1%
B

B
S

北
海

道
B

+
1,

18
9

3,
97

5
S

99
.9

4%
-

-
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.9
1%

B
B

S
東

北
B

+
2,
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1

6,
78

4
S

99
.8

1%
-

-
65

.0
0%

B
B

S
関

東
B

+
1,

91
9
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,3

98
S

99
.9

8%
-

-
83

.7
6%

B
B

S
信

越
B

+
89

7
2,

60
4

S
99

.8
1%

-
-

64
.6

1%
B

B
S

北
陸

B
+

75
2

2,
07

0
S

99
.8

1%
-

-
64

.9
7%

B
B

S
東

海
B

+
2,

07
1

7,
38

2
S

99
.9

2%
-

-
69

.8
4%

B
B

S
近

畿
B

+
2,

18
1

7,
77

5
S

99
.8

9%
-

-
71

.0
9%

B
B

S
中

国
B

+
2,

67
5

6,
23

6
S

99
.6

8%
-

-
80

.4
8%

B
B

S
四

国
B

+
1,

23
0

2,
93

6
S

99
.5

4%
-

-
69

.0
3%

B
B

S
九

州
B

+
1,

69
5

7,
36

9
S

99
.6

8%
-

-
75

.8
0%

B
B

S
沖

縄
B

+
18

9
57

2
S

99
.9

7%
-

-
88

.9
4%

B
B

S

総
合

的
な

評
価

基
地

局
数

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
⼈

⼝
カバ

ー
率

⾯
積

カバ
ー

率
(※

1)
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1
.5

G
H
z帯

N
T
T
ド
コ

モ
評

価
結

果
•N

TT
ドコ

モ
は

、当
該

周
波

数
帯

を
80

0M
H

z帯
⼜

は
2G

H
z帯

の
トラ

ヒッ
クが

⾼
い

基
地

局
に

併
設

し、
4G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
91

.6
7%

と⾼
く、

適
切

な
電

波
の

有
効

利
⽤

が
な

され
て

い
る

も
の

と認
め

られ
、総

合
評

価
は

「A
」

評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「B
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、前
年

度
に

⽐
べ

、全
国

の
基

地
局

数
、⼈

⼝
カバ

ー
率

、⾯
積

カバ
ー

率
は

微
増

して
お

り、
電

波
の

利
⽤

は
前

年
度

実
績

を
維

持
して

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。北
陸

と近
畿

の
通

信
量

が
前

年
度

実
績

を
下

回
って

い
る

とこ
ろ

、同
社

に
よ

れ
ば

、7
00

M
H

z帯
の

通
信

量
と同

様
な

理
由

で
あ

った
。他

の
周

波
数

帯
の

活
⽤

に
よ

り、
利

⽤
者

の
接

続
⾯

で
の

利
便

性
を

損
な

うこ
とな

く省
電

⼒
化

を
図

って
お

り、
そ

の
よ

うな
社

会
課

題
解

決
に

資
す

る
取

組
は

理
解

す
る

も
の

の
、割

り当
て

られ
た

周
波

数
は

最
⼤

限
活

⽤
す

べ
き

で
あ

り、
ま

た
、今

後
更

な
る

通
信

量
の

増
加

も
予

想
され

る
こと

か
ら、

電
波

の
有

効
利

⽤
に

向
け

引
き

続
き

努
⼒

す
る

べ
き

で
あ

る
。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

22
,6

44
28

,3
44

A
91

.6
7%

A
95

.0
%

19
.7

5%
B

B
A

北
海

道
B

+
1,

21
6

1,
55

6
A

90
.5

7%
A

10
6.

5%
9.

05
%

B
B

A
東

北
B

+
1,

38
9

1,
73

2
B

79
.4

4%
B

78
.0

%
13

.1
0%

B
B

B
関

東
B

+
8,

47
6

10
,3

79
S

97
.8

2%
S

12
0.

6%
53

.3
0%

B
B

S
信

越
B

+
1,

27
4

1,
42

9
A

93
.3

1%
S

11
9.

9%
27

.6
9%

B
B

A
北

陸
B

+
82

2
95

6
A

92
.2

6%
A

10
7.

6%
25

.7
2%

B
B

A
東

海
B

+
1,

88
9

2,
60

2
B

89
.2

4%
B

75
.4

%
22

.5
3%

B
B

B
近

畿
B

+
2,

88
1

3,
81

6
A

93
.2

2%
B

75
.1

%
22

.2
9%

B
B

A
中

国
B

+
1,

21
2

1,
54

1
B

82
.0

0%
B

82
.4

%
16

.1
5%

B
B

B
四

国
B

+
87

1
1,

08
7

B
86

.6
3%

A
98

.7
%

17
.1

8%
B

B
B

九
州

B
+

2,
33

0
2,

89
5

B
85

.5
5%

B
84

.6
%

18
.2

8%
B

B
B

沖
縄

B
+

28
4

35
1

A
92

.4
5%

A
94

.7
%

24
.5

2%
B

B
A

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

+
11

7
28

,3
44

A
+

0.
72

91
.6

7%
A

+
0.

01
19

.7
5%

A
B

A
北

海
道

A
+

3
1,

55
6

A
+

0.
80

90
.5

7%
A

±
0.

00
9.

05
%

A
B

A
東

北
A

+
12

1,
73

2
S

+
1.

36
79

.4
4%

A
±

0.
00

13
.1

0%
S

B
A

関
東

A
+

50
10

,3
79

A
+

0.
18

97
.8

2%
A

-0
.0

5
53

.3
0%

A
B

A
信

越
A

+
4

1,
42

9
A

+
0.

37
93

.3
1%

A
+

0.
02

27
.6

9%
A

B
A

北
陸

A
+

3
95

6
A

+
0.

69
92

.2
6%

A
+

0.
02

25
.7

2%
A

C
A

東
海

A
+

6
2,

60
2

A
+

0.
69

89
.2

4%
A

+
0.

02
22

.5
3%

A
B

A
近

畿
A

-2
8

3,
81

6
A

+
0.

51
93

.2
2%

A
+

0.
10

22
.2

9%
A

C
A

中
国

A
+

65
1,

54
1

S
+

1.
17

82
.0

0%
A

+
0.

01
16

.1
5%

S
B

A
四

国
A

±
0

1,
08

7
S

+
1.

26
86

.6
3%

A
+

0.
06

17
.1

8%
S

B
A

九
州

A
+

2
2,

89
5

S
+

1.
21

85
.5

5%
A

±
0.

00
18

.2
8%

S
B

A
沖

縄
A

±
0

35
1

A
+

0.
59

92
.4

5%
A

-0
.0

1
24

.5
2%

A
B

A

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
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1
.5

G
H
z帯

K
D
D
I/

沖
縄

セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
4G

の
都

⼼
部

等
に

お
け

る
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
77

.4
1%

で
あ

り、
電

波
の

⼀
定

程
度

の
有

効
利

⽤
は

認
め

られ
、総

合
評

価
は

「B
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「B

」〜
「C

」評
価

）
。し

か
し

な
が

ら、
⼈

⼝
カ

バ
ー

率
は

北
海

道
・東

北
・中

国
・四

国
・九

州
・沖

縄
の

６
地

域
で

は
50

〜
60

%
台

と低
く、

⾯
積

カバ
ー

率
は

北
海

道
・中

国
・四

国
・九

州
・沖

縄
に

お
い

て
他

社
に

⽐
べ

て
低

い
。同

社
に

よ
れ

ば
、都

⼼
部

等
の

⾼
トラ

ヒッ
クエ

リ
ア

に
展

開
す

る
⽅

針
で

あ
る

た
め

とし
、ト

ラヒ
ック

の
動

向
を

注
視

しな
が

ら活
⽤

予
定

とし
て

い
る

が
、電

波
の

有
効

利
⽤

の
観

点
か

らは
、割

り当
て

られ
た

周
波

数
は

最
⼤

限
活

⽤
す

べ
き

で
あ

り、
カバ

ー
率

の
拡

⼤
に

つ
い

て
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、前
年

度
に

⽐
べ

、全
国

の
基

地
局

数
、⾯

積
カバ

ー
率

は
微

増
、⼈

⼝
カバ

ー
率

は
増

加
し

て
お

り、
電

波
の

利
⽤

は
前

年
度

実
績

を
⼤

き
く上

回
る

進
捗

が
認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「A

」評
価

）
。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G】

【4
G】

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

+
39

11
,1

07
S

+
1.

52
77

.4
1%

A
+

0.
06

15
.1

8%
S

B
A

北
海

道
A

+
4

31
8

S
+

2.
23

63
.8

8%
A

+
0.

05
5.

15
%

S
B

A
東

北
A

+
9

57
7

S
+

2.
27

65
.9

8%
A

+
0.

02
14

.0
5%

S
B

A
関

東
A

-1
8

5,
07

0
S

+
1.

02
85

.0
6%

A
+

0.
10

31
.2

8%
S

B
S

信
越

A
+

4
24

6
S

+
1.

03
73

.6
5%

A
+

0.
09

18
.3

8%
S

B
A

北
陸

A
±

0
14

7
S

+
1.

07
71

.4
5%

A
+

0.
08

18
.3

0%
S

B
A

東
海

A
+

11
1,

22
1

A
+

1.
00

88
.5

3%
A

+
0.

19
27

.9
7%

A
B

A
近

畿
A

+
20

2,
23

6
S

+
1.

02
87

.8
2%

A
+

0.
03

24
.3

5%
S

B
A

中
国

A
+

2
43

9
S

+
2.

04
60

.6
5%

A
+

0.
03

11
.8

5%
S

B
A

四
国

A
+

4
16

6
S

+
2.

25
52

.3
2%

A
+

0.
12

9.
87

%
S

B
A

九
州

A
+

1
58

0
S

+
2.

05
54

.6
5%

A
+

0.
04

12
.3

2%
S

B
A

沖
縄

A
+

2
10

7
A

+
0.

40
69

.2
3%

A
+

0.
02

16
.2

2%
A

B
A

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

4,
74

6
11

,1
07

B
77

.4
1%

B
73

.0
%

15
.1

8%
B

B
B

北
海

道
B

+
10

7
31

8
C

63
.8

8%
C

60
.6

%
5.

15
%

B
B

C
東

北
B

+
13

4
57

7
C

65
.9

8%
B

83
.6

%
14

.0
5%

B
B

C
関

東
B

+
2,

00
0

5,
07

0
B

85
.0

6%
B

70
.8

%
31

.2
8%

B
B

B
信

越
B

+
12

3
24

6
B

73
.6

5%
B

79
.6

%
18

.3
8%

B
B

B
北

陸
B

+
73

14
7

B
71

.4
5%

B
76

.6
%

18
.3

0%
B

B
B

東
海

B
+

74
9

1,
22

1
B

88
.5

3%
A

93
.5

%
27

.9
7%

B
B

B
近

畿
B

+
1,

30
4

2,
23

6
B

87
.8

2%
B

82
.0

%
24

.3
5%

B
B

B
中

国
B

+
61

43
9

C
60

.6
5%

C
60

.5
%

11
.8

5%
B

B
C

四
国

B
+

37
16

6
C

52
.3

2%
C

56
.7

%
9.

87
%

B
B

C
九

州
B

+
11

8
58

0
C

54
.6

5%
C

57
.0

%
12

.3
2%

B
B

C
沖

縄
B

+
40

10
7

C
69

.2
3%

C
62

.6
%

16
.2

2%
B

B
C

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率
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1
.5

G
H
z帯

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

評
価

結
果

•ソ
フト

バ
ン

クは
、当

該
周

波
数

帯
を

4G
の

エ
リア

カバ
レ

ッジ
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
93

.9
4%

と⾼
く、

適
切

な
電

波
の

有
効

利
⽤

が
な

され
て

い
る

も
の

と認
め

られ
、総

合
評

価
は

「A
」

評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「B
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、前
年

度
に

⽐
べ

、全
国

の
基

地
局

数
、⼈

⼝
カバ

ー
率

は
微

増
、⾯

積
カバ

ー
率

は
微

減
とな

って
お

り、
電

波
の

利
⽤

は
前

年
度

実
績

を
維

持
して

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

4,
24

8
10

,2
48

A
93

.9
4%

S
13

1.
6%

27
.3

7%
B

B
A

北
海

道
B

+
21

1
45

7
A
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.0

1%
S

13
2.

1%
11

.2
3%

B
B

A
東

北
B

+
39

3
85

1
B

88
.7

9%
S

13
8.

3%
23

.2
4%

B
B

B
関

東
B

+
1,

08
8

2,
60

2
A
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.4

4%
A

10
8.

5%
47

.9
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B
B

A
信

越
B

+
10

1
27

7
B
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.7

0%
A

10
0.

0%
23

.1
0%

B
B

B
北

陸
B

+
35

25
5

A
93

.1
3%

S
11

5.
6%

27
.6

4%
B

B
A

東
海

B
+

63
2

1,
46

9
S
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.2

5%
S

13
1.

3%
39

.2
7%

B
B

S
近

畿
B

+
86

6
1,

95
1

S
97

.9
8%

S
14

3.
0%

42
.4

7%
B

B
S

中
国

B
+

27
2

82
1

B
89

.8
5%

S
15

7.
2%

30
.8

2%
B

B
B

四
国

B
+

15
6

37
0

A
90

.1
5%

S
14

4.
4%

25
.1

3%
B

B
A

九
州

B
+

44
0

1,
10

3
A

92
.3

0%
S

15
7.

9%
34

.1
1%

B
B

A
沖

縄
B

+
54

92
A

93
.0

7%
S

14
2.

7%
36

.9
7%

B
B

A

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

+
12

0
10

,2
48

A
+

0.
47

93
.9

4%
A

-0
.0

3
27

.3
7%

A
B

A
北

海
道

A
+

3
45

7
A

+
0.

63
91

.0
1%

A
-0

.0
4

11
.2

3%
A

B
A

東
北

A
+

34
85

1
A

+
0.

79
88

.7
9%

A
-0

.0
9

23
.2

4%
A

B
A

関
東

A
+

49
2,

60
2

A
+

0.
29
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.4

4%
A

+
0.

08
47

.9
4%

A
B

A
信

越
A

+
3

27
7

A
+

0.
67

87
.7

0%
A

-0
.0

8
23

.1
0%

A
B

A
北

陸
A

+
2

25
5

A
+

0.
52

93
.1

3%
A

-0
.0

7
27

.6
4%

A
B

A
東

海
A

+
6

1,
46

9
A

+
0.

25
97

.2
5%

A
-0

.1
0

39
.2

7%
A

B
A

近
畿

A
+

13
1,

95
1

A
+

0.
22

97
.9

8%
A

+
0.

02
42

.4
7%

A
B

A
中

国
A

+
5

82
1

A
+

0.
75

89
.8

5%
A

±
0.

00
30

.8
2%

A
B

A
四

国
A

+
1

37
0

S
+

1.
24

90
.1

5%
A

-0
.0

3
25

.1
3%

S
B

A
九

州
A

+
2

1,
10

3
A

+
0.

69
92

.3
0%

A
-0

.0
1

34
.1

1%
A

B
A

沖
縄

A
+

2
92

A
+

0.
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93
.0

7%
A

-0
.1
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A
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A

基
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局
数
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ー

率
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評
価

通
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技

術
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⼊
状

況
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1
.7

G
H
z帯

N
T
T
ド
コ

モ
評

価
結

果

•N
TT

ドコ
モ

は
、当

該
周

波
数

帯
を

東
名

阪
エ

リア
に

お
け

る
80

0M
H

z帯
⼜

は
2G

H
z帯

の
トラ

ヒッ
クの

⾼
い

基
地

局
に

併
設

し、
4G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、東
名

阪
全

体
で

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

95
.6

0%
と⾮

常
に

⾼
く、

積
極

的
な

電
波

の
有

効
利

⽤
が

な
され

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、
総

合
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「A

」評
価

）
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、前

年
度

に
⽐

べ
、東

名
阪

全
体

の
基

地
局

数
、⼈

⼝
カバ

ー
率

、⾯
積

カバ
ー

率
は

微
増

とな
って

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

維
持

して
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「A
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「A

」評
価

）
。

※
N

TT
ドコ

モ
は

東
名

阪
の

み
、ソ

フト
バ

ン
クは

全
国

の
割

当
て

の
た

め
、東

名
阪

以
外

の
周

波
数

帯
平

均
値

が
⽰

せ
な

い
こと

か
ら、

東
名

阪
の

み
評

価
を

実
施

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

14
,8

71
18

,3
46

S
95

.6
0%

-
-

35
.7

5%
B

B
S

北
海

道
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

東
北

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
関

東
B

+
8,

74
7

10
,8

94
S

97
.8

7%
A

10
5.

4%
53

.4
4%

B
B

S
信

越
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

北
陸

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
東

海
B

+
3,

41
3

3,
63

0
A

94
.4

9%
A

96
.5

%
27

.9
9%

B
B

A
近

畿
B

+
2,

71
1

3,
82

2
A

91
.4

7%
B

78
.3

%
19

.9
7%

B
B

A
中

国
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

四
国

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
九

州
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

沖
縄

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-

⾯
積

カバ
ー

率
(※

)
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

+
47

18
,3

46
A

+
0.

38
95

.6
0%

A
+

0.
02

35
.7

5%
A

B
S

北
海

道
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
東

北
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
関

東
A

+
49

10
,8

94
A

+
0.

17
97

.8
7%

A
-0

.0
6

53
.4

4%
A

B
A

信
越

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

北
陸

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

東
海

A
+

9
3,

63
0

A
+

0.
52

94
.4

9%
A

+
0.

04
27

.9
9%

A
B

S
近

畿
A

-1
1

3,
82

2
A

+
0.

62
91

.4
7%

A
+

0.
12

19
.9

7%
A

B
A

中
国

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

四
国

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

九
州

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

沖
縄

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

-
-

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況

（
注

）
N

TT
ドコ

モ
が

開
設

計
画

の
認

定
を

受
け

て
い

た
地

域
は

、関
東

、東
海

及
び

近
畿

で
あ

る
こと

か
ら、

関
東

、東
海

及
び

近
畿

以
外

は
評

価
対

象
外

とし
て

「ー
」と

して
い

る
。
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1
.7

G
H
z帯

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

評
価

結
果

•ソ
フト

バ
ン

クは
、当

該
周

波
数

帯
を

4G
及

び
5G

の
エ

リア
カバ

レ
ッジ

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

91
.4

4%
と⾼

く、
適

切
な

電
波

の
有

効
利

⽤
が

な
され

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、総
合

評
価

は
「A

」
評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「B

」評
価

）
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、前

年
度

に
⽐

べ
、全

国
の

基
地

局
数

は
微

増
、⼈

⼝
カバ

ー
率

、⾯
積

カバ
ー

率
は

増
加

し
て

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

⼤
き

く上
回

る
進

捗
が

認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。

※
N

TT
ドコ

モ
は

東
名

阪
の

み
、ソ

フト
バ

ン
クは

全
国

の
割

当
て

の
た

め
、東

名
阪

以
外

の
周

波
数

帯
平

均
値

が
⽰

せ
な

い
こと

か
ら、

東
名

阪
の

み
評

価
を

実
施

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G+

5G
】

【4
G+

5G
】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

11
,3

96
17

,7
84

A
91

.4
4%

-
-

20
.3

3%
B

B
A

北
海

道
B

+
47

6
77

6
B

85
.9

7%
-

-
7.

81
%

B
B

B
東

北
B

+
73

3
1,

02
9

B
81

.5
9%

-
-

17
.3

6%
B

B
B

関
東

B
+

4,
17

6
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5

S
97

.8
4%

A
94
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%

48
.0

4%
B

B
S

信
越

B
+
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43
1

B
85
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8%

-
-
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B
B

北
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B
+
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B
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-
-
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東
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B
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0
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A
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A
10

3.
7%

30
.0

6%
B

B
A

近
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B
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2
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4

S
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S
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B

B
S

中
国

B
+
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3

1,
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1
B

81
.2

1%
-

-
17

.7
3%

B
B

B
四

国
B

+
25

0
39

0
B

79
.8

3%
-

-
15

.5
7%

B
B

B
九

州
B

+
80

4
1,

15
6

B
79

.2
3%

-
-

17
.1

4%
B

B
B

沖
縄

B
+

16
8

19
3

S
97

.1
3%

-
-

51
.9

5%
B

B
S

⾯
積

カバ
ー

率
(※

)
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

+
2,

21
0

17
,7

84
S

+
1.

79
91

.4
4%

S
+

1.
49

20
.3

3%
S

B
S

北
海

道
S

+
13

4
77

6
S

+
2.

60
85

.9
7%

S
+

1.
05

7.
81

%
S

B
S

東
北

S
+

29
3

1,
02

9
S

+
5.

45
81

.5
9%

S
+

2.
74

17
.3

6%
S

B
S

関
東

A
+

41
5

6,
92

5
A

+
0.

39
97

.8
4%

A
+

0.
70

48
.0

4%
A

B
S

信
越

A
+

54
43

1
S

+
2.

77
85

.1
8%

S
+

1.
11

19
.0

0%
S

B
S

北
陸

S
+

80
39

9
S

+
2.

97
88

.9
7%

S
+

1.
75

23
.3

3%
S

B
S

東
海

A
+

34
0

2,
35

0
S

+
1.

01
94

.0
3%

A
+

0.
96

30
.0

6%
S

B
S

近
畿

A
+

37
3

3,
12

4
A

+
0.

66
95

.7
5%

S
+

1.
16

31
.0

0%
S

B
S

中
国

S
+

23
9

1,
01

1
S

+
3.

28
81

.2
1%

S
+

2.
15

17
.7

3%
S

B
S

四
国

S
+

10
5

39
0

S
+

4.
67

79
.8

3%
S

+
1.

55
15

.5
7%

S
B

S
九

州
A

+
10

2
1,

15
6

S
+

2.
24

79
.2

3%
A

+
0.

52
17

.1
4%

S
B

S
沖

縄
S

+
75

19
3

S
+

6.
96

97
.1

3%
S

+
14

.8
9

51
.9

5%
S

B
S

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
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2
G
H
z帯

N
T
T
ド
コ

モ
評

価
結

果
•

N
TT

ドコ
モ

は
、当

該
周

波
数

帯
を

3G
及

び
4G

の
エ

リア
カバ

レ
ッジ

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。ま

た
、本

年
度

よ
り5

Gの
運

⽤
を

開
始

した
とし

て
い

る
。

•
【3

G】
実

績
評

価
に

お
い

て
は

、3
Gの

全
国

の
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
87

.5
4%

で
あ

り、
電

波
の

⼀
定

程
度

の
有

効
利

⽤
は

認
め

られ
、総

合
評

価
は

「B
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「C

」評
価

）
。進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、前
年

度
に

⽐
べ

、3
Gの

全
国

の
基

地
局

数
、⼈

⼝
カバ

ー
率

、⾯
積

カバ
ー

率
は

⼤
き

く減
少

し、
電

波
の

利
⽤

は
前

年
度

実
績

を
⾮

常
に

⼤
き

く下
回

る
実

績
とな

って
お

り、
これ

らの
総

合
評

価
は

「C
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「B

」〜
「C

」評
価

）
。同

社
に

よ
れ

ば
、3

G利
⽤

帯
域

に
お

い
て

は
4G

⼜
は

5G
に

マ
イグ

レ
ー

シ
ョン

を
図

る
とし

て
い

る
。3

Gか
らマ

イグ
レ

ー
シ

ョン
を

図
る

こと
は

、電
波

の
有

効
利

⽤
の

観
点

か
らは

望
ま

しい
こと

か
ら、

評
価

の
在

り⽅
を

検
討

して
い

く。
•

【4
G】

実
績

評
価

に
お

い
て

は
、4

G
の

全
国

の
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
98

.4
5%

と⾮
常

に
⾼

く、
積

極
的

な
電

波
の

有
効

利
⽤

が
な

され
て

い
る

も
の

と認
め

られ
、総

合
評

価
は

「S
」

評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」評

価
）

。進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、4

Gの
全

国
の

基
地

局
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
は

微
増

、⾯
積

カバ
ー

率
は

微
減

して
お

り、
電

波
の

利
⽤

は
前

年
度

実
績

を
維

持
して

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「A
」評

価
）

。

※
１

基
地

局
数

に
つ

い
て

は
、計

画
値

は
な

い
。

※
２

事
業

者
は

３
Gの

通
信

量
を

測
定

して
い

な
い

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。
※

３
技

術
導

⼊
状

況
は

、３
Gで

は
導

⼊
で

き
な

い
技

術
で

あ
る

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。
※

４
⼈

⼝
カバ

ー
率

の
み

を
考

慮
して

総
合

評
価

を
実

施
。

※
１

事
業

者
は

３
Gの

通
信

量
を

測
定

して
い

な
い

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。
※

２
技

術
導

⼊
状

況
は

、３
Gで

は
導

⼊
で

き
な

い
技

術
で

あ
る

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【3
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

(※
1)

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

-
-

52
,4

73
S

98
.4

5%
S

12
3.

3%
36

.1
3%

B
B

S
北

海
道

-
-

3,
09

3
S

98
.8

2%
S

16
0.

7%
24

.4
2%

B
B

S
東

北
-

-
4,

66
7

S
95

.8
9%

S
11

6.
3%

28
.9

6%
B

B
S

関
東

-
-

15
,3

08
S

99
.6

2%
S

11
2.

4%
62

.9
3%

B
B

S
信

越
-

-
2,

57
7

S
97

.8
5%

S
12

7.
9%

35
.1

6%
B

B
S

北
陸

-
-

1,
81

5
S

97
.4

9%
S

11
9.

6%
35

.7
7%

B
B

S
東

海
-

-
6,

43
8

S
99

.8
5%

S
12

2.
8%

51
.3

4%
B

B
S

近
畿

-
-

6,
83

4
S

98
.9

1%
A

10
7.

7%
40

.7
0%

B
B

S
中

国
-

-
3,

09
6

S
95

.3
1%

S
13

8.
5%

36
.9

8%
B

B
S

四
国

-
-

2,
19

8
S

97
.9

8%
S

15
6.

1%
45

.8
8%

B
B

S
九

州
-

-
5,

81
5

S
96

.4
2%

S
11

3.
5%

38
.2

6%
B

B
S

沖
縄

-
-

63
2

S
99

.3
0%

A
97

.0
%

52
.6

6%
B

B
S

総
合

的
な

評
価

基
地

局
数

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
⼈

⼝
カバ

ー
率

⾯
積

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値

全
国

A
+

24
9

52
,4

73
A

+
0.

15
98

.4
5%

A
-0

.7
1

36
.1

3%
A

B
S

北
海

道
A

+
3

3,
09

3
A

+
0.

16
98

.8
2%

A
-0

.0
1

24
.4

2%
A

B
A

東
北

A
+

12
4,

66
7

A
+

0.
43

95
.8

9%
A

±
0.

00
28

.9
6%

A
B

S
関

東
A

+
84

15
,3

08
A

+
0.

05
99

.6
2%

A
+

0.
07

62
.9

3%
A

B
A

信
越

A
+

3
2,

57
7

A
+

0.
24

97
.8

5%
A

+
0.

05
35

.1
6%

A
B

A
北

陸
A

+
11

1,
81

5
A

+
0.

30
97

.4
9%

A
+

0.
02

35
.7

7%
A

B
A

東
海

A
+

14
6,

43
8

A
+

0.
02

99
.8

5%
A

-0
.0

1
51

.3
4%

A
B

S
近

畿
A

-3
6,

83
4

A
+

0.
15

98
.9

1%
A

+
0.

13
40

.7
0%

A
B

A
中

国
A

+
11

0
3,

09
6

A
+

0.
51

95
.3

1%
A

-0
.0

1
36

.9
8%

A
B

A
四

国
A

+
3

2,
19

8
A

+
0.

25
97

.9
8%

A
-0

.0
2

45
.8

8%
A

B
A

九
州

A
+

10
5,

81
5

A
+

0.
47

96
.4

2%
A

+
0.

01
38

.2
6%

A
B

A
沖

縄
A

+
2

63
2

A
+

0.
19

99
.3

0%
A

-0
.0

1
52

.6
6%

A
B

A

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

⾯
積

カバ
ー

率
総

合
的

な
評

価

【3
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

(※
1)

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

-
-

33
,6

30
B

87
.5

4%
B

74
.5

%
25

.0
9%

-
-

B
北

海
道

-
-

1,
98

1
S

96
.4

7%
B

85
.4

%
19

.4
8%

-
-

S
東

北
-

-
83

0
C

50
.0

1%
C

44
.7

%
10

.2
3%

-
-

C
関

東
-

-
10

,9
21

A
91

.2
2%

B
82

.7
%

47
.1

2%
-

-
A

信
越

-
-

1,
22

4
B

78
.9

4%
B

73
.1

%
21

.7
7%

-
-

B
北

陸
-

-
73

3
B

86
.8

2%
B

73
.2

%
25

.8
3%

-
-

B
東

海
-

-
4,

52
1

A
94

.3
7%

B
74

.6
%

32
.8

1%
-

-
A

近
畿

-
-

6,
07

9
S

95
.9

1%
B

81
.9

%
34

.8
8%

-
-

S
中

国
-

-
2,

53
6

A
91

.2
3%

B
73

.3
%

30
.0

0%
-

-
A

四
国

-
-

1,
12

2
A

90
.1

5%
B

88
.6

%
32

.0
9%

-
-

A
九

州
-

-
3,

22
0

B
74

.7
9%

C
68

.4
%

24
.7

7%
-

-
B

沖
縄

-
-

46
3

A
90

.5
8%

B
78

.4
%

44
.9

4%
-

-
A

基
地

局
数

通
信

量
(※

2)

技
術

導
⼊

状
況

(※
3)

総
合

的
な

評
価

(※
4)

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値

全
国

C
-1

1,
73

6
33

,6
30

C
-7

.9
2

87
.5

4%
C

-5
.5

0
25

.0
9%

C
-

-
北

海
道

C
-8

70
1,

98
1

B
-1

.5
9

96
.4

7%
B

-3
.1

6
19

.4
8%

C
-

-
東

北
C

-1
,8

05
83

0
C

-1
9.

20
50

.0
1%

B
-3

.6
1

10
.2

3%
C

-
-

関
東

C
-3

,6
54

10
,9

21
C

-8
.1

0
91

.2
2%

C
-1

3.
35

47
.1

2%
C

-
-

信
越

C
-1

,0
83

1,
22

4
C

-1
6.

61
78

.9
4%

C
-9

.1
4

21
.7

7%
C

-
-

北
陸

C
-2

21
73

3
C

-5
.8

9
86

.8
2%

B
-2

.5
8

25
.8

3%
C

-
-

東
海

C
-1

,1
58

4,
52

1
B

-3
.5

6
94

.3
7%

B
-3

.4
6

32
.8

1%
C

-
-

近
畿

B
-5

34
6,

07
9

B
-2

.8
6

95
.9

1%
C

-5
.7

4
34

.8
8%

C
-

-
中

国
A

-1
5

2,
53

6
A

-0
.1

8
91

.2
3%

B
-1

.7
0

30
.0

0%
B

-
-

四
国

C
-6

05
1,

12
2

C
-5

.3
0

90
.1

5%
C

-6
.6

2
32

.0
9%

C
-

-
九

州
C

-1
,6

63
3,

22
0

C
-1

9.
18

74
.7

9%
C

-9
.2

0
24

.7
7%

C
-

-
沖

縄
C

-1
28

46
3

C
-7

.9
0

90
.5

8%
C

-5
.0

9
44

.9
4%

C
-

-

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
(※

1)

技
術

導
⼊

状
況

(※
2)
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2
G
H
z帯

K
D
D
I/

沖
縄

セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、当
該

周
波

数
を

4G
の

エ
リア

カバ
レ

ッジ
及

び
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
95

.6
2%

と⾮
常

に
⾼

く、
積

極
的

な
電

波
の

有
効

利
⽤

が
な

され
て

い
る

も
の

と認
め

られ
、総

合
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「B

」評
価

）
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、前

年
度

に
⽐

べ
、全

国
の

基
地

局
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

は
微

増
して

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

維
持

して
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「A
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「A

」評
価

）
。

※
基

地
局

数
に

つ
い

て
は

、計
画

値
は

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

(※
)

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

-
-

40
,6

60
S

95
.6

2%
B

86
.2

%
25

.2
5%

B
B

S
北

海
道

-
-

1,
41

5
A

92
.3

6%
B

73
.3

%
11

.1
4%

B
B

A
東

北
-

-
2,

57
4

A
90

.5
7%

A
91

.8
%

22
.8

6%
B

B
A

関
東

-
-

14
,9

41
S

98
.5

6%
A

91
.6

%
51

.3
1%

B
B

S
信

越
-

-
1,

11
6

A
91

.7
8%

B
89

.3
%

24
.5

7%
B

B
A

北
陸

-
-

96
7

A
93

.0
3%

B
81

.2
%

24
.2

9%
B

B
A

東
海

-
-

5,
26

7
S

96
.7

8%
B

81
.6

%
34

.1
0%

B
B

S
近

畿
-

-
6,

94
2

S
97

.8
1%

A
91

.7
%

34
.6

6%
B

B
S

中
国

-
-

1,
94

4
B

88
.6

6%
B

79
.2

%
21

.1
4%

B
B

B
四

国
-

-
1,

20
5

A
91

.1
4%

B
70

.1
%

20
.6

0%
B

B
A

九
州

-
-

3,
73

1
A

92
.0

2%
B

86
.8

%
29

.2
6%

B
B

A
沖

縄
-

-
55

8
S

98
.8

6%
A

10
4.

5%
56

.7
2%

B
B

S

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

+
35

40
,6

60
A

+
0.

53
95

.6
2%

A
+

0.
27

25
.2

5%
A

B
S

北
海

道
A

+
9

1,
41

5
A

+
0.

84
92

.3
6%

A
+

0.
42

11
.1

4%
A

B
A

東
北

A
+

14
2,

57
4

A
+

0.
82

90
.5

7%
A

±
0.

00
22

.8
6%

A
B

A
関

東
A

-1
83

14
,9

41
A

+
0.

23
98

.5
6%

A
+

0.
60

51
.3

1%
A

B
B

信
越

A
+

5
1,

11
6

A
+

0.
90

91
.7

8%
A

+
0.

47
24

.5
7%

A
B

S
北

陸
A

±
0

96
7

A
+

0.
93

93
.0

3%
A

+
0.

37
24

.2
9%

A
B

A
東

海
A

+
26

5,
26

7
A

+
0.

33
96

.7
8%

A
+

0.
05

34
.1

0%
A

B
S

近
畿

A
+

10
6

6,
94

2
A

+
0.

06
97

.8
1%

A
+

0.
01

34
.6

6%
A

B
S

中
国

A
+

8
1,

94
4

S
+

1.
11

88
.6

6%
A

+
0.

09
21

.1
4%

S
B

A
四

国
A

+
3

1,
20

5
A

+
0.

89
91

.1
4%

A
±

0.
00

20
.6

0%
A

B
A

九
州

A
+

45
3,

73
1

S
+

1.
02

92
.0

2%
A

+
0.

46
29

.2
6%

S
B

A
沖

縄
A

+
2

55
8

A
+

0.
21

98
.8

6%
A

-0
.0

3
56

.7
2%

A
B

A

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
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2
G
H
z帯

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

評
価

結
果

•
ソ

フト
バ

ン
クは

、当
該

周
波

数
帯

を
3G

及
び

4G
の

エ
リア

カバ
レ

ッジ
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•

実
績

評
価

に
お

い
て

は
、3

Gの
全

国
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

99
.1

4%
と⾮

常
に

⾼
く、

積
極

的
な

電
波

の
有

効
利

⽤
が

な
され

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」評

価
）

。4
G

の
全

国
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

95
.8

9%
と⾮

常
に

⾼
く、

積
極

的
な

電
波

の
有

効
利

⽤
が

な
され

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「B
」評

価
）

。し
か

しな
が

ら、
⾯

積
カバ

ー
率

に
つ

い
て

は
、北

海
道

に
お

い
て

他
社

に
⽐

べ
て

低
い

。同
社

に
よ

れ
ば

、
⾯

積
カバ

ー
に

つ
い

て
は

主
に

90
0M

H
z帯

を
活

⽤
して

い
る

た
め

とし
、今

後
の

トラ
ヒッ

ク需
要

に
応

じて
エ

リア
を

拡
⼤

予
定

とし
て

い
る

が
、電

波
の

更
な

る
有

効
利

⽤
に

向
け

⾯
積

カバ
ー

率
の

拡
⼤

に
つ

い
て

引
き

続
き

努
⼒

す
る

べ
き

で
あ

る
。

•
進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、前
年

度
に

⽐
べ

、3
G

の
全

国
の

基
地

局
数

、⾯
積

カバ
ー

率
は

微
減

、⼈
⼝

カバ
ー

率
は

微
増

とな
って

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

維
持

し
て

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「A
」評

価
）

。4
G

の
全

国
の

基
地

局
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

は
微

増
とな

って
お

り、
電

波
の

利
⽤

は
前

年
度

実
績

を
維

持
して

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。

※
１

基
地

局
数

に
つ

い
て

は
、計

画
値

は
な

い
。

※
２

事
業

者
は

３
Gの

通
信

量
を

測
定

して
い

な
い

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。
※

３
技

術
導

⼊
状

況
は

、３
Gで

は
導

⼊
で

き
な

い
技

術
で

あ
る

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。
※

４
⼈

⼝
カバ

ー
率

の
み

を
考

慮
して

総
合

評
価

を
実

施
。

※
１

事
業

者
は

３
Gの

通
信

量
を

測
定

して
い

な
い

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。
※

２
技

術
導

⼊
状

況
は

、３
Gで

は
導

⼊
で

き
な

い
技

術
で

あ
る

た
め

、調
査

デ
ー

タは
な

く、
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。
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績
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(※
1)

実
績
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A
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総
合

的
な

評
価

基
地

局
数

通
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量
技

術
導

⼊
状

況
⼈

⼝
カバ

ー
率

⾯
積

カバ
ー

率
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3
.5

G
H
z帯

N
T
T
ド
コ

モ
評

価
結

果
•

N
TT

ドコ
モ

は
、当

該
周

波
数

帯
を

4G
及

び
5G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•

実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

79
.6

9%
で

あ
り、

電
波

の
⼀

定
程

度
の

有
効

利
⽤

は
認

め
られ

、総
合

評
価

は
「B

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「B
」〜

「C
」評

価
）

。し
か

しな
が

ら、
九

州
及

び
沖

縄
で

は
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
67

%
台

と低
く、

沖
縄

の
⾯

積
カバ

ー
率

は
他

社
に

⽐
べ

て
低

い
。同

社
に

よ
れ

ば
、島

嶼
部

の
地

理
的

影
響

も
勘

案
した

トラ
ヒッ

ク需
要

に
合

わ
せ

た
展

開
を

実
施

して
い

る
た

め
とし

て
い

る
が

、電
波

の
有

効
利

⽤
の

観
点

か
らは

、割
り当

て
られ

た
周

波
数

は
最

⼤
限

活
⽤

す
べ

き
で

あ
り、

カバ
ー

率
の

拡
⼤

に
つ

い
て

引
き

続
き

努
⼒

す
る

べ
き

で
あ

る
。

•
進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、前
年

度
に

⽐
べ

、全
国

の
基

地
局

の
数

、⾯
積

カバ
ー

率
は

微
増

、⼈
⼝

カバ
ー

率
は

増
加

し
て

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

⼤
き

く上
回

る
進

捗
が

認
め

ら
れ

、こ
れ

ら
の

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」評

価
）

。北
陸

と近
畿

の
通

信
量

が
前

年
度

実
績

を
下

回
って

い
る

とこ
ろ

、同
社

に
よ

れ
ば

、
70

0M
H

z帯
の

通
信

量
と同

様
な

理
由

で
あ

った
。他

の
周

波
数

帯
の

活
⽤

に
よ

り、
利

⽤
者

の
接

続
⾯

で
の

利
便

性
を

損
な

うこ
とな

く省
電

⼒
化

を
図

って
お

り、
そ

の
よ

うな
社

会
課

題
解

決
に

資
す

る
取

組
は

理
解

す
る

も
の

の
、割

り当
て

られ
た

周
波

数
は

最
⼤

限
活

⽤
す

べ
き

で
あ

り、
ま

た
、今

後
更

な
る

通
信

量
の

増
加

も
予

想
され

る
こと

か
ら、

電
波

の
有

効
利

⽤
に

向
け

引
き

続
き

努
⼒

す
る

べ
き

で
あ

る
。ま

た
、全

国
及

び
関

東
等

の
４

地
域

の
技

術
導

⼊
状

況
に

お
い

て
8M

IM
O

対
応

基
地

局
数

が
減

少
して

い
る

とこ
ろ

、同
社

に
よ

れ
ば

、本
周

波
数

帯
の

5G
化

及
び

5G
⽤

周
波

数
帯

の
追

加
に

伴
い

M
IM

O
数

を
変

更
した

た
め

とし
て

い
る

が
、通

信
量

の
増

加
に

備
え

、伝
送

容
量

を
増

や
す

こと
が

可
能

な
⾼

度
化

空
間

多
重

技
術

の
利

⽤
に

つ
い

て
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。
１

実
績

評
価

２
進

捗
評

価

【4
G+

5G
】

【4
G+

5G
】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

8,
54

7
26

,1
33

B
79

.6
9%

S
11

6.
8%

11
.6

8%
B

B
B

北
海

道
B

+
45

1
98

7
B

76
.4

6%
S

14
0.

5%
2.

67
%

B
B

B
東

北
B

+
61

3
1,

63
1

B
79

.0
9%

A
10

6.
7%

12
.4

8%
B

B
B

関
東

B
+

2,
55

9
10

,1
90

B
79

.2
0%

S
14

5.
5%

22
.5

5%
B

B
B

信
越

B
+

12
9

75
6

B
79

.1
4%

S
12

2.
3%

15
.6

5%
B

B
B

北
陸

B
+

24
6

70
5

B
85

.9
8%

S
11

6.
8%

19
.5

0%
B

B
B

東
海

B
+

1,
06

6
2,

64
0

B
83

.5
7%

S
11

9.
0%

18
.2

0%
B

B
B

近
畿

B
+

1,
89

3
4,

73
3

B
88

.0
7%

S
12

6.
5%

15
.8

1%
B

B
B

中
国

B
+

27
4

1,
20

5
B

75
.3

4%
A

10
2.

7%
11

.6
1%

B
B

B
四

国
B

+
34

2
87

2
B

80
.2

6%
S

12
1.

7%
12

.2
9%

B
B

B
九

州
B

+
87

4
2,

19
8

C
67

.6
0%

B
85

.5
%

8.
72

%
B

B
C

沖
縄

B
+

10
0

21
6

C
67

.3
7%

C
54

.7
%

8.
64

%
B

B
C

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

+
70

26
,1

33
S

+
1.

90
79

.6
9%

A
+

0.
10

11
.6

8%
S

B
C

北
海

道
A

+
6

98
7

S
+

2.
92

76
.4

6%
A

+
0.

01
2.

67
%

S
B

A
東

北
A

+
18

1,
63

1
S

+
3.

27
79

.0
9%

A
+

0.
19

12
.4

8%
S

B
S

関
東

A
+

48
10

,1
90

S
+

1.
01

79
.2

0%
A

-0
.0

3
22

.5
5%

S
B

C
信

越
A

+
1

75
6

S
+

2.
03

79
.1

4%
A

+
0.

03
15

.6
5%

S
B

C
北

陸
A

-2
70

5
S

+
1.

57
85

.9
8%

A
-0

.1
2

19
.5

0%
S

C
A

東
海

A
+

6
2,

64
0

S
+

1.
55

83
.5

7%
A

+
0.

01
18

.2
0%

S
B

C
近

畿
A

-1
5

4,
73

3
S

+
1.

39
88

.0
7%

A
+

0.
19

15
.8

1%
S

C
C

中
国

A
+

1
1,

20
5

S
+

2.
76

75
.3

4%
A

-0
.0

2
11

.6
1%

S
B

A
四

国
A

-2
87

2
S

+
2.

43
80

.2
6%

A
+

0.
05

12
.2

9%
S

B
A

九
州

A
+

8
2,

19
8

S
+

3.
21

67
.6

0%
A

+
0.

17
8.

72
%

S
B

A
沖

縄
A

+
1

21
6

S
+

1.
02

67
.3

7%
A

+
0.

17
8.

64
%

S
B

A

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況

49



3
.5

G
H
z帯

K
D
D
I/

沖
縄

セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
4G

及
び

5G
の

トラ
ヒッ

ク対
策

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

76
.3

1%
で

あ
り、

電
波

の
⼀

定
程

度
の

有
効

利
⽤

は
認

め
られ

、総
合

評
価

は
「B

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「A
」〜

「B
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、前
年

度
に

⽐
べ

、全
国

の
基

地
局

数
、⾯

積
カバ

ー
率

は
微

増
、⼈

⼝
カバ

ー
率

は
増

加
して

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

⼤
き

く上
回

る
進

捗
が

認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G+

5G
】

【4
G+

5G
】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

3,
22

7
20

,2
00

B
76

.3
1%

S
12

5.
6%

12
.5

6%
B

B
B

北
海

道
B

+
25

3
73

0
B

71
.3

7%
A

10
7.

9%
2.

05
%

B
B

B
東

北
B

+
27

9
1,

44
1

B
81

.8
0%

S
14

5.
8%

17
.0

6%
B

B
B

関
東

B
+

85
1

8,
00

1
B

74
.7

7%
A

10
1.

7%
15

.7
7%

B
B

B
信

越
B

+
13

1
56

4
B

75
.8

7%
S

11
8.

0%
15

.1
1%

B
B

B
北

陸
B

+
13

5
47

8
B

85
.0

6%
S

12
3.

5%
20

.6
2%

B
B

B
東

海
B

+
56

7
2,

04
9

B
75

.9
7%

A
10

9.
2%

16
.7

0%
B

B
B

近
畿

B
+

28
7

3,
32

6
B

77
.3

6%
A

10
3.

0%
12

.8
8%

B
B

B
中

国
B

+
17

3
1,

20
8

B
72

.4
0%

S
13

9.
6%

15
.7

8%
B

B
B

四
国

B
+

65
50

7
B

73
.2

7%
S

11
3.

2%
11

.4
3%

B
B

B
九

州
B

+
29

8
1,

62
0

B
78

.1
4%

S
15

2.
5%

15
.5

6%
B

B
B

沖
縄

B
+

18
8

27
6

A
91

.7
4%

S
17

0.
6%

26
.9

5%
B

B
A

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

+
1,

43
5

20
,2

00
S

+
2.

74
76

.3
1%

A
+

0.
33

12
.5

6%
S

B
S

北
海

道
S

+
21

3
73

0
S

+
3.

01
71

.3
7%

A
+

0.
27

2.
05

%
S

B
S

東
北

S
+

23
1

1,
44

1
A

+
0.

55
81

.8
0%

A
+

0.
01

17
.0

6%
S

B
S

関
東

A
-1

48
8,

00
1

S
+

3.
48

74
.7

7%
S

+
1.

63
15

.7
7%

S
B

B
信

越
A

+
90

56
4

A
+

0.
45

75
.8

7%
A

±
0.

00
15

.1
1%

A
B

S
北

陸
S

+
11

7
47

8
A

+
0.

98
85

.0
6%

A
+

0.
01

20
.6

2%
S

B
S

東
海

A
+

22
9

2,
04

9
S

+
2.

32
75

.9
7%

A
+

0.
23

16
.7

0%
S

B
S

近
畿

A
+

18
0

3,
32

6
S

+
4.

47
77

.3
6%

S
+

1.
05

12
.8

8%
S

B
S

中
国

A
+

17
1

1,
20

8
S

+
1.

67
72

.4
0%

A
±

0.
00

15
.7

8%
S

B
S

四
国

A
+

65
50

7
A

+
0.

91
73

.2
7%

A
±

0.
00

11
.4

3%
A

B
S

九
州

A
+

25
9

1,
62

0
S

+
1.

68
78

.1
4%

A
±

0.
00

15
.5

6%
S

B
S

沖
縄

A
+

28
27

6
S

+
4.

24
91

.7
4%

S
+

3.
21

26
.9

5%
S

B
S

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
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3
.5

G
H
z帯

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

評
価

結
果

•
ソ

フト
バ

ン
クは

、当
該

周
波

数
帯

を
4G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。ま
た

、本
年

度
よ

り5
Gの

運
⽤

を
開

始
した

とし
て

い
る

。
•

実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

63
.1

4%
と低

く、
よ

り⼀
層

の
電

波
の

有
効

利
⽤

の
促

進
が

必
要

と認
め

られ
、総

合
評

価
は

「C
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「C

」評
価

）
。⾯

積
カバ

ー
率

も
他

社
に

⽐
べ

て
低

い
。同

社
に

よ
れ

ば
、ト

ラヒ
ック

需
要

が
⾼

い
エ

リア
を

中
⼼

に
基

地
局

を
整

備
して

い
る

た
め

で
あ

り、
5G

化
の

進
展

とと
も

に
カバ

ー
率

は
増

加
予

定
とし

て
い

る
が

、電
波

の
有

効
利

⽤
の

観
点

か
らは

、割
り当

て
られ

た
周

波
数

は
最

⼤
限

活
⽤

す
べ

き
で

あ
り、

カバ
ー

率
の

拡
⼤

に
つ

い
て

引
き

続
き

努
⼒

す
る

べ
き

で
あ

る
。

•
進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、前
年

度
に

⽐
べ

、全
国

の
基

地
局

数
、⾯

積
カバ

ー
率

は
微

減
、⼈

⼝
カバ

ー
率

は
増

加
して

お
り、

電
波

の
利

⽤
は

前
年

度
実

績
を

⼤
き

く上
回

る
進

捗
が

認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「B
」評

価
）

。全
国

及
び

東
北

等
の

９
地

域
に

お
い

て
通

信
量

が
前

年
度

を
下

回
って

い
る

。同
社

に
よ

れ
ば

、5
G対

応
端

末
の

普
及

に
よ

る
た

め
とし

て
お

り、
5G

化
の

進
展

とと
も

に
トラ

ヒッ
クは

増
加

⾒
込

とし
て

い
る

が
、同

社
の

4G
全

体
の

通
信

量
は

前
年

度
か

ら
増

加
して

お
り、

今
後

更
な

る
通

信
量

の
増

加
が

予
想

され
る

こと
か

ら、
電

波
の

有
効

利
⽤

に
向

け
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G】

【4
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

6,
01

6
29

,0
47

C
63

.1
4%

C
59

.0
%

5.
90

%
B

B
C

北
海

道
B

+
25

9
1,

07
8

C
63

.3
8%

C
56

.8
%

1.
08

%
B

B
C

東
北

B
+

56
6

2,
15

8
C

64
.1

5%
C

47
.8

%
5.

59
%

B
B

C
関

東
B

+
1,

01
5

9,
81

1
C

61
.5

5%
C

53
.0

%
8.

22
%

B
B

C
信

越
B

+
43

8
1,

20
7

C
64

.2
3%

C
59

.9
%

7.
67

%
B

B
C

北
陸

B
+

32
6

86
9

C
67

.2
7%

C
59

.5
%

9.
94

%
B

B
C

東
海

B
+

1,
11

9
3,

45
8

C
66

.1
4%

B
71

.8
%

10
.9

8%
B

B
C

近
畿

B
+

1,
53

2
5,

40
4

C
66

.8
1%

C
69

.4
%

8.
67

%
B

B
C

中
国

B
+

26
1

1,
49

8
C

60
.1

3%
C

57
.5

%
6.

50
%

B
B

C
四

国
B

+
39

69
3

C
60

.5
0%

C
64

.4
%

6.
50

%
B

B
C

九
州

B
+

38
0

2,
58

6
C

59
.8

6%
C

61
.8

%
6.

30
%

B
B

C
沖

縄
B

+
81

28
5

C
60

.9
3%

B
73

.9
%

11
.6

7%
B

B
C

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
通

信
量

技
術

導
⼊

状
況

総
合

的
な

評
価

⼈
⼝

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値
全

国
A

-2
29

29
,0

47
S

+
1.

07
63

.1
4%

A
-0

.0
2

5.
90

%
S

C
S

北
海

道
A

-5
1,

07
8

S
+

2.
03

63
.3

8%
A

+
0.

02
1.

08
%

S
B

A
東

北
A

+
22

2,
15

8
S

+
1.

97
64

.1
5%

A
+

0.
13

5.
59

%
S

C
S

関
東

A
+

11
0

9,
81

1
S

+
1.

22
61

.5
5%

A
±

0.
00

8.
22

%
S

C
S

信
越

A
-2

1
1,

20
7

A
+

0.
67

64
.2

3%
A

-0
.2

9
7.

67
%

A
B

S
北

陸
A

-8
86

9
S

+
1.

70
67

.2
7%

A
+

0.
16

9.
94

%
S

C
A

東
海

A
+

34
3,

45
8

S
+

1.
87

66
.1

4%
A

+
0.

26
10

.9
8%

S
C

A
近

畿
A

+
2

5,
40

4
A

+
0.

86
66

.8
1%

A
+

0.
07

8.
67

%
A

C
A

中
国

A
-6

1,
49

8
S

+
2.

49
60

.1
3%

A
+

0.
18

6.
50

%
S

C
A

四
国

A
+

3
69

3
S

+
1.

65
60

.5
0%

A
+

0.
09

6.
50

%
S

C
S

九
州

B
-3

55
2,

58
6

B
-1

.9
2

59
.8

6%
A

-0
.6

7
6.

30
%

B
C

B
沖

縄
A

-5
28

5
A

+
0.

09
60

.9
3%

A
+

0.
02

11
.6

7%
A

C
A

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
⾯

積
カバ

ー
率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
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2
.5

G
H
z帯

（
全

国
B
W

A
）

U
Q

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ
ン

ズ
評

価
結

果

•U
Q

コミ
ュニ

ケ
ー

シ
ョン

ズ
は

、当
該

周
波

数
帯

を
⾼

度
化

BW
A及

び
5G

に
利

⽤
して

い
る

。
•【

⾼
度

化
BW

A】
実

績
評

価
に

お
い

て
は

、⾼
度

化
BW

Aの
全

国
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

97
.8

4%
と⾮

常
に

⾼
く、

積
極

的
な

電
波

の
有

効
利

⽤
が

な
され

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。
進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、前
年

度
に

⽐
べ

、⾼
度

化
BW

Aの
全

国
の

基
地

局
数

は
微

減
、⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
は

微
増

して
お

り、
電

波
の

利
⽤

は
前

年
度

実
績

を
維

持
して

い
る

も
の

と認
め

られ
、

これ
らの

総
合

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「A
」評

価
）

。全
国

及
び

全
て

の
地

域
に

お
け

る
通

信
量

が
前

年
度

を
下

回
って

い
る

。同
社

に
よ

れ
ば

、B
W

A（
4G

）
ル

ー
タ数

の
減

少
と5

G
化

に
伴

う⾃
社

グ
ル

ー
プ

の
4G

周
波

数
帯

の
利

⽤
の

影
響

とし
、数

年
後

に
は

通
信

量
は

回
復

予
定

と
して

い
る

が
、今

後
更

な
る

通
信

量
の

増
加

が
予

想
され

る
こと

か
ら、

電
波

の
有

効
利

⽤
に

向
け

引
き

続
き

努
⼒

す
る

べ
き

で
あ

る
。

•【
5G

】5
G

に
つ

い
て

は
、⼀

部
地

域
に

お
い

て
導

⼊
が

開
始

され
た

とこ
ろ

で
あ

る
た

め
、実

績
評

価
及

び
進

捗
評

価
とも

に
評

価
を

⾏
って

い
な

い
（

「R
」評

価
）

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【⾼
度

化
BW

A】
【5

G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
実

績
値

評
価

平
均

⽐
実

績
値

全
国

B
+

1,
40

1
40

,0
61

S
97
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%
15

.5
0%

B
B

B
沖

縄
B

+
60

2
72

3
B

89
.0

4%
C

65
.5

%
25

.5
5%

B
B

B

基
地

局
数

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況
総

合
的

な
評

価
⼈

⼝
カバ

ー
率

⾯
積

カバ
ー

率

評
価

前
年

度
差

実
績

値
評

価
前

年
度

差
実

績
値

評
価

前
年

度
差

実
績

値

全
国

A
-8

9
65

,8
87

A
+0

.8
0

87
.5

7%
A

-0
.0

5
13

.6
4%

A
B

B
北

海
道

A
-9

2,
56

7
S

+1
.2

1
82

.6
0%

A
±0

.0
0

3.
52

%
S

B
S

東
北

A
+1

8
3,

96
2

S
+1

.2
6

72
.4

1%
A

-0
.0

3
9.

40
%

S
B

A
関

東
A

-5
2

25
,3

00
A

+0
.4

2
94

.1
9%

A
-0

.1
3

33
.6

1%
A

B
B

信
越

A
+2

1,
67

3
A

+0
.7

5
72

.5
7%

A
-0

.1
3

10
.9

2%
A

C
A

北
陸

A
+7

1,
41

3
A

+0
.9

3
80

.7
0%

A
-0

.0
7

15
.8

2%
A

B
S

東
海

A
+4

7,
83

8
A

+0
.5

6
88

.9
6%

A
-0

.0
4

21
.6

2%
A

B
A

近
畿

A
-2

7
11

,3
13

A
+0

.3
6

93
.6

8%
A

-0
.0

6
23

.2
0%

A
C

B
中

国
A

-1
3,

50
3

A
+0

.9
7

78
.7

9%
A

-0
.0

9
12

.4
9%

A
B

A
四

国
A

+4
1,

80
6

S
+1

.2
6

77
.2

7%
A

-0
.0

1
12

.4
3%

S
B

A
九

州
A

-2
9

5,
78

9
S

+1
.0

8
79

.7
3%

A
-0

.0
7

15
.5

0%
S

B
S

沖
縄

A
-6

72
3

A
+0

.2
9

89
.0

4%
A

-0
.0

3
25

.5
5%

A
B

A

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー率

⾯
積

カバ
ー率

総
合

的
な

評
価

通
信

量
技

術
導

⼊
状

況

53



２
．
開

設
計

画
の

認
定

の
有

効
期

間
中

の
周

波
数

帯

定
量

評
価

各
論

詳
細

・1
.7

Ｇ
Ｈ

ｚ
帯

（
18

05
〜

18
45

Ｍ
Ｈ

ｚ
）

・1
.7

Ｇ
Ｈ

ｚ
帯

（
東

名
阪

以
外

）
・2

.3
Ｇ

Ｈ
ｚ

帯
・3

.4
Ｇ

Ｈ
ｚ

帯
・3

.7
Ｇ

Ｈ
ｚ

帯
・4

.0
Ｇ

Ｈ
ｚ

帯
・4

.5
Ｇ

Ｈ
ｚ

帯
・2

8Ｇ
Ｈ

ｚ
帯
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(
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1
8
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M

H
z)

 K
D
D
I/

沖
縄

セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
4G

及
び

5G
の

エ
リア

カバ
レ

ッジ
及

び
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

の
実

績
値

が
他

社
に

⽐
べ

て
⼤

き
く低

く、
⼈

⼝
カバ

ー
率

も
他

社
に

⽐
べ

て
低

く、
周

波
数

帯
の

平
均

的
な

電
波

の
利

⽤
状

況
を

⾮
常

に
⼤

き
く下

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

評
価

は
「C

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
評

価
は

「B
」

〜
「C

」評
価

）
。同

社
に

よ
れ

ば
、開

設
計

画
に

従
い

基
地

局
を

展
開

して
お

り、
今

後
も

⼈
⼝

カバ
ー

率
90

%
超

の
達

成
に

向
け

て
展

開
を

継
続

して
い

くと
して

い
る

が
、電

波
の

有
効

利
⽤

の
観

点
か

らは
、割

り当
て

られ
た

周
波

数
は

最
⼤

限
活

⽤
す

べ
き

で
あ

り、
基

地
局

数
及

び
カバ

ー
率

の
拡

⼤
に

つ
い

て
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
は

計
画

値
を

上
回

り、
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

お
り、

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
お

り、
ま

た
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」評

価
）

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G+

5G
】

【4
G+

5G
】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

1,
92

1
13

,8
04

S
+

30
.8

2
79

.2
8%

S
S

北
海

道
S

+
42

6
42

6
S

+
61

.9
0

61
.9

0%
S

S
東

北
S

+
29

3
50

1
S

+
46

.8
9

57
.0

2%
S

S
関

東
A

+
13

3
5,

77
3

S
+

18
.9

5
92

.2
4%

S
S

信
越

S
+

17
1

28
8

S
+

50
.1

1
63

.9
1%

S
S

北
陸

A
+

54
19

9
S

+
45

.2
5

67
.8

7%
S

S
東

海
S

+
53

5
1,

37
1

S
+

56
.1

1
85

.4
6%

S
S

近
畿

A
±

0
2,

68
8

S
+

12
.5

1
82

.8
7%

S
S

中
国

A
±

0
87

8
S

+
24

.7
6

63
.9

0%
S

S
四

国
A

+
38

40
4

S
+

34
.7

1
60

.1
8%

S
S

九
州

A
+

11
7

1,
12

2
S

+
32

.0
6

65
.7

5%
S

S
沖

縄
S

+
15

4
15

4
S

+
74

.9
4

74
.9

4%
S

S

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
総

合
的

な
評

価
技

術
導

⼊
状

況

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

39
.4

%
13

,8
04

89
.2

%
79

.2
8%

52
.5

%
13

.8
2%

C
S

C
北

海
道

34
.9

%
42

6
77

.2
%

61
.9

0%
20

.7
%

3.
07

%
C

S
C

東
北

17
.2

%
50

1
74

.2
%

57
.0

2%
35

.5
%

7.
73

%
C

S
C

関
東

50
.2

%
5,

77
3

96
.2

%
92

.2
4%

80
.6

%
41

.2
8%

B
S

B
信

越
22

.6
%

28
8

79
.4

%
63

.9
1%

57
.3

%
13

.1
2%

C
S

C
北

陸
23

.6
%

19
9

82
.2

%
67

.8
7%

57
.0

%
14

.4
9%

C
S

C
東

海
35

.7
%

1,
37

1
92

.6
%

85
.4

6%
71

.3
%

24
.6

0%
B

S
B

近
畿

50
.5

%
2,

68
8

91
.1

%
82

.8
7%

57
.1

%
19

.5
7%

B
S

B
中

国
32

.6
%

87
8

79
.7

%
63

.9
0%

49
.3

%
12

.2
7%

C
S

C
四

国
30

.7
%

40
4

76
.8

%
60

.1
8%

51
.3

%
11

.0
9%

C
S

C
九

州
29

.5
%

1,
12

2
80

.7
%

65
.7

5%
49

.4
%

14
.8

6%
C

S
C

沖
縄

47
.1

%
15

4
86

.3
%

74
.9

4%
44

.6
%

15
.9

1%
C

S
C

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価
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 楽
天

モ
バ

イ
ル

評
価

結
果

•楽
天

モ
バ

イル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
4G

の
エ

リア
カバ

レ
ッジ

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

基
地

局
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

の
実

績
値

は
他

社
に

⽐
べ

て
特

に
⾼

く、
周

波
数

帯
の

平
均

的
な

電
波

の
利

⽤
状

況
を

⼤
き

く上
回

って
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

評
価

は
「S

」評
価

）
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

基
地

局
数

及
び

⼈
⼝

カバ
ー

率
は

計
画

値
を

⼤
き

く上
回

って
お

り、
認

定
され

た
開

設
計

画
を

適
切

に
実

施
して

お
り、

ま
た

計
画

値
を

⼤
き

く上
回

って
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」評
価

）
。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G】

【4
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

16
0.

6%
56

,3
05

11
0.

9%
98

.5
6%

14
7.

1%
38

.6
8%

S
S

S
北

海
道

16
5.

0%
2,

01
3

12
2.

8%
98

.5
1%

17
8.

8%
26

.4
6%

S
S

S
東

北
18

2.
8%

5,
32

5
12

5.
9%

96
.6

8%
16

4.
8%

35
.9

2%
S

S
S

関
東

14
9.

8%
17

,2
44

10
3.

8%
99

.5
6%

11
9.

3%
61

.0
6%

S
S

S
信

越
17

7.
5%

2,
26

1
12

0.
7%

97
.1

7%
14

3.
1%

32
.7

6%
S

S
S

北
陸

17
6.

3%
1,

48
8

11
7.

8%
97

.3
0%

14
3.

2%
36

.3
7%

S
S

S
東

海
16

4.
3%

6,
29

9
10

7.
4%

99
.1

4%
12

8.
7%

44
.3

9%
S

S
S

近
畿

14
9.

5%
7,

95
2

10
8.

9%
99

.1
2%

14
2.

9%
49

.0
2%

S
S

S
中

国
16

7.
4%

4,
50

8
12

0.
4%

96
.5

6%
15

0.
9%

37
.5

7%
S

S
S

四
国

16
9.

3%
2,

22
4

12
3.

1%
96

.5
2%

14
8.

9%
32

.1
6%

S
S

S
九

州
17

0.
5%

6,
49

1
11

9.
3%

97
.2

6%
15

0.
7%

45
.3

6%
S

S
S

沖
縄

15
2.

9%
50

0
11

3.
6%

98
.6

4%
15

5.
7%

55
.5

8%
S

S
S

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

S
+

38
,7

85
56

,3
05

S
+

29
.5

7
98

.5
6%

S
S

北
海

道
S

+
1,

59
5

2,
01

3
S

+
71

.2
2

98
.5

1%
S

S
東

北
S

+
4,

08
0

5,
32

5
S

+
71

.5
0

96
.6

8%
S

S
関

東
S

+
10

,2
89

17
,2

44
S

+
3.

62
99

.5
6%

S
S

信
越

S
+

1,
83

8
2,

26
1

S
+

61
.3

1
97

.1
7%

S
S

北
陸

S
+

1,
26

1
1,

48
8

S
+

58
.6

5
97

.3
0%

S
S

東
海

S
+

4,
02

3
6,

29
9

S
+

30
.2

6
99

.1
4%

S
S

近
畿

S
+

4,
82

1
7,

95
2

S
+

11
.0

7
99

.1
2%

S
S

中
国

S
+

3,
50

8
4,

50
8

S
+

59
.2

3
96

.5
6%

S
S

四
国

S
+

1,
75

2
2,

22
4

S
+

57
.9

7
96

.5
2%

S
S

九
州

S
+

5,
16

2
6,

49
1

S
+

52
.5

2
97

.2
6%

S
S

沖
縄

S
+

45
6

50
0

S
+

65
.1

4
98

.6
4%

S
S

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
総

合
的

な
評

価
技

術
導

⼊
状

況
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 東
名

阪
以

外
楽

天
モ

バ
イ

ル
評

価
結

果

•楽
天

モ
バ

イル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
4G

の
エ

リア
カバ

レ
ッジ

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。ま

た
、今

後
、5

G
の

エ
リア

カバ
レ

ッジ
に

活
⽤

して
い

く予
定

とし
て

い
る

。
•当

該
周

波
数

帯
（

東
名

阪
以

外
）

は
同

社
の

み
に

割
り当

て
られ

て
い

る
た

め
、基

地
局

数
、⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
に

係
る

他
社

との
⽐

較
に

よ
る

実
績

評
価

は
⾏

って
い

な
い

（
「R

」評
価

）
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、基

地
局

数
に

つ
い

て
屋

外
・屋

内
とも

に
計

画
値

と同
等

で
あ

り、
認

定
され

た
開

設
計

画
を

適
切

に
実

施
して

い
る

も
の

と認
め

ら
れ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「A
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「A

」評
価

）
。

※
1.

7G
H

z帯
（

東
名

阪
以

外
）

の
周

波
数

割
当

て
は

１
者

の
み

で
あ

り、
平

均
値

が
⽰

せ
な

い
こと

か
ら、

基
地

局
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

の
評

価
は

実
施

して
い

な
い

。そ
の

た
め

、総
合

評
価

に
つ

い
て

も
実

施
して

い
な

い
。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G】

【4
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

-
23

6
-

8.
73

%
-

1.
35

%
-

S
R

北
海

道
-

24
-

9.
85

%
-

0.
59

%
-

S
R

東
北

-
42

-
7.

34
%

-
1.

26
%

-
S

R
関

東
-

-
-

-
-

-
-

-
-

信
越

-
18

-
7.

28
%

-
1.

68
%

-
S

R
北

陸
-

15
-

11
.5

1%
-

3.
34

%
-

S
R

東
海

-
1

-
0.

04
%

-
0.

08
%

-
S

R
近

畿
-

1
-

0.
00

%
-

0.
01

%
-

S
R

中
国

-
42

-
4.

46
%

-
1.

10
%

-
S

R
四

国
-

21
-

8.
01

%
-

1.
49

%
-

S
R

九
州

-
66

-
10

.4
5%

-
2.

42
%

-
S

R
沖

縄
-

6
-

19
.5

5%
-

1.
91

%
-

S
R

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

(※
)

技
術

導
⼊

率

総
合

的
な

評
価

(※
)

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
±

0
23

6
A

±
0

0
A

S
北

海
道

A
±

0
24

A
±

0
0

A
S

東
北

A
±

0
42

A
±

0
0

A
S

関
東

-
-

-
-

-
-

-
-

信
越

A
±

0
18

A
±

0
0

A
S

北
陸

A
±

0
15

A
±

0
0

A
S

東
海

A
±

0
1

A
±

0
0

A
S

近
畿

A
±

0
1

A
±

0
0

A
S

中
国

A
±

0
42

A
±

0
0

A
S

四
国

A
±

0
21

A
±

0
0

A
S

九
州

A
±

0
66

A
±

0
0

A
S

沖
縄

A
±

0
6

A
±

0
0

A
S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況

（
注

）
楽

天
モ

バ
イル

が
開

設
計

画
の

認
定

を
受

け
て

い
る

地
域

は
、関

東
以

外
で

あ
る

こと
か

ら、
関

東
は

評
価

対
象

外
とし

て
「ー

」と
して

い
る

。な
お

、東
海

及
び

近
畿

の
⼀

部
区

域
に

お
い

て
は

開
設

計
画

の
認

定
を

受
け

て
い

る
こと

か
ら、

評
価

を
実

施
して

い
る

。
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2
.3

G
H
z帯

K
D
D
I/

沖
縄

セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
5G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
す

る
こと

とし
て

い
る

。
•同

社
は

、令
和

５
年

（
20

23
年

）
７

⽉
よ

り運
⽤

を
開

始
して

い
る

こと
か

ら、
評

価
を

⾏
って

い
な

い
（

「R
」評

価
）

。

（
注

）
2.

3G
H

z帯
の

周
波

数
割

当
て

は
１

者
の

み
で

あ
り、

全
国

の
基

地
局

数
が

０
で

あ
る

こと
か

ら、
す

べ
て

の
評

価
を

実
施

して
い

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

-
0

-
0.

00
%

-
0.

00
%

R
R

R
北

海
道

-
0

-
0.

00
%

-
0.

00
%

R
R

R
東

北
-

0
-

0.
00

%
-

0.
00

%
R

R
R

関
東

-
0

-
0.

00
%

-
0.

00
%

R
R

R
信

越
-

0
-

0.
00

%
-

0.
00

%
R

R
R

北
陸

-
0

-
0.

00
%

-
0.

00
%

R
R

R
東

海
-

0
-

0.
00

%
-

0.
00

%
R

R
R

近
畿

-
0

-
0.

00
%

-
0.

00
%

R
R

R
中

国
-

0
-

0.
00

%
-

0.
00

%
R

R
R

四
国

-
0

-
0.

00
%

-
0.

00
%

R
R

R
九

州
-

0
-

0.
00

%
-

0.
00

%
R

R
R

沖
縄

-
0

-
0.

00
%

-
0.

00
%

R
R

R

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

R
±

0
0

R
±

0
0

R
R

北
海

道
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R
東

北
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R
関

東
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R
信

越
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R
北

陸
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R
東

海
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R
近

畿
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R
中

国
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R
四

国
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R
九

州
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R
沖

縄
R

±
0

0
R

±
0

0
R

R

基
地

局
数

(屋
外

)
基

地
局

数
(屋

内
)

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況
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3
.4

G
H
z帯

N
T
T
ド
コ

モ
評

価
結

果
•N

TT
ドコ

モ
は

、当
該

周
波

数
帯

を
4G

及
び

5G
の

トラ
ヒッ

ク対
策

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

基
地

局
数

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
が

他
社

に
⽐

べ
て

⼤
き

く低
く、

⼈
⼝

カバ
ー

率
も

他
社

に
⽐

べ
て

低
く、

周
波

数
帯

の
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⼤

き
く下

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

評
価

は
「B

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
評

価
は

「A
」〜

「C
」評

価
）

。近
畿

及
び

沖
縄

に
お

い
て

は
⼈

⼝
カバ

ー
率

も
他

社
に

⽐
べ

て
低

い
。同

社
に

よ
れ

ば
、開

設
計

画
に

基
づ

き
展

開
して

お
り、

トラ
ヒッ

ク需
要

に
合

わ
せ

た
展

開
を

実
施

して
い

くと
して

い
る

が
、電

波
の

有
効

利
⽤

の
観

点
か

らは
、割

り当
て

られ
た

周
波

数
は

最
⼤

限
活

⽤
す

べ
き

で
あ

り、
基

地
局

数
及

び
カバ

ー
率

の
拡

⼤
に

つ
い

て
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
は

計
画

値
を

上
回

り、
⼈

⼝
カバ

ー
率

の
実

績
値

は
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

お
り、

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
お

り、
ま

た
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」評

価
）

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G+

5G
】

【4
G+

5G
】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

21
9

10
,4

39
S

+
4.

12
64

.2
2%

S
S

北
海

道
A

+
20

21
6

S
+

5.
49

65
.5

9%
S

S
東

北
A

+
10

38
8

S
+

2.
40

62
.5

0%
S

S
関

東
A

+
1

4,
65

2
S

+
5.

07
65

.0
7%

S
S

信
越

A
+

38
31

5
S

+
1.

27
61

.2
7%

S
S

北
陸

A
+

6
13

6
S

+
1.

22
61

.4
2%

S
S

東
海

A
+

6
1,

02
4

S
+

4.
11

64
.1

1%
S

S
近

畿
A

+
61

1,
79

1
S

+
3.

78
63

.7
8%

S
S

中
国

A
+

23
29

2
S

+
1.

46
61

.5
6%

S
S

四
国

A
+

46
33

9
S

+
5.

76
65

.8
6%

S
S

九
州

A
+

5
1,

19
2

S
+

5.
13

65
.2

3%
S

S
沖

縄
A

+
3

94
S

+
4.

94
65

.0
4%

S
S

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
総

合
的

な
評

価
技

術
導

⼊
状

況

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

57
.2

%
10

,4
39

90
.5

%
64

.2
2%

68
.4

%
7.

11
%

B
S

B
北

海
道

39
.1

%
21

6
92

.4
%

65
.5

9%
31

.8
%

1.
59

%
B

S
B

東
北

42
.8

%
38

8
95

.1
%

62
.5

0%
82

.2
%

7.
23

%
B

S
B

関
東

61
.9

%
4,

65
2

90
.5

%
65

.0
7%

62
.8

%
10

.4
8%

B
S

B
信

越
55

.9
%

31
5

89
.1

%
61

.2
7%

78
.9

%
8.

84
%

B
S

B
北

陸
39

.1
%

13
6

85
.1

%
61

.4
2%

73
.7

%
10

.6
9%

B
S

B
東

海
53

.7
%

1,
02

4
91

.3
%

64
.1

1%
89

.5
%

14
.9

5%
B

S
B

近
畿

62
.6

%
1,

79
1

86
.7

%
63

.7
8%

53
.2

%
6.

91
%

C
S

C
中

国
29

.5
%

29
2

93
.0

%
61

.5
6%

76
.7

%
7.

36
%

B
S

B
四

国
72

.6
%

33
9

98
.2

%
65

.8
6%

94
.0

%
8.

46
%

A
S

S
九

州
60

.0
%

1,
19

2
91

.2
%

65
.2

3%
63

.2
%

7.
77

%
B

S
B

沖
縄

68
.1

%
94

86
.5

%
65

.0
4%

40
.5

%
8.

59
%

C
S

C

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価
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3
.4

G
H
z帯

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

評
価

結
果

•ソ
フト

バ
ン

クは
、当

該
周

波
数

帯
を

4G
及

び
5G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
、⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
の

実
績

値
は

他
社

に
⽐

べ
て

⾼
く、

周
波

数
帯

の
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
は

計
画

値
を

上
回

り、
⼈

⼝
カバ

ー
率

の
実

績
値

は
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

お
り、

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

し
て

お
り、

ま
た

計
画

値
を

⼤
き

く上
回

って
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」評
価

）
。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【4
G+

5G
】

【4
G+

5G
】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

14
2.

8%
26

,0
46

10
9.

4%
77

.7
0%

13
1.

7%
13

.7
0%

S
S

S
北

海
道

16
0.

9%
89

0
10

7.
5%

76
.3

6%
16

8.
4%

8.
42

%
S

S
S

東
北

15
7.

2%
1,

42
6

10
4.

9%
68

.9
1%

11
7.

4%
10

.3
3%

S
S

S
関

東
13

8.
1%

10
,3

90
10

9.
5%

78
.7

6%
13

7.
8%

23
.0

2%
S

S
S

信
越

14
4.

3%
81

4
11

0.
8%

76
.2

4%
12

1.
3%

13
.5

9%
S

S
S

北
陸

16
1.

2%
56

1
11

5.
1%

83
.0

8%
12

5.
7%

18
.2

2%
S

S
S

東
海

14
6.

3%
2,

78
8

10
8.

6%
76

.2
3%

11
0.

1%
18

.3
9%

S
S

S
近

畿
13

7.
4%

3,
93

1
11

3.
5%

83
.5

0%
14

7.
5%

19
.1

8%
S

S
S

中
国

17
0.

4%
1,

68
7

10
7.

1%
70

.8
8%

12
3.

2%
11

.8
3%

S
S

S
四

国
12

7.
4%

59
5

10
1.

9%
68

.4
0%

10
4.

9%
9.

44
%

A
S

S
九

州
14

0.
0%

2,
78

3
10

8.
8%

77
.7

8%
13

6.
5%

16
.7

9%
S

S
S

沖
縄

13
1.

2%
18

1
11

3.
6%

85
.4

4%
15

9.
7%

33
.8

6%
S

S
S

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

2,
87

9
26

,0
46

S
+

17
.4

0
77

.7
0%

S
S

北
海

道
A

+
49

89
0

S
+

16
.3

6
76

.3
6%

S
S

東
北

A
+

19
8

1,
42

6
S

+
14

.1
1

68
.9

1%
S

S
関

東
S

+
1,

69
8

10
,3

90
S

+
16

.0
6

78
.7

6%
S

S
信

越
A

+
96

81
4

S
+

20
.7

4
76

.2
4%

S
S

北
陸

S
+

89
56

1
S

+
24

.6
8

83
.0

8%
S

S
東

海
A

+
13

3
2,

78
8

S
+

18
.6

3
76

.2
3%

S
S

近
畿

A
+

26
2

3,
93

1
S

+
20

.1
0

83
.5

0%
S

S
中

国
A

+
13

7
1,

68
7

S
+

13
.1

8
70

.8
8%

S
S

四
国

A
+

52
59

5
S

+
13

.7
0

68
.4

0%
S

S
九

州
A

+
13

5
2,

78
3

S
+

17
.1

8
77

.7
8%

S
S

沖
縄

A
+

30
18

1
S

+
31

.7
4

85
.4

4%
S

S

基
地

局
数

⼈
⼝

カバ
ー

率
総

合
的

な
評

価
技

術
導

⼊
状

況

60



3
.7

G
H
z帯

N
T
T
ド
コ

モ
評

価
結

果
•N

TT
ドコ

モ
は

、当
該

周
波

数
帯

を
5G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
⾯

積
カバ

ー
率

は
他

社
に

⽐
べ

て
⾼

い
も

の
の

基
地

局
数

及
び

⼈
⼝

カバ
ー

率
が

他
社

に
⽐

べ
て

低
く、

周
波

数
帯

の
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⼤

き
く下

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

評
価

は
「B

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
評

価
は

「S
」〜

「C
」評

価
）

。北
海

道
・関

東
・東

海
に

お
い

て
は

⾯
積

カバ
ー

率
も

他
社

に
⽐

べ
て

低
い

。同
社

に
よ

れ
ば

、開
設

計
画

に
基

づ
き

展
開

し
て

お
り、

衛
星

との
⼲

渉
の

観
点

で
、3

.7
GH

z
帯

の
導

⼊
が

困
難

な
場

合
は

4.
5G

H
z帯

を
利

⽤
し

て
い

る
た

め
とし

て
い

る
が

、電
波

の
有

効
利

⽤
の

観
点

か
らは

、割
り当

て
られ

た
周

波
数

は
最

⼤
限

活
⽤

す
べ

き
で

あ
り、

基
地

局
数

及
び

カバ
ー

率
の

拡
⼤

に
つ

い
て

引
き

続
き

努
⼒

す
る

べ
き

で
あ

る
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

基
地

局
数

（
屋

外
）

は
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
り、

基
地

局
数

（
屋

内
）

は
計

画
値

を
上

回
って

お
り、

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
お

り、
ま

た
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」

〜
「A

」評
価

）
。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

S
+

4,
62

8
7,

95
8

A
+

1,
32

9
2,

39
8

S
S

北
海

道
S

+
38

1
59

8
A

+
94

14
7

S
S

東
北

S
+

21
4

60
8

A
+

84
97

S
S

関
東

A
+

69
3

1,
69

3
A

+
44

4
1,

01
9

A
S

信
越

S
+

40
8

53
8

A
+

53
62

S
S

北
陸

S
+

26
3

35
2

A
+

44
51

S
S

東
海

A
+

24
8

52
3

A
+

97
18

2
A

S
近

畿
A

+
34

0
94

0
A

+
69

21
3

A
S

中
国

S
+

59
1

78
2

A
+

10
2

13
3

S
S

四
国

S
+

55
9

61
2

S
+

11
0

11
8

S
S

九
州

S
+

92
5

1,
27

2
A

+
22

7
35

7
S

S
沖

縄
A

+
6

40
A

+
5

19
A

S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

78
.0

%
7,

95
8

77
.2

%
20

.3
1%

10
2.

1%
4.

90
%

B
S

B
北

海
道

81
.8

%
59

8
45

.2
%

18
.1

2%
24

.8
%

0.
72

%
C

S
C

東
北

66
.0

%
60

8
81

.8
%

27
.0

7%
71

.1
%

3.
13

%
B

S
B

関
東

59
.1

%
1,

69
3

13
.1

%
1.

72
%

59
.1

%
1.

95
%

C
S

C
信

越
11

7.
0%

53
8

15
9.

2%
60

.8
2%

16
8.

3%
11

.6
1%

S
S

S
北

陸
10

9.
0%

35
2

14
0.

1%
62

.3
4%

13
2.

2%
10

.7
1%

S
S

S
東

海
50

.9
%

52
3

19
.6

%
2.

82
%

43
.1

%
1.

51
%

C
S

C
近

畿
72

.4
%

94
0

46
.6

%
16

.5
5%

80
.4

%
5.

79
%

B
S

B
中

国
96

.5
%

78
2

13
2.

4%
55

.7
4%

16
6.

6%
9.

83
%

S
S

S
四

国
13

7.
2%

61
2

15
5.

9%
66

.7
2%

17
3.

2%
10

.2
2%

S
S

S
九

州
10

2.
6%

1,
27

2
12

9.
1%

52
.9

2%
13

7.
6%

9.
22

%
S

S
S

沖
縄

48
.8

%
40

43
.6

%
4.

71
%

11
5.

9%
4.

29
%

A
S

S

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価

61



3
.7

G
H
z帯

K
D
D
I/

沖
縄

セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
5G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
が

他
社

に
⽐

べ
て

特
に

⾼
く、

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
評

価
は

「A
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
（

屋
外

）
及

び
基

地
局

数
（

屋
内

）
とも

に
計

画
値

を
上

回
って

お
り、

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「A
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「C

」評
価

）
。し

か
しな

が
ら、

関
東

・近
畿

に
お

け
る

基
地

局
数

（
屋

外
）

が
計

画
値

を
⼤

き
く下

回
り、

基
地

局
数

（
屋

内
）

も
計

画
値

を
下

回
って

い
る

。同
社

に
よ

れ
ば

、基
地

局
ア

クセ
ス

回
線

の
構

築
遅

延
等

が
⽣

じた
た

め
とし

て
お

り、
計

画
値

達
成

に
向

け
引

き
続

き
推

進
して

い
くと

して
い

る
が

、5
G

⽤
周

波
数

帯
の

有
効

利
⽤

促
進

の
観

点
か

ら、
計

画
値

の
達

成
に

向
け

引
き

続
き

努
⼒

す
る

べ
き

で
あ

る
。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

16
6.

3%
16

,9
65

86
.1

%
22

.6
4%

49
.0

%
2.

35
%

A
S

S
北

海
道

15
9.

8%
1,

16
8

10
6.

8%
42

.8
4%

45
.9

%
1.

33
%

A
S

S
東

北
18

4.
6%

1,
70

0
85

.9
%

28
.4

4%
46

.8
%

2.
06

%
A

S
S

関
東

17
0.

2%
4,

87
5

84
.6

%
11

.0
8%

41
.5

%
1.

37
%

A
S

S
信

越
17

6.
1%

81
0

56
.1

%
21

.4
3%

39
.1

%
2.

70
%

A
S

S
北

陸
13

3.
4%

43
1

63
.2

%
28

.1
4%

38
.5

%
3.

12
%

A
S

S
東

海
19

1.
6%

1,
97

0
95

.6
%

13
.7

6%
67

.4
%

2.
36

%
A

S
S

近
畿

15
4.

2%
2,

00
1

90
.8

%
32

.2
2%

46
.8

%
3.

37
%

A
S

S
中

国
16

4.
3%

1,
33

1
90

.8
%

38
.2

2%
58

.0
%

3.
42

%
A

S
S

四
国

13
3.

9%
59

7
65

.7
%

28
.1

0%
45

.3
%

2.
67

%
A

S
S

九
州

15
7.

0%
1,

94
7

83
.6

%
34

.2
9%

56
.7

%
3.

80
%

A
S

S
沖

縄
16

4.
6%

13
5

21
8.

2%
23

.5
7%

88
.1

%
3.

26
%

A
S

S

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

15
2

16
,9

65
A

+
61

1,
39

4
A

S
北

海
道

S
+

22
8

1,
16

8
A

+
8

25
S

S
東

北
S

+
53

1
1,

70
0

A
+

12
49

S
S

関
東

C
-1

,0
82

4,
87

5
B

-3
5

63
5

C
S

信
越

S
+

28
3

81
0

A
+

12
29

S
S

北
陸

A
+

67
43

1
A

+
12

18
A

S
東

海
A

+
18

2
1,

97
0

B
-9

24
9

B
S

近
畿

C
-9

77
2,

00
1

B
-3

23
8

C
S

中
国

S
+

28
7

1,
33

1
A

+
24

50
S

S
四

国
S

+
11

1
59

7
A

+
10

17
S

S
九

州
S

+
41

9
1,

94
7

A
+

11
63

S
S

沖
縄

S
+

10
3

13
5

A
+

19
21

S
S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況
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3
.7

G
H
z帯

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

評
価

結
果

•
ソ

フト
バ

ン
クは

、当
該

周
波

数
帯

を
5G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•

実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

基
地

局
数

は
他

社
に

⽐
べ

て
⼤

き
く低

い
も

の
の

⼈
⼝

カバ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

が
他

社
に

⽐
べ

て
特

に
⾼

く、
周

波
数

帯
の

平
均

的
な

電
波

の
利

⽤
状

況
と同

等
程

度
で

あ
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
評

価
は

「S
」〜

「C
」評

価
）

。し
か

しな
が

ら、
沖

縄
に

お
い

て
は

基
地

局
数

、
⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
とも

に
他

社
に

⽐
べ

て
低

い
。同

社
に

よ
れ

ば
、衛

星
との

⼲
渉

の
影

響
が

⼤
き

い
こと

か
ら、

5G
早

期
展

開
の

た
め

他
周

波
数

帯
の

5G
を

先
⾏

整
備

した
た

め
とし

て
い

る
が

、電
波

の
有

効
利

⽤
の

観
点

か
らは

、割
り当

て
られ

た
周

波
数

は
最

⼤
限

活
⽤

す
べ

き
で

あ
り、

基
地

局
数

及
び

カバ
ー

率
の

拡
⼤

に
つ

い
て

引
き

続
き

努
⼒

す
る

べ
き

で
あ

る
。

•
進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
（

屋
外

・屋
内

）
の

実
績

値
は

計
画

値
を

上
回

って
お

り、
認

定
され

た
開

設
計

画
を

適
切

に
実

施
して

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
ら

の
総

合
評

価
は

「A
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「A

」評
価

）
。東

北
・信

越
・中

国
の

技
術

導
⼊

状
況

に
お

い
て

8M
IM

O
対

応
基

地
局

数
が

減
少

して
い

る
と

ころ
、同

社
に

よ
れ

ば
、⽀

障
移

転
や

周
波

数
追

加
に

よ
る

も
の

とし
て

お
り、

空
間

多
重

⽅
式

は
需

要
に

合
わ

せ
適

切
な

タイ
ミン

グ
で

の
導

⼊
を

検
討

す
る

とし
て

い
る

が
、通

信
量

の
増

加
に

備
え

、伝
送

容
量

を
増

や
す

こと
が

可
能

な
⾼

度
化

空
間

多
重

技
術

の
利

⽤
に

つ
い

て
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

60
.0

%
6,

12
3

12
0.

8%
31

.7
7%

15
1.

7%
7.

28
%

A
S

S
北

海
道

78
.1

%
57

1
15

5.
9%

62
.5

0%
19

9.
0%

5.
77

%
A

S
S

東
北

85
.7

%
78

9
16

0.
3%

53
.0

6%
18

1.
6%

7.
99

%
A

S
S

関
東

28
.7

%
82

3
93

.4
%

12
.2

3%
14

7.
9%

4.
88

%
A

S
S

信
越

53
.0

%
24

4
11

6.
0%

44
.3

2%
11

5.
9%

8.
00

%
A

S
S

北
陸

10
8.

7%
35

1
14

5.
6%

64
.7

8%
15

7.
8%

12
.7

8%
S

S
S

東
海

55
.7

%
57

3
15

8.
2%

22
.7

8%
17

7.
1%

6.
20

%
A

S
S

近
畿

59
.5

%
77

2
10

3.
7%

36
.8

0%
13

3.
2%

9.
59

%
A

S
S

中
国

93
.8

%
76

0
13

0.
0%

54
.7

3%
13

1.
0%

7.
73

%
S

S
S

四
国

73
.3

%
32

7
13

0.
3%

55
.7

6%
13

1.
9%

7.
78

%
A

S
S

九
州

72
.6

%
90

0
11

4.
4%

46
.9

0%
12

6.
7%

8.
49

%
A

S
S

沖
縄

15
.9

%
13

20
.9

%
2.

26
%

10
.0

%
0.

37
%

C
S

C

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

2,
59

6
6,

12
3

A
+

18
5

33
5

A
S

北
海

道
S

+
35

3
57

1
A

+
5

12
S

B
東

北
S

+
41

4
78

9
A

+
7

9
S

C
関

東
A

+
51

8
82

3
A

+
10

0
15

7
A

S
信

越
A

+
79

24
4

A
+

7
10

A
C

北
陸

S
+

18
3

35
1

A
+

2
8

S
B

東
海

A
+

13
2

57
3

A
+

12
30

A
S

近
畿

A
+

32
7

77
2

A
+

29
58

A
S

中
国

S
+

31
5

76
0

A
+

5
14

S
C

四
国

S
+

10
7

32
7

A
+

1
3

S
S

九
州

A
+

16
5

90
0

A
+

15
32

A
S

沖
縄

A
+

3
13

A
+

2
2

A
S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況
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3
.7

G
H
z帯

楽
天

モ
バ

イ
ル

評
価

結
果

•楽
天

モ
バ

イル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
5G

の
エ

リア
カバ

レ
ッジ

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

基
地

局
数

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
は

他
社

に
⽐

べ
て

低
い

も
の

の
⼈

⼝
カバ

ー
率

が
他

社
に

⽐
べ

て
⾼

く、
周

波
数

帯
の

平
均

的
な

電
波

の
利

⽤
状

況
と同

等
程

度
で

あ
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
評

価
は

「S
」〜

「C
」評

価
）

。し
か

しな
が

ら、
信

越
等

の
４

地
域

で
は

、⼈
⼝

カバ
ー

率
も

他
社

に
⽐

べ
て

低
い

。同
社

に
よ

れ
ば

、特
に

関
東

、東
海

及
び

近
畿

の
⾼

トラ
ヒッ

ク地
域

か
ら重

点
的

に
基

地
局

を
開

設
した

た
め

で
あ

り、
引

き
続

き
全

国
的

な
5G

の
エ

リア
カバ

レ
ッジ

の
拡

⼤
に

取
り組

む
とし

て
い

る
が

、電
波

の
有

効
利

⽤
の

観
点

か
ら

は
、割

り当
て

られ
た

周
波

数
は

最
⼤

限
活

⽤
す

べ
き

で
あ

り、
基

地
局

数
及

び
カバ

ー
率

の
拡

⼤
に

つ
い

て
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
（

屋
外

・屋
内

）
の

実
績

値
は

計
画

値
を

上
回

って
お

り、
認

定
され

た
開

設
計

画
を

適
切

に
実

施
して

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「A
」評

価
）

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

87
0

9,
76

1
A

+
37

1
1,

29
2

A
S

北
海

道
A

+
11

9
58

7
A

+
8

36
A

S
東

北
A

+
99

58
7

A
+

15
51

A
S

関
東

A
+

16
9

4,
06

4
A

+
10

2
64

8
A

S
信

越
A

+
49

24
8

A
+

7
19

A
S

北
陸

A
+

23
15

7
A

+
13

20
A

S
東

海
A

+
98

1,
04

6
A

+
36

10
8

A
S

近
畿

A
+

13
0

1,
47

7
A

+
12

6
26

3
A

S
中

国
A

+
45

36
6

A
+

14
43

A
S

四
国

A
+

38
24

9
A

+
14

24
A

S
九

州
A

+
83

83
9

A
+

28
65

A
S

沖
縄

A
+

17
14

1
A

+
8

15
A

S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

95
.7

%
9,

76
1

11
6.

0%
30

.5
0%

96
.0

%
4.

61
%

A
S

S
北

海
道

80
.3

%
58

7
91

.7
%

36
.7

8%
12

6.
9%

3.
68

%
A

S
S

東
北

63
.7

%
58

7
72

.4
%

23
.9

6%
96

.4
%

4.
24

%
B

S
B

関
東

14
1.

9%
4,

06
4

20
9.

8%
27

.4
8%

14
7.

9%
4.

88
%

S
S

S
信

越
53

.9
%

24
8

68
.2

%
26

.0
6%

76
.4

%
5.

27
%

C
S

C
北

陸
48

.6
%

15
7

50
.9

%
22

.6
7%

72
.5

%
5.

87
%

C
S

C
東

海
10

1.
8%

1,
04

6
12

6.
8%

18
.2

6%
11

7.
4%

4.
11

%
S

S
S

近
畿

11
3.

8%
1,

47
7

15
8.

7%
56

.3
3%

13
8.

5%
9.

97
%

S
S

S
中

国
45

.2
%

36
6

46
.7

%
19

.6
8%

42
.7

%
2.

52
%

C
S

C
四

国
55

.8
%

24
9

47
.8

%
20

.4
5%

52
.7

%
3.

11
%

C
S

C
九

州
67

.7
%

83
9

73
.2

%
30

.0
2%

79
.1

%
5.

30
%

B
S

B
沖

縄
17

2.
0%

14
1

11
6.

3%
12

.5
6%

18
8.

1%
6.

96
%

S
S

S

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価
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4
.0

G
H
z帯

K
D
D
I/

沖
縄

セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
5G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•当

該
周

波
数

帯
は

同
社

の
み

に
割

り当
て

られ
て

い
る

た
め

、基
地

局
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

に
係

る
他

社
との

⽐
較

に
よ

る
実

績
評

価
は

⾏
って

い
な

い
（

「R
」評

価
）

。同
社

に
よ

れ
ば

、開
設

計
画

どお
りに

基
地

局
を

開
設

して
お

り、
5G

端
末

普
及

に
応

じて
適

時
適

切
に

4.
0G

H
z帯

の
展

開
を

進
め

る
とし

て
い

る
が

、基
地

局
数

及
び

カバ
ー

率
は

低
い

こと
か

ら、
電

波
の

有
効

利
⽤

の
観

点
か

らは
、割

り当
て

られ
た

周
波

数
は

最
⼤

限
活

⽤
す

べ
き

で
あ

り、
基

地
局

数
及

び
カバ

ー
率

の
拡

⼤
に

つ
い

て
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
（

屋
外

・屋
内

）
の

実
績

値
は

計
画

値
を

上
回

って
お

り、
認

定
され

た
開

設
計

画
を

適
切

に
実

施
して

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「B
」評

価
）

。

※
4.

0G
H

z帯
の

周
波

数
割

当
て

は
１

者
の

み
で

あ
り、

平
均

値
が

⽰
せ

な
い

こと
か

ら、
基

地
局

数
、⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
の

評
価

は
実

施
して

い
な

い
。そ

の
た

め
、総

合
評

価
に

つ
い

て
も

実
施

して
い

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

-
85

3
-

0.
31

%
-

0.
05

%
-

S
R

北
海

道
-

10
0

-
0.

39
%

-
0.

02
%

-
S

R
東

北
-

14
0

-
0.

38
%

-
0.

06
%

-
S

R
関

東
-

14
9

-
0.

07
%

-
0.

02
%

-
S

R
信

越
-

49
-

0.
12

%
-

0.
05

%
-

S
R

北
陸

-
32

-
0.

16
%

-
0.

04
%

-
S

R
東

海
-

56
-

0.
10

%
-

0.
04

%
-

S
R

近
畿

-
35

-
0.

00
%

-
0.

01
%

-
S

R
中

国
-

55
-

0.
23

%
-

0.
03

%
-

S
R

四
国

-
32

-
0.

47
%

-
0.

03
%

-
A

R
九

州
-

78
-

0.
10

%
-

0.
03

%
-

S
R

沖
縄

-
12

7
-

16
.3

8%
-

2.
29

%
-

S
R

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

(※
)

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

23
1

85
3

A
+

25
1,

35
8

A
S

北
海

道
A

+
7

10
0

A
+

5
22

A
S

東
北

A
+

10
14

0
A

+
9

46
A

S
関

東
A

+
85

14
9

B
-5

6
61

4
B

S
信

越
A

+
4

49
A

+
8

25
A

S
北

陸
A

+
8

32
A

+
11

17
A

S
東

海
A

+
6

56
B

-6
25

2
B

S
近

畿
A

+
4

35
A

+
13

25
4

A
S

中
国

A
+

2
55

A
+

23
49

A
S

四
国

A
±

0
32

A
+

10
17

A
S

九
州

A
+

1
78

A
+

3
55

A
S

沖
縄

S
+

10
4

12
7

A
+

5
7

S
S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況
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4
.5

G
H
z帯

N
T
T
ド
コ

モ
評

価
結

果
•N

TT
ドコ

モ
は

、当
該

周
波

数
帯

を
5G

の
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•当

該
周

波
数

帯
は

同
社

の
み

に
割

り当
て

られ
て

い
る

た
め

、基
地

局
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

に
係

る
他

社
との

⽐
較

に
よ

る
実

績
評

価
は

⾏
って

い
な

い
（

「R
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
（

屋
外

）
は

計
画

値
を

⼤
き

く上
回

り、
基

地
局

数
（

屋
内

）
は

計
画

値
を

上
回

って
お

り、
認

定
され

た
開

設
計

画
を

適
切

に
実

施
して

お
り、

ま
た

計
画

値
を

⼤
き

く上
回

って
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「A

」評
価

）
。

※
4.

5G
H

z帯
の

周
波

数
割

当
て

は
１

者
の

み
で

あ
り、

平
均

値
が

⽰
せ

な
い

こと
か

ら、
基

地
局

数
、⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
の

評
価

は
実

施
して

い
な

い
。そ

の
た

め
、総

合
評

価
に

つ
い

て
も

実
施

して
い

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

-
9,

05
2

-
42

.4
7%

-
5.

87
%

-
S

R
北

海
道

-
78

7
-

32
.0

1%
-

0.
78

%
-

S
R

東
北

-
64

8
-

23
.3

4%
-

1.
80

%
-

S
R

関
東

-
3,

26
5

-
48

.7
2%

-
15

.8
7%

-
S

R
信

越
-

19
0

-
19

.8
9%

-
6.

08
%

-
S

R
北

陸
-

11
6

-
26

.1
7%

-
6.

42
%

-
S

R
東

海
-

1,
19

9
-

55
.6

3%
-

12
.6

2%
-

S
R

近
畿

-
1,

54
8

-
59

.6
2%

-
13

.1
0%

-
S

R
中

国
-

48
6

-
27

.7
5%

-
7.

07
%

-
S

R
四

国
-

14
0

-
13

.9
2%

-
3.

17
%

-
S

R
九

州
-

54
7

-
21

.3
9%

-
5.

37
%

-
S

R
沖

縄
-

12
6

-
54

.6
8%

-
11

.6
0%

-
S

R

⾯
積

カバ
ー

率
基

地
局

数
⼈

⼝
カバ

ー
率

評
価

(※
)

技
術

導
⼊

率
総

合
的

な
評

価

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

S
+

6,
92

5
9,

05
2

A
+

1,
39

2
2,

46
1

S
S

北
海

道
S

+
59

4
78

7
A

+
96

14
9

S
S

東
北

S
+

27
4

64
8

A
+

70
83

S
S

関
東

S
+

2,
91

3
3,

26
5

A
+

54
5

1,
12

0
S

S
信

越
A

+
60

19
0

A
+

58
67

A
S

北
陸

A
+

27
11

6
A

+
41

48
A

S
東

海
S

+
1,

01
5

1,
19

9
A

+
12

4
20

9
S

S
近

畿
S

+
1,

32
0

1,
54

8
A

+
69

21
3

S
S

中
国

S
+

30
2

48
6

A
+

93
12

4
S

S
四

国
S

+
93

14
0

A
+

50
58

S
S

九
州

A
+

23
5

54
7

A
+

22
6

35
6

A
S

沖
縄

S
+

92
12

6
A

+
20

34
S

S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況
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2
8
G
H
z帯

N
T
T
ド
コ

モ
評

価
結

果

•N
TT

ドコ
モ

は
、当

該
周

波
数

帯
を

5G
の

ス
ポ

ット
的

な
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、各
社

とも
⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
に

関
す

る
⼗

分
な

実
績

が
な

い
た

め
、他

社
との

⽐
較

に
よ

る
実

績
評

価
は

⾏
って

い
な

い
（

「R
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
（

屋
外

・屋
内

）
の

実
績

値
は

計
画

値
を

上
回

って
お

り、
認

定
され

た
開

設
計

画
を

適
切

に
実

施
して

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。

※
⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
に

つ
い

て
は

、各
社

とも
⼗

分
な

実
績

が
な

い
た

め
、平

均
⽐

は
⽰

せ
て

い
な

い
。そ

の
た

め
、総

合
評

価
に

つ
い

て
も

実
施

して
い

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

62
.5

%
2,

96
9

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R
北

海
道

13
4.

0%
44

1
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

東
北

11
4.

9%
43

1
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

関
東

22
.9

%
38

9
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

信
越

11
2.

6%
17

9
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

北
陸

11
9.

8%
11

5
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

東
海

53
.7

%
26

1
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

近
畿

47
.5

%
35

9
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

中
国

11
9.

5%
28

2
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

四
国

97
.9

%
14

0
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

九
州

82
.2

%
33

8
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

沖
縄

51
.5

%
34

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R

⾯
積

カ
バ

ー
率

(※
)

基
地

局
数

⼈
⼝

カ
バ

ー
率

(※
)

評
価

技
術

導
⼊

率

総
合

的
な

評
価

(※
)

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

84
2

2,
96

9
A

+
1,

27
7

1,
42

5
A

S
北

海
道

S
+

24
8

44
1

A
+

80
83

S
S

東
北

A
+

57
43

1
A

+
49

82
A

S
関

東
A

+
37

38
9

A
+

45
2

50
2

A
S

信
越

A
+

49
17

9
A

+
44

44
A

S
北

陸
A

+
26

11
5

A
+

44
46

A
S

東
海

A
+

77
26

1
A

+
13

1
13

8
A

S
近

畿
A

+
13

1
35

9
A

+
15

5
17

2
A

S
中

国
A

+
98

28
2

A
+

69
10

0
A

S
四

国
S

+
93

14
0

S
+

10
6

10
7

S
S

九
州

A
+

26
33

8
A

+
14

1
14

5
A

S
沖

縄
A

±
0

34
A

+
6

6
A

S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況
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2
8
G
H
z帯

K
D
D
I/

沖
縄

セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
5G

の
ス

ポ
ット

的
な

トラ
ヒッ

ク対
策

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、各

社
とも

⼈
⼝

カバ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

に
関

す
る

⼗
分

な
実

績
が

な
い

た
め

、他
社

との
⽐

較
に

よ
る

実
績

評
価

は
⾏

って
い

な
い

（
「R

」評
価

）
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

基
地

局
数

（
屋

外
・屋

内
）

の
実

績
値

は
計

画
値

を
上

回
って

お
り、

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「A
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「A

」
〜

「B
」評

価
）

。

※
⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
に

つ
い

て
は

、各
社

とも
⼗

分
な

実
績

が
な

い
た

め
、平

均
⽐

は
⽰

せ
て

い
な

い
。そ

の
た

め
、総

合
評

価
に

つ
い

て
も

実
施

して
い

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

59
.8

%
2,

84
0

-
0.

19
%

-
0.

02
%

-
S

R
北

海
道

35
.3

%
11

6
-

0.
01

%
-

0.
00

%
-

S
R

東
北

45
.6

%
17

1
-

0.
02

%
-

0.
01

%
-

S
R

関
東

74
.6

%
1,

26
4

-
0.

34
%

-
0.

07
%

-
S

R
信

越
79

.2
%

12
6

-
0.

13
%

-
0.

03
%

-
S

R
北

陸
44

.8
%

43
-

0.
00

%
-

0.
01

%
-

S
R

東
海

52
.3

%
25

4
-

0.
21

%
-

0.
04

%
-

S
R

近
畿

41
.0

%
31

0
-

0.
19

%
-

0.
02

%
-

S
R

中
国

48
.7

%
11

5
-

0.
03

%
-

0.
01

%
-

S
R

四
国

65
.0

%
93

-
0.

05
%

-
0.

01
%

-
S

R
九

州
74

.9
%

30
8

-
0.

03
%

-
0.

01
%

-
S

R
沖

縄
60

.6
%

40
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

⾯
積

カ
バ

ー
率

(※
)

基
地

局
数

⼈
⼝

カ
バ

ー
率

(※
)

評
価

技
術

導
⼊

率

総
合

的
な

評
価

(※
)

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

54
9

2,
84

0
A

+
20

1,
35

3
A

S
北

海
道

A
+

18
11

6
A

+
5

22
A

S
東

北
A

+
14

17
1

A
+

16
53

A
S

関
東

A
+

22
4

1,
26

4
B

-9
0

58
0

B
S

信
越

A
±

0
12

6
A

+
12

29
A

S
北

陸
A

+
10

43
A

+
11

17
A

S
東

海
A

+
12

1
25

4
B

-1
0

24
8

B
S

近
畿

A
+

14
4

31
0

A
+

11
25

2
A

S
中

国
A

+
1

11
5

A
+

40
66

A
S

四
国

A
±

0
93

A
+

10
17

A
S

九
州

A
±

0
30

8
A

+
3

55
A

S
沖

縄
A

+
17

40
A

+
12

14
A

S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況
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2
8
G
H
z帯

ソ
フ

ト
バ

ン
ク

評
価

結
果

•ソ
フト

バ
ン

クは
、当

該
周

波
数

帯
を

5G
の

ス
ポ

ット
的

な
トラ

ヒッ
ク対

策
の

た
め

に
活

⽤
して

い
る

。
•実

績
評

価
に

お
い

て
は

、各
社

とも
⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
に

関
す

る
⼗

分
な

実
績

が
な

い
た

め
、他

社
との

⽐
較

に
よ

る
実

績
評

価
は

⾏
って

い
な

い
（

「R
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
基

地
局

数
（

屋
外

・屋
内

）
の

実
績

値
は

計
画

値
を

上
回

って
お

り、
認

定
され

た
開

設
計

画
を

適
切

に
実

施
して

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。

※
⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
に

つ
い

て
は

、各
社

とも
⼗

分
な

実
績

が
な

い
た

め
、平

均
⽐

は
⽰

せ
て

い
な

い
。そ

の
た

め
、総

合
評

価
に

つ
い

て
も

実
施

して
い

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

83
.0

%
3,

94
4

-
0.

01
%

-
0.

05
%

-
S

R
北

海
道

62
.3

%
20

5
-

0.
03

%
-

0.
03

%
-

S
R

東
北

91
.2

%
34

2
-

0.
01

%
-

0.
04

%
-

S
R

関
東

68
.0

%
1,

15
3

-
0.

01
%

-
0.

04
%

-
S

R
信

越
66

.0
%

10
5

-
0.

01
%

-
0.

02
%

-
S

R
北

陸
74

.0
%

71
-

0.
02

%
-

0.
07

%
-

S
R

東
海

81
.3

%
39

5
-

0.
01

%
-

0.
05

%
-

S
R

近
畿

14
3.

8%
1,

08
7

-
0.

01
%

-
0.

05
%

-
S

R
中

国
80

.5
%

19
0

-
0.

04
%

-
0.

05
%

-
S

R
四

国
68

.5
%

98
-

0.
01

%
-

0.
08

%
-

S
R

九
州

57
.7

%
23

7
-

0.
02

%
-

0.
06

%
-

S
R

沖
縄

92
.4

%
61

-
0.

03
%

-
0.

31
%

-
S

R

⾯
積

カ
バ

ー
率

(※
)

基
地

局
数

⼈
⼝

カ
バ

ー
率

(※
)

評
価

技
術

導
⼊

率

総
合

的
な

評
価

(※
)

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

2,
56

7
3,

94
4

A
+

14
2

29
2

A
S

北
海

道
A

+
72

20
5

A
+

5
12

A
S

東
北

A
+

15
2

34
2

A
+

5
7

A
S

関
東

A
+

83
8

1,
15

3
A

+
77

13
4

A
S

信
越

A
+

34
10

5
A

+
5

8
A

S
北

陸
A

+
38

71
A

+
2

8
A

S
東

海
A

+
27

9
39

5
A

+
13

31
A

S
近

畿
S

+
90

3
1,

08
7

A
+

23
52

S
S

中
国

A
+

75
19

0
A

+
5

14
A

S
四

国
A

+
50

98
A

±
0

2
A

S
九

州
A

+
71

23
7

A
+

6
23

A
S

沖
縄

S
+

55
61

A
+

1
1

S
S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況
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2
8
G
H
z帯

楽
天

モ
バ

イ
ル

評
価

結
果

•楽
天

モ
バ

イル
は

、当
該

周
波

数
帯

を
5G

の
ス

ポ
ット

的
な

トラ
ヒッ

ク対
策

の
た

め
に

活
⽤

して
い

る
。

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、各

社
とも

⼈
⼝

カバ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

に
関

す
る

⼗
分

な
実

績
が

な
い

た
め

、他
社

との
⽐

較
に

よ
る

実
績

評
価

は
⾏

って
い

な
い

（
「R

」評
価

）
。

•進
捗

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

基
地

局
数

（
屋

外
）

は
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
り、

基
地

局
数

（
屋

内
）

は
計

画
値

を
上

回
って

お
り、

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
お

り、
ま

た
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」評

価
）

。

※
⼈

⼝
カバ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
に

つ
い

て
は

、各
社

とも
⼗

分
な

実
績

が
な

い
た

め
、平

均
⽐

は
⽰

せ
て

い
な

い
。そ

の
た

め
、総

合
評

価
に

つ
い

て
も

実
施

して
い

な
い

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

19
4.

7%
9,

25
4

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R
北

海
道

16
8.

7%
55

5
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

東
北

14
8.

3%
55

6
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

関
東

23
4.

5%
3,

97
4

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R
信

越
14

1.
5%

22
5

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R
北

陸
16

1.
5%

15
5

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R
東

海
21

2.
8%

1,
03

4
-

0.
00

%
-

0.
00

%
-

S
R

近
畿

16
7.

9%
1,

26
9

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R
中

国
15

0.
8%

35
6

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R
四

国
16

9.
2%

24
2

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R
九

州
18

5.
2%

76
1

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R
沖

縄
19

2.
4%

12
7

-
0.

00
%

-
0.

00
%

-
S

R

⾯
積

カ
バ

ー
率

(※
)

基
地

局
数

⼈
⼝

カ
バ

ー
率

(※
)

評
価

技
術

導
⼊

率

総
合

的
な

評
価

(※
)

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

S
+

4,
68

8
9,

25
4

A
+

36
5

1,
28

6
S

S
北

海
道

S
+

27
9

55
5

A
+

8
36

S
S

東
北

S
+

30
0

55
6

A
+

15
51

S
S

関
東

S
+

1,
50

5
3,

97
4

A
+

92
63

8
S

S
信

越
S

+
12

6
22

5
A

+
8

20
S

S
北

陸
S

+
99

15
5

A
+

13
20

S
S

東
海

S
+

65
3

1,
03

4
A

+
36

10
8

S
S

近
畿

S
+

71
1

1,
26

9
A

+
12

7
26

4
S

S
中

国
S

+
22

9
35

6
A

+
13

42
S

S
四

国
S

+
14

8
24

2
A

+
14

24
S

S
九

州
S

+
54

3
76

1
A

+
32

69
S

S
沖

縄
S

+
95

12
7

A
+

7
14

S
S

基
地

局
数

（
屋

外
）

基
地

局
数

（
屋

内
）

総
合

的
な

評
価

技
術

導
⼊

状
況
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果

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
は

他
社

に
⽐

べ
て

低
い

も
の

の
5G

基
盤

展
開

率
が

他
社

に
⽐

べ
て

⾼
く、

平
均

的
な

電
波

の
利

⽤
状

況
と同

等
程

度
で

あ
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

評
価

は
「A

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
5G

⾼
度

特
定

基
地

局
数

の
実

績
値

は
計

画
値

を
上

回
り、

5G
基

盤
展

開
率

は
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

お
り、

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
お

り、
ま

た
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

81
9

2,
68

3
S

+
12

.8
5

54
.6

1%
S

北
海

道
S

+
24

8
44

1
S

+
27

.1
1

48
.3

0%
S

東
北

A
+

54
42

8
S

+
2.

82
53

.0
9%

S
関

東
S

+
11

3
31

2
S

+
3.

16
51

.8
2%

S
信

越
A

+
39

16
9

S
+

1.
80

48
.2

0%
S

北
陸

A
+

24
11

3
S

+
14

.8
4

72
.2

6%
S

東
海

A
+

33
19

6
S

+
7.

71
58

.0
2%

S
近

畿
S

+
10

7
24

6
S

+
18

.1
6

64
.0

3%
S

中
国

S
+

97
28

1
S

+
21

.8
2

69
.6

1%
S

四
国

S
+

92
13

9
S

+
35

.3
2

53
.9

7%
S

九
州

A
+

12
32

4
S

+
1.

97
53

.2
0%

S
沖

縄
A

±
0

34
A

±
0.

00
36

.9
6%

A

総
合

的
な

評
価

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
5G

基
盤

展
開

率

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

77
.0

%
2,

68
3

16
1.

1%
54

.6
1%

A
北

海
道

13
7.

8%
44

1
18

0.
2%

48
.3

0%
S

東
北

12
0.

6%
42

8
15

2.
6%

53
.0

9%
S

関
東

29
.5

%
31

2
13

7.
5%

51
.8

2%
A

信
越

12
4.

3%
16

9
14

6.
1%

48
.2

0%
S

北
陸

12
5.

6%
11

3
17

8.
4%

72
.2

6%
S

東
海

57
.6

%
19

6
15

1.
5%

58
.0

2%
A

近
畿

53
.6

%
24

6
16

5.
0%

64
.0

3%
A

中
国

13
1.

3%
28

1
17

9.
4%

69
.6

1%
S

四
国

11
3.

9%
13

9
16

6.
1%

53
.9

7%
S

九
州

95
.0

%
32

4
16

1.
7%

53
.2

0%
A

沖
縄

68
.0

%
34

13
4.

9%
36

.9
6%

A

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
5G

基
盤

展
開

率
評

価
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、
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沖
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セ
ル

ラ
ー

電
話

評
価

結
果

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、

全
国

の
5G

⾼
度

特
定

基
地

局
数

及
び

5G
基

盤
展

開
率

の
実

績
値

は
他

社
に

⽐
べ

て
⼤

き
く低

く、
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⾮

常
に

⼤
き

く下
回

って
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
評

価
は

「C
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

評
価

は
「B

」〜
「C

」評
価

）
。同

社
に

よ
れ

ば
、開

設
計

画
に

従
い

基
地

局
を

展
開

して
い

る
とし

て
い

る
が

、5
Gの

早
期

普
及

の
観

点
か

ら、
5G

基
盤

展
開

の
拡

⼤
に

つ
い

て
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、
全

国
の

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
及

び
5G

基
盤

展
開

率
とも

に
計

画
値

を
上

回
って

お
り、

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「A
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」〜
「A

」評
価

）
。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

63
68

5
A

+
0.

47
14

.4
0%

A
北

海
道

A
+

7
10

0
A

+
0.

33
10

.4
3%

A
東

北
A

+
10

14
0

A
+

0.
27

17
.7

4%
A

関
東

A
+

10
74

A
±

0.
00

16
.0

6%
A

信
越

A
+

4
49

A
+

0.
36

16
.5

5%
A

北
陸

A
+

8
32

S
+

3.
87

19
.3

5%
S

東
海

A
+

6
56

A
+

0.
93

16
.0

5%
A

近
畿

A
+

4
35

A
+

0.
66

10
.8

9%
A

中
国

A
+

2
55

A
±

0.
00

13
.7

7%
A

四
国

A
±

0
32

A
±

0.
00

12
.7

0%
A

九
州

A
+

1
78

A
±

0.
00

12
.6

4%
A

沖
縄

A
+

11
34

S
+

4.
35

29
.3

5%
S

総
合

的
な

評
価

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
5G

基
盤

展
開

率

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

19
.7

%
68

5
42

.5
%

14
.4

0%
C

北
海

道
31

.2
%

10
0

38
.9

%
10

.4
3%

C
東

北
39

.4
%

14
0

51
.0

%
17

.7
4%

C
関

東
7.

0%
74

42
.6

%
16

.0
6%

C
信

越
36

.0
%

49
50

.2
%

16
.5

5%
C

北
陸

35
.6

%
32

47
.8

%
19

.3
5%

C
東

海
16

.5
%

56
41

.9
%

16
.0

5%
C

近
畿

7.
6%

35
28

.1
%

10
.8

9%
C

中
国

25
.7

%
55

35
.5

%
13

.7
7%

C
四

国
26

.2
%

32
39

.1
%

12
.7

0%
C

九
州

22
.9

%
78

38
.4

%
12

.6
4%

C
沖

縄
68

.0
%

34
10

7.
1%

29
.3

5%
B

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
5G

基
盤

展
開

率
評

価
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3
.7

、
2
8
G
H
z帯

5
G
 ソ

フ
ト
バ

ン
ク

評
価

結
果

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、全

国
の

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
の

実
績

値
は

他
社

に
⽐

べ
て

⼤
き

く低
く、

5G
基

盤
展

開
率

の
実

績
値

は
他

社
に

⽐
べ

て
低

く、
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⼤

き
く下

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

評
価

は
「B

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
評

価
は

「B
」〜

「C
」評

価
）

。
北

海
道

及
び

沖
縄

に
お

い
て

は
、他

社
に

⽐
べ

て
⼤

き
く低

い
。同

社
に

よ
れ

ば
、5

G⾼
度

特
定

基
地

局
の

整
備

が
必

要
とな

る
トラ

ヒッ
ク需

要
が

発
⽣

し
た

場
合

に
当

該
基

地
局

を
整

備
す

る
た

め
とし

て
い

る
が

、5
Gの

早
期

普
及

の
観

点
か

ら、
5G

基
盤

展
開

の
拡

⼤
に

つ
い

て
引

き
続

き
努

⼒
す

る
べ

き
で

あ
る

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
5G

⾼
度

特
定

基
地

局
数

の
実

績
値

は
計

画
値

を
上

回
り、

5G
基

盤
展

開
率

は
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

お
り、

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
お

り、
ま

た
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

総
合

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
総

合
評

価
は

「S
」評

価
）

。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

A
+

86
0

1,
85

9
S

+
4.

93
27

.3
1%

S
北

海
道

A
+

49
18

2
S

+
1.

98
16

.5
8%

S
東

北
A

+
10

5
29

5
S

+
6.

58
32

.1
2%

S
関

東
S

+
21

5
32

2
S

+
7.

30
33

.3
3%

S
信

越
A

+
31

10
2

S
+

3.
24

28
.7

8%
S

北
陸

A
+

28
61

S
+

8.
39

29
.6

8%
S

東
海

A
+

71
15

4
S

+
7.

40
33

.0
2%

S
近

畿
S

+
22

2
29

4
S

+
8.

58
32

.0
1%

S
中

国
A

+
48

16
3

S
+

5.
71

35
.8

4%
S

四
国

A
+

27
75

S
+

4.
36

23
.4

1%
S

九
州

A
+

61
20

2
S

+
2.

79
25

.9
4%

S
沖

縄
A

+
3

9
S

+
1.

09
7.

61
%

S

総
合

的
な

評
価

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
5G

基
盤

展
開

率

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

53
.4

%
1,

85
9

80
.6

%
27

.3
1%

B
北

海
道

56
.9

%
18

2
61

.9
%

16
.5

8%
C

東
北

83
.1

%
29

5
92

.3
%

32
.1

2%
B

関
東

30
.4

%
32

2
88

.4
%

33
.3

3%
B

信
越

75
.0

%
10

2
87

.2
%

28
.7

8%
B

北
陸

67
.8

%
61

73
.3

%
29

.6
8%

B
東

海
45

.3
%

15
4

86
.2

%
33

.0
2%

B
近

畿
64

.1
%

29
4

82
.5

%
32

.0
1%

B
中

国
76

.2
%

16
3

92
.4

%
35

.8
4%

B
四

国
61

.5
%

75
72

.0
%

23
.4

1%
B

九
州

59
.2

%
20

2
78

.8
%

25
.9

4%
B

沖
縄

18
.0

%
9

27
.8

%
7.

61
%

C

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
5G

基
盤

展
開

率
評

価
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3
.7

、
2
8
G
H
z帯

及
び

1
.7

G
H
z帯

（
1
8
6
0
～

1
8
8
0
：
東

名
阪

以
外

）
５

G
 楽

天
モ

バ
イ

ル
評

価
結

果

•実
績

評
価

に
お

い
て

は
、

全
国

の
5G

⾼
度

特
定

基
地

局
数

及
び

5G
基

盤
展

開
率

の
実

績
値

は
他

社
に

⽐
べ

て
⾼

く、
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

も
の

と認
め

られ
、こ

れ
らの

評
価

は
「S

」評
価

で
あ

る
（

地
域

の
評

価
は

「S
」〜

「A
」評

価
）

。
•進

捗
評

価
に

お
い

て
は

、全
国

の
5G

⾼
度

特
定

基
地

局
数

及
び

5G
基

盤
展

開
率

の
実

績
値

とも
に

計
画

値
を

⼤
き

く上
回

って
お

り、
認

定
され

た
開

設
計

画
を

適
切

に
実

施
して

お
り、

ま
た

計
画

値
を

⼤
き

く上
回

って
い

る
も

の
と認

め
られ

、こ
れ

らの
総

合
評

価
は

「S
」評

価
で

あ
る

（
地

域
の

総
合

評
価

は
「S

」評
価

）
。

１
実

績
評

価

２
進

捗
評

価

【5
G】

【5
G】

評
価

計
画

値
差

実
績

値
評

価
計

画
値

差
実

績
値

全
国

S
+

4,
14

0
8,

70
6

S
+

3.
75

39
.1

4%
S

北
海

道
S

+
27

9
55

5
S

+
1.

64
31

.9
4%

S
東

北
S

+
30

0
55

6
S

+
1.

88
36

.4
2%

S
関

東
S

+
1,

05
8

3,
52

7
S

+
7.

30
49

.6
4%

S
信

越
S

+
12

4
22

3
S

+
2.

88
38

.4
9%

S
北

陸
S

+
96

15
2

S
+

3.
88

40
.6

5%
S

東
海

S
+

57
2

95
3

S
+

7.
41

46
.3

0%
S

近
畿

S
+

70
3

1,
26

1
S

+
8.

58
48

.1
8%

S
中

国
S

+
22

8
35

5
S

+
3.

11
35

.8
4%

S
四

国
S

+
14

6
24

0
S

+
2.

38
40

.0
8%

S
九

州
S

+
54

1
75

9
S

+
4.

10
39

.9
0%

S
沖

縄
S

+
93

12
5

S
+

1.
09

35
.8

7%
S

総
合

的
な

評
価

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
5G

基
盤

展
開

率

平
均

⽐
実

績
値

平
均

⽐
実

績
値

全
国

25
0.

0%
8,

70
6

11
5.

5%
39

.1
4%

S
北

海
道

17
3.

4%
55

5
11

9.
2%

31
.9

4%
S

東
北

15
6.

6%
55

6
10

4.
7%

36
.4

2%
A

関
東

33
3.

1%
3,

52
7

13
1.

7%
49

.6
4%

S
信

越
16

4.
0%

22
3

11
6.

6%
38

.4
9%

S
北

陸
16

8.
9%

15
2

10
0.

4%
40

.6
5%

A
東

海
28

0.
3%

95
3

12
0.

9%
46

.3
0%

S
近

畿
27

4.
7%

1,
26

1
12

4.
2%

48
.1

8%
S

中
国

16
5.

9%
35

5
92

.4
%

35
.8

4%
A

四
国

19
6.

7%
24

0
12

3.
3%

40
.0

8%
S

九
州

22
2.

6%
75

9
12

1.
3%

39
.9

0%
S

沖
縄

25
0.

0%
12

5
13

0.
9%

35
.8

7%
S

5G
⾼

度
特

定
基

地
局

数
5G

基
盤

展
開

率
評

価
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携
帯

電
話

及
び

全
国

BW
Aに

係
る

定
性

評
価

①

評
価

項
⽬

評
価

１
５

G
基

地
局

に
お

け
る

イ
ン

フラ
シ

ェア
リン

グ

【評
価

】
・

N
TT

ドコ
モ

、K
D

D
I/

沖
セ

ル
、ソ

フト
バ

ン
ク、

楽
天

モ
バ

イル
及

び
UQ

コミ
ュニ

ケ
ー

シ
ョン

ズ
は

、イ
ン

フラ
シ

ェア
リン

グ
の

実
績

が
あ

り、
今

後
、⼀

定
の

計
画

を
有

す
る

も
の

と認
め

られ
、「

ｂ
」評

価
とし

て
い

る
。K

D
D

I/
沖

セ
ル

、ソ
フト

バ
ン

クは
、⼗

分
な

実
績

が
あ

り、
イン

フラ
シ

ェア
リン

グ
基

地
局

数
は

前
年

度
に

⽐
べ

⼤
き

く増
加

して
お

り、
イン

フラ
シ

ェア
リン

グ
を

積
極

的
に

活
⽤

して
い

る
。N

TT
ドコ

モ
、U

Q
コミ

ュニ
ケ

ー
シ

ョン
ズ

は
、

調
査

時
点

で
実

績
は

多
くは

な
い

が
、イ

ン
フラ

シ
ェア

リン
グ

基
地

局
数

は
前

年
度

に
⽐

べ
増

加
して

お
り、

イン
フラ

シ
ェア

リン
グ

を
⼀

定
程

度
活

⽤
して

い
る

。楽
天

モ
バ

イル
は

、調
査

時
点

で
実

績
が

少
な

く、
イ

ン
フラ

シ
ェア

リン
グ

基
地

局
数

は
前

年
度

に
⽐

べ
微

増
に

留
ま

って
い

る
こと

か
ら、

積
極

的
な

活
⽤

を
期

待
す

る
。

・
W

CP
は

、5
G基

地
局

の
導

⼊
が

開
始

され
た

とこ
ろ

で
あ

り、
⼗

分
な

実
績

が
な

い
こと

か
ら、

本
評

価
は

⾏
わ

な
い

も
の

とす
る

（
「R

」評
価

）
が

、
今

後
の

イン
フラ

シ
ェア

リン
グ

の
取

組
を

注
視

して
い

くこ
とと

す
る

。

（
参

考
︓

有
効

利
⽤

評
価

⽅
針

）
※

特
に

考
慮

す
べ

き
事

項
が

あ
る

場
合

は
、未

評
価

（
R）

とす
る

。

事
業

者
N

TT
ドコ

モ
KD

D
I/

沖
セ

ル
ソ

フト
バ

ン
ク

楽
天

モ
バ

イル
UQ

W
CP

評
価

b
b

b
b

b
R

評
価

項
⽬

a
b

c
d

①
５

Ｇ
基

地
局

に
お

け
る

イン
フラ

シ
ェア

リン
グ

ｂ
に

加
え

て
、新

技
術

の
開

発
や

導
⼊

に
積

極
的

に
取

り
組

ん
で

い
る

（
⼜

は
計

画
を

有
して

い
る

）
。

イ
ン

フラ
シ

ェア
リン

グ
の

実
績

が
あ

り、
今

後
、⼀

定
の

計
画

を
有

して
い

る
。

イ
ン

フラ
シ

ェア
リン

グ
の

実
績

は
あ

る
も

の
の

、今
後

の
計

画
が

な
い

（
⼜

は
不

⼗
分

で
あ

る
）

。

イ
ン

フラ
シ

ェア
リン

グ
の

実
績

が
な

く、
ま

た
今

後
の

計
画

も
な

い
。
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携
帯

電
話

及
び

全
国

BW
Aに

係
る

定
性

評
価

②

評
価

項
⽬

評
価

2

安
全

・信
頼

性
の

確
保 ①

災
害

対
策

②
通

信
障

害
対

策
③

セ
キ

ュリ
テ

ィ対
策

【評
価

】
・

安
全

・信
頼

性
の

確
保

に
つ

い
て

は
、災

害
対

策
、通

信
障

害
対

策
、セ

キ
ュリ

テ
ィ対

策
に

着
⽬

して
評

価
を

⾏
った

。各
事

業
者

に
よ

って
対

策
⼿

法
は

異
な

る
も

の
の

、災
害

対
策

に
つ

い
て

は
、災

害
発

⽣
時

の
通

信
の

継
続

性
の

確
保

に
向

け
た

取
組

（
⼤

・中
ゾ

ー
ン

基
地

局
の

設
置

、衛
星

回
線

の
活

⽤
、可

搬
基

地
局

の
整

備
、⻑

時
間

の
電

源
確

保
等

）
を

図
って

い
る

。通
信

障
害

対
策

に
つ

い
て

は
、シ

ス
テ

ム
監

視
や

障
害

検
知

対
策

の
強

化
を

図
って

い
る

。セ
キ

ュリ
テ

ィ対
策

に
つ

い
て

は
、サ

プ
ライ

チ
ェー

ン
リス

クや
セ

キ
ュリ

テ
ィ確

保
に

向
け

た
体

制
を

確
保

して
い

る
。

・
前

年
度

に
⽐

べ
、N

TT
ドコ

モ
は

、通
信

障
害

対
策

、K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、災
害

対
策

、ソ
フト

バ
ン

ク及
び

W
CP

は
、災

害
・通

信
障

害
・セ

キ
ュリ

テ
ィ対

策
、楽

天
モ

バ
イ

ル
は

、災
害

・通
信

障
害

対
策

、U
Q

コミ
ュニ

ケ
ー

シ
ョン

ズ
は

、通
信

障
害

対
策

の
改

善
が

⾒
られ

る
も

の
と認

め
られ

、
「b

」評
価

とし
て

い
る

。W
CP

は
、グ

ル
ー

プ
全

体
で

の
取

組
に

留
ま

って
い

る
こと

か
ら、

今
後

、独
⾃

の
対

策
を

講
じる

な
ど積

極
的

な
対

応
を

期
待

す
る

。こ
の

た
め

、今
後

、事
業

形
態

に
も

配
慮

しつ
つ

、各
社

独
⾃

の
取

組
の

評
価

の
在

り⽅
に

つ
い

て
、検

討
を

⾏
って

い
くこ

とと
した

い
。

（
参

考
︓

有
効

利
⽤

評
価

⽅
針

）
評

価
項

⽬
a

b
c

d

②
安

全
・信

頼
性

の
確

保

ｂ
に

加
え

て
、新

技
術

の
開

発
や

導
⼊

に
積

極
的

に
取

り
組

ん
で

い
る

（
⼜

は
計

画
を

有
して

い
る

）
。

過
去

の
経

験
等

を
踏

ま
え

、
前

年
度

に
⽐

べ
て

改
善

が
⾒

られ
る

。

⼀
定

の
取

組
は

あ
る

も
の

の
、

前
年

度
に

⽐
べ

て
改

善
が

⾒
られ

な
い

。
⼗

分
な

取
組

が
⾏

わ
れ

て
い

な
い

。

事
業

者
N

TT
ドコ

モ
KD

D
I/

沖
セ

ル
ソ

フト
バ

ン
ク

楽
天

モ
バ

イル
UQ

W
CP

評
価

b
b

b
b

b
b

77



携
帯

電
話

及
び

全
国

BW
Aに

係
る

定
性

評
価

③

評
価

項
⽬

評
価

3
デ

ー
タ

トラ
ヒッ

ク

【評
価

】
・

N
TT

ドコ
モ

、K
D

D
I/

沖
セ

ル
、ソ

フト
バ

ン
ク及

び
楽

天
モ

バ
イル

は
、割

当
て

を
受

け
た

周
波

数
帯

の
総

デ
ー

タト
ラヒ

ック
量

は
前

年
度

に
⽐

べ
増

加
して

お
り、

ユ
ー

ザ
ー

の
通

信
状

態
が

最
適

に
な

る
よ

う周
波

数
分

散
を

⾏
うな

ど、
トラ

ヒッ
クを

効
率

的
に

処
理

す
る

⼯
夫

が
な

され
て

い
る

も
の

と
認

め
られ

、「
ｂ

」評
価

とし
て

い
る

。
・

UQ
コミ

ュニ
ケ

ー
シ

ョン
ズ

は
、前

年
度

か
ら総

デ
ー

タト
ラヒ

ック
量

が
減

少
して

い
る

も
の

の
、同

社
に

よ
れ

ば
、5

G化
に

伴
い

⾃
社

グ
ル

ー
プ

の
4G

周
波

数
帯

を
利

⽤
して

い
る

とし
て

お
り、

トラ
ヒッ

クを
効

率
的

に
処

理
す

る
た

め
の

⼀
定

の
⼯

夫
が

な
され

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、「
c」

評
価

とし
て

い
る

。
・

W
CP

は
、総

デ
ー

タト
ラヒ

ック
量

は
前

年
度

に
⽐

べ
増

加
して

お
り、

ユ
ー

ザ
ー

の
通

信
状

態
が

最
適

に
な

る
よ

う⾃
社

グ
ル

ー
プ

に
お

い
て

周
波

数
分

散
を

⾏
うな

ど、
トラ

ヒッ
クを

効
率

的
に

処
理

す
る

⼀
定

の
⼯

夫
が

な
され

て
い

る
も

の
と認

め
られ

、「
b」

評
価

とし
て

い
る

。

（
参

考
︓

有
効

利
⽤

評
価

⽅
針

）
評

価
項

⽬
a

b
c

d

③
デ

ー
タト

ラヒ
ック

ｂ
に

加
え

て
、新

技
術

の
開

発
や

導
⼊

に
積

極
的

に
取

り
組

ん
で

い
る

（
⼜

は
計

画
を

有
して

い
る

）
。

トラ
ヒッ

クが
増

加
傾

向
に

あ
り、

ト
ラ

ヒッ
ク

を
効

率
的

に
処

理
す

る
た

め
の

⼯
夫

が
な

され
て

い
る

。

ト
ラ

ヒッ
ク

は
減

少
傾

向
に

あ
る

も
の

の
、ト

ラ
ヒッ

ク
を

効
率

的
に

処
理

す
る

た
め

の
⼯

夫
が

な
され

て
い

る
。

ト
ラ

ヒッ
ク

を
効

率
的

に
処

理
す

る
⼯

夫
が

な
され

て
い

な
い

。

事
業

者
N

TT
ドコ

モ
KD

D
I/

沖
セ

ル
ソ

フト
バ

ン
ク

楽
天

モ
バ

イル
UQ

W
CP

評
価

b
b

b
b

c
b
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携
帯

電
話

及
び

全
国

BW
Aに

係
る

定
性

評
価

④

評
価

項
⽬

評
価

4
電

波
の

割
当

て
を

受
け

て
い

な
い

者
等

（
M

VN
O

）
に

対
す

る
サ

ー
ビス

提
供

【評
価

】
・

各
事

業
者

は
、M

VN
O

に
対

す
る

サ
ー

ビス
提

供
を

積
極

的
に

⾏
って

お
り、

⾃
社

グ
ル

ー
プ

以
外

の
多

数
に

⾏
わ

れ
て

い
る

も
の

と認
め

られ
、「

ｂ
」評

価
とし

て
い

る
。N

TT
ドコ

モ
は

、前
年

度
と⽐

較
し

M
VN

O
事

業
者

数
が

微
減

、K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、前
年

度
と⽐

較
し

M
VN

O
事

業
者

数
は

微
増

とな
って

い
る

こと
か

ら、
今

後
、多

数
の

M
VN

O
へ

の
提

供
に

向
け

た
積

極
的

な
取

組
を

期
待

す
る

。ソ
フト

バ
ン

クは
、前

年
度

と⽐
較

しM
VN

O
事

業
者

数
が

⼤
き

く増
加

して
い

る
こと

か
ら、

積
極

的
に

取
り組

ん
で

い
る

。楽
天

モ
バ

イル
は

、前
年

度
は

M
VN

O
事

業
者

１
者

へ
の

提
供

で
あ

った
とこ

ろ
、事

業
者

数
は

増
加

して
お

り、
引

き
続

き
多

数
の

M
VN

O
へ

の
提

供
に

向
け

た
積

極
的

な
取

組
を

期
待

す
る

。U
Q

コミ
ュニ

ケ
ー

シ
ョン

ズ
及

び
W

CP
は

、⾃
社

グ
ル

ー
プ

以
外

へ
の

M
VN

O
提

供
が

拡
⼤

して
い

る
とこ

ろ
、引

き
続

き
⾃

社
グ

ル
ー

プ
以

外
の

多
数

の
M

VN
O

へ
の

提
供

に
向

け
た

積
極

的
な

取
組

を
期

待
す

る
。

（
参

考
︓

有
効

利
⽤

評
価

⽅
針

）

事
業

者
N

TT
ドコ

モ
KD

D
I/

沖
セ

ル
ソ

フト
バ

ン
ク

楽
天

モ
バ

イル
UQ

W
CP

評
価

b
b

b
b

b
b

評
価

項
⽬

a
b

c
d

④
電

波
の

割
当

て
を

受
け

て
い

な
い

者
等

（
Ｍ

Ｖ
Ｎ

Ｏ
）

に
対

す
る

サ
ー

ビ
ス

提
供

ｂ
に

加
え

て
、Ｍ

Ｖ
Ｎ

Ｏ
へ

の
更

な
る

開
放

に
積

極
的

に
取

り組
ん

で
い

る
。

Ｍ
Ｖ

Ｎ
Ｏ

へ
の

提
供

が
⾃

社
グ

ル
ー

プ
以

外
の

多
数

に
⾏

わ
れ

て
い

る
。

Ｍ
Ｖ

Ｎ
Ｏ

へ
の

提
供

が
⾃

社
グ

ル
ー

プ
内

に
留

ま
って

い
る

（
⼜

は
少

数
に

留
ま

って
い

る
）

。

Ｍ
Ｖ

Ｎ
Ｏ

へ
の

提
供

を
全

く
⾏

って
い

な
い

。

79



携
帯

電
話

及
び

全
国

BW
Aに

係
る

定
性

評
価

⑤
評

価
項

⽬
評

価

5
携

帯
電

話
の

上
空

利
⽤

及
び

Io
Tへ

の
取

組

○
上

空
利

⽤

【評
価

】
・

携
帯

電
話

の
上

空
利

⽤
に

つ
い

て
は

、N
TT

ドコ
モ

、K
D

D
I/

沖
セ

ル
及

び
ソ

フト
バ

ン
クは

、携
帯

電
話

の
上

空
利

⽤
の

拡
⼤

に
積

極
的

に
取

り組
ん

で
お

り、
ま

た
実

⽤
化

され
て

い
る

こと
か

ら、
「ｂ

」評
価

とし
て

い
る

。K
D

D
I/

沖
セ

ル
は

、本
年

度
、５

G
の

上
空

利
⽤

に
係

る
無

線
局

免
許

を
新

た
に

取
得

し、
サ

ー
ビス

提
供

に
向

け
た

準
備

を
進

め
て

い
る

とこ
ろ

とし
て

お
り、

５
G

上
空

利
⽤

の
サ

ー
ビス

提
供

開
始

に
期

待
す

る
。ソ

フト
バ

ン
クは

、
上

空
利

⽤
の

商
⽤

化
局

は
前

年
度

に
⽐

べ
微

増
に

留
ま

って
お

り、
今

後
、積

極
的

な
取

組
を

期
待

す
る

。楽
天

モ
バ

イル
は

、上
空

利
⽤

に
関

して
は

実
証

段
階

に
留

ま
って

い
る

こと
か

ら、
引

き
続

き
実

⽤
化

に
向

け
て

積
極

的
に

取
り組

む
べ

き
で

あ
る

（
「c

」評
価

）
。

・
UQ

コミ
ュニ

ケ
ー

シ
ョン

ズ
及

び
W

CP
は

、2
.5

GH
z帯

の
上

空
利

⽤
が

制
度

上
認

め
られ

て
い

な
い

こと
か

ら、
本

評
価

は
⾏

わ
な

い
も

の
とす

る
（

「R
」評

価
）

。な
お

、総
務

省
が

策
定

した
周

波
数

再
編

ア
クシ

ョン
プ

ラン
（

令
和

５
年

度
版

）
に

お
い

て
、2

.5
GH

z帯
BW

Aに
つ

い
て

は
、他

の
無

線
シ

ス
テ

ム
等

へ
の

混
信

を
防

⽌
しつ

つ
、ド

ロー
ン

等
に

よ
る

上
空

利
⽤

を
可

能
とす

る
た

め
、令

和
６

年
度

ま
で

に
技

術
的

検
討

を
開

始
す

る
と

され
て

い
る

。

○
Io

T利
⽤

【評
価

】
・

Io
T利

⽤
に

つ
い

て
は

、N
TT

ドコ
モ

、K
D

D
I/

沖
セ

ル
、ソ

フト
バ

ン
ク及

び
楽

天
モ

バ
イル

は
、携

帯
電

話
の

通
常

規
格

及
び

LP
W

A規
格

を
⽤

い
て

、
ス

マ
ー

トメ
ー

ター
や

監
視

・テ
レ

メー
タな

どの
利

⽤
拡

⼤
に

積
極

的
に

取
り組

ん
で

お
り、

ま
た

実
⽤

化
され

て
い

る
こと

か
ら、

「ｂ
」評

価
とし

て
い

る
。

・
UQ

コミ
ュニ

ケ
ー

シ
ョン

ズ
及

び
W

CP
は

、2
.5

GH
z帯

⾼
度

化
BW

Aの
通

常
規

格
を

⽤
い

て
、モ

ビリ
テ

ィ向
け

サ
ー

ビス
な

どの
利

⽤
拡

⼤
に

取
り組

ん
で

お
り、

ま
た

実
⽤

化
され

て
い

る
こと

か
ら、

「ｂ
」評

価
とし

て
い

る
。

（
参

考
︓

有
効

利
⽤

評
価

⽅
針

）
※

特
に

考
慮

す
べ

き
事

項
が

あ
る

場
合

は
、未

評
価

（
R）

とす
る

。

事
業

者
N

TT
ドコ

モ
KD

D
I/

沖
セ

ル
ソ

フト
バ

ン
ク

楽
天

モ
バ

イル
UQ

W
CP

上
空

評
価

b
b

b
c

R
R

評
価

項
⽬

a
b

c
d

⑤
携

帯
電

話
の

上
空

利
⽤

及
び

Io
Tへ

の
取

組

ｂ
に

加
え

て
、

５
Ｇ

の
活

⽤
（

上
空

利
⽤

）
／

サ
ー

ビ
ス

の
多

様
化

（
Io

T利
⽤

）
に

積
極

的
に

取
り組

ん
で

い
る

。

実
⽤

化
に

積
極

的
に

取
り

組
ん

で
い

る
。

実
証

段
階

に
留

ま
って

い
る

。
⾃

社
とし

て
具

体
的

な
取

組
が

⾏
わ

れ
て

い
な

い
。

事
業

者
N

TT
ドコ

モ
KD

D
I/

沖
セ

ル
ソ

フト
バ

ン
ク

楽
天

モ
バ

イル
UQ

W
CP

Io
T評

価
b

b
b

b
b

b
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別
添

３
参

考
資

料
有

効
利

用
評

価
方

針
等
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電
波

の
利

⽤
状

況
調

査
・有

効
利

⽤
評

価

電
波
の
利
用
状
況
の
調
査

［
電
波
法
第
2
6
条
の
２
第
1
項
］

周
波
数
割
当
計
画
の
作
成
・
改
正
、
電
波
の
有
効
利
用
に
資
す
る
政
策
へ
の
反
映

評
価

(案
)の

検
討

事
業

者
ヒ
ア
リ
ン
グ

［
法
第
2
6
条
の
３
第
５
項
］

評
価

結
果

の
公

表
［
法
第
2
6
条
の
３
第
４
項
］

評
価

(案
)に

対
す
る
意

見
募

集
意

見
募

集
内

容
の

検
討

調
査

結
果

の
報

告
・
概

要
の

公
表

［
法
第
2
6
条
の
２
第
２
項
］

有
効

利
用

評
価

方
針

の
公

表
［
法
第
2
6
条
の
３
第
２
項
］

電
気

通
信

業
務

用
基

地
局

(携
帯

電
話

・
全

国
B
W
A
)

(毎
年

)
［
法
第
2
6
条
の
２
第
１
項
第
１
号
］

公
共

業
務
用
無
線
局

(毎
年

)
［
省
令
第
３
条
第
１
項
第
２
号
］

各
種

電
波

利
用

シ
ス
テ
ム

①
7
1
4
M
H
z以

下
(令

和
５
年
度
)

②
7
1
4
M
H
z超

(令
和
６
年
度
)

［
省
令
第
３
条
第
１
項
第
３
号
］

臨
時
の
利
用
状
況
調
査

(必
要
に
応
じ
)

［
省
令
第
７
条
］

①
無
線
局
数
、
免
許
人
数
、
目
的
・
用
途
、
無
線
設
備

の
使

用
技
術

、
現
に
使

用
し
て
い
る
周

波
数

の
幅

②
無
線
通
信
の
通
信
量
、
電
波
の
能
率
的
な
利
用
確

保
の
た
め
の
技
術
の
導
入
状
況
、
無
線
局
の
使
用

実
態
、
代
替
可
能
性
、
電
波
を
有
効
利
用
す
る
た
め

の
計
画
、
使
用
周
波
数
の
移

行
計

画
、
接
続

・
卸
役

務
提

供
の
状

況

〈 調 査 事 項 〉

①
無
線
局
数
、
免
許
人
数
、
目
的
・
用
途
、
無
線
設
備

の
使

用
技

術
②
無
線
通
信
の
通
信
量
、
電
波
の
能
率
的
な
利
用
確

保
の
た
め
の
技
術
の
導
入
状
況
、
無
線
局
の
使
用

実
態
、
代
替
可
能
性
、
電
波
を
有
効
利
用
す
る
た
め

の
計

画
、
使

用
周
波

数
の
移

行
計

画
③
発
射
状
況
調
査
(補

完
調
査
)

〈 調 査 事 項 〉

・
・
・
総

務
大

臣

・
・
・
電

波
監

理
審

議
会

電
気

通
信
業
務
用
基
地
局
以
外
の
無
線
局

［
法
第
2
6
条
の
２
第
１
項
第
２
号
］


電

波
監

理
審

議
会

は
、有

効
利

⽤
評

価
⽅

針
の

作
成

・公
表

を
⾏

う。


総
務

⼤
⾂

が
⾏

った
利

⽤
状

況
調

査
に

対
し、

有
効

利
⽤

評
価

⽅
針

に
基

づ
き

評
価

を
⾏

う。
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有
効

利
用

評
価

部
会

の
概

要

⽒
名

主
要

現
職

部
会

⻑
（

委
員

）
林

秀
弥

名
古

屋
⼤

学
⼤

学
院

法
学

研
究

科
教

授
【電

波
監

理
審

議
会

委
員

】
部

会
⻑

代
理

（
委

員
）

笹
瀬

巌
慶

應
義

塾
⼤

学
名

誉
教

授
【電

波
監

理
審

議
会

会
⻑

】
特

別
委

員
池

永
全

志
九

州
⼯

業
⼤

学
⼤

学
院

⼯
学

研
究

院
電

気
電

⼦
⼯

学
研

究
系

教
授

特
別

委
員

⽯
⼭

和
志

東
北

⼤
学

電
気

通
信

研
究

所
教

授
特

別
委

員
眞

⽥
幸

俊
慶

應
義

塾
⼤

学
理

⼯
学

部
電

気
情

報
⼯

学
科

教
授

特
別

委
員

中
野

美
由

紀
津

⽥
塾

⼤
学

学
芸

学
部

情
報

科
学

科
教

授
特

別
委

員
若

林
亜

理
砂

駒
澤

⼤
学

⼤
学

院
法

曹
養

成
研

究
科

教
授

【有
効

利
⽤

評
価

部
会

構
成

員
（

令
和

６
年

１
⽉

現
在

）
】

※
特

別
委

員
（

⾮
常

勤
）

は
、学

識
経

験
の

あ
る

者
に

つ
い

て
、総

務
⼤

⾂
が

任
命

。任
期

は
３

年
。再

任
可

。


令

和
４

年
10

⽉
の

電
波

法
改

正
に

よ
り、

電
波

監
理

審
議

会
が

電
波

の
有

効
利

⽤
の

程
度

の
評

価
（

有
効

利
⽤

評
価

）
※

１
を

⾏
う

こと
とな

った
※

２
。同

評
価

を
適

切
に

実
施

す
る

た
め

、電
波

監
理

審
議

会
の

下
に

「有
効

利
⽤

評
価

部
会

」を
設

置
。


毎

年
、総

務
⼤

⾂
が

実
施

す
る

電
波

の
利

⽤
状

況
調

査
結

果
に

基
づ

き
、電

波
監

理
審

議
会

が
有

効
利

⽤
評

価
を

実
施

。
（

同
評

価
結

果
を

踏
ま

え
、総

務
省

に
お

い
て

、周
波

数
再

編
ア

クシ
ョン

プ
ラン

、周
波

数
割

当
計

画
（

告
⽰

）
を

策
定

。）
※
１

電
波

法
（
昭

和
2
5
年

法
律

第
1
3
1
号

）
第
二
十
六
条
の
三

電
波
監
理
審
議
会
は
、
前
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
り
利
用
状
況
調
査
の
結
果
の
報
告
を
受
け
た
と
き
は
、
当
該
結
果
に
基
づ
き
、
調
査
区
分
ご
と
に
、
電
波
に
関
す
る
技
術
の
発
達
及
び
需
要
の
動
向
、

周
波
数
割
当
て
に
関
す
る
国
際
的
動
向
そ
の
他
の
事
情
を
勘
案
し
て
、
次
に
掲
げ
る
事
項
（
第
三
項
に
お
い
て
「
評
価
事
項
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
電
波
の
有
効
利

用
の
程
度
の
評
価
（
以
下
「
有
効
利
用
評
価
」
と
い
う
。
）
を

行
う
も
の
と
す

る
。

※
２

改
正

前
は
総

務
大

臣
が
評

価
を
実

施
。
法

改
正

に
よ
り
、
透

明
性

・
客

観
性

の
一

層
の
向

上
を
図

る
と
と
も
に
、
技

術
の
進

展
等

に
対

応
し
た
よ
り
適

切
な
評

価
を
行

う
た
め
、
技

術
や

法
制

度
等

に
精

通
し
た
専

門
家

か
ら

構
成
さ
れ
る
電
波
監
理
審
議
会
が
主
体
的
に
評
価
を
行
う
仕
組
み
を
導
入
。

【周
波

数
再

編
の

PD
CA

サ
イ

ク
ル

】

D
o

周
波

数
割

当
計

画
（

告
⽰

）
周

波
数

再
編

ア
ク

シ
ョン

プ
ラ

ン
（

毎
年

）

Pl
an

Ch
ec

k
Ac

tio
n

電
波

の
利

⽤
状

況
調

査
・有

効
利

⽤
評

価
（

毎
年

）
①

携
帯

電
話

・全
国

BW
A

②
公

共
業

務
⽤

無
線

局
③

各
種

無
線

シ
ス

テ
ム

新
た

な
電

波
利

⽤
シ

ス
テ

ム
の

導
⼊
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有
効

利
用

評
価

部
会

の
開

催
状

況

電
波

監
理

審
議

会
有

効
利

⽤
評

価
部

会
（

携
帯

電
話

及
び

全
国

BW
Aに

係
る

有
効

利
⽤

評
価

関
係

）

・
令

和
５

年
度

携
帯

電
話

・全
国

BW
Aに

係
る

電
波

の
利

⽤
状

況
調

査
結

果
の

報
告

、有
効

利
⽤

評
価

の
進

め
⽅

、令
和

４
年

度
の

検
討

課
題

第
２

０
回

（
9/

29
）

第
２

１
回

（
10

/2
5）

・
令

和
５

年
度

携
帯

電
話

・全
国

BW
Aに

係
る

免
許

⼈
ヒア

リン
グ

項
⽬

の
検

討
等

・
免

許
⼈

ヒア
リン

グ
（

株
式

会
社

N
TT

ドコ
モ

、楽
天

モ
バ

イル
株

式
会

社
、U

Q
コミ

ュニ
ケ

ー
シ

ョン
ズ

株
式

会
社

）
第

２
２

回
（

11
/1

7）

第
２

３
回

（
11

/2
8）

・
免

許
⼈

ヒア
リン

グ
（

KD
D

I株
式

会
社

/沖
縄

セ
ル

ラー
電

話
株

式
会

社
、ソ

フト
バ

ン
ク株

式
会

社
、

W
ire

le
ss

 C
ity

 P
la

nn
in

g株
式

会
社

）

第
２

４
回

（
12

/8
）

第
２

５
回

（
12

/2
2 

）

・
有

効
利

⽤
評

価
結

果
（

定
量

・定
性

評
価

）
案

、令
和

４
年

度
の

検
討

課
題

・
有

効
利

⽤
評

価
結

果
（

案
）

取
りま

とめ
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移
動

通
信

シ
ス

テ
ム

用
周

波
数

の
割

当
状

況

※
携

帯
電

話
事

業
者

は
、株

式
会

社
N

TT
ドコ

モ
、K

D
D

I株
式

会
社

、沖
縄

セ
ル

ラー
電

話
株

式
会

社
、ソ

フト
バ

ン
ク株

式
会

社
、楽

天
モ

バ
イル

株
式

会
社

。
全

国
BW

A事
業

者
は

、U
Q

コミ
ュニ

ケ
ー

シ
ョン

ズ
株

式
会

社
、W

ire
le

ss
 C

ity
 P

la
nn

in
g株

式
会

社
。

＜
総

務
省

R5
携

帯
電

話
全

国
BW

A利
⽤

状
況

調
査

結
果

よ
り引

⽤
＞

○
電

気
通

信
業

務
⽤

とし
て

、携
帯

電
話

事
業

者
・全

国
BW

A事
業

者
７

社
※
に

周
波

数
の

割
当

て
を

実
施

。
○

各
社

に
割

り当
て

られ
た

周
波

数
は

、下
表

の
とお

り（
令

和
５

年
３

⽉
末

時
点

）
。
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有
効

利
用

評
価

方
針

の
概

要

(1
)電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
（

携
帯

電
話

及
び

全
国

Ｂ
Ｗ

Ａ
）

に
係

る
評

価

(2
)電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
以

外
の

無
線

局
に

係
る

評
価


免

許
⼈

等
に

対
し、

評
価

に
必

要
な

ヒア
リン

グ
等

を
⾏

う。


評
価

に
関

す
る

事
項

に
関

し、
必

要
に

応
じて

勧
告

を
⾏

う。


各
周

波
数

帯
の

利
⽤

実
態

に
係

る
評

価
に

必
要

な
調

査
・評

価
結

果
等

を
踏

ま
え

、電
波

の
特

性
に

応
じた

電
波

利
⽤

の
需

要
や

利
⽤

実
態

の
変

化
、技

術
進

展
等

に
合

わ
せ

て
、適

時
適

切
に

評
価

⽅
法

及
び

基
準

の
⾒

直
しを

⾏
う。

※
複

数
の
周

波
数

帯
を
総
合
的
に
勘
案
し
た

定
性

的
な
評

価
基

準
も
定

め
る
。

※
重
点
調
査
対
象
シ
ス
テ
ム
は

実
測
に
よ
る
発
射
状
況
等
を

踏
ま
え
て
評

価

(3
)そ

の
他

評
価

の
⽅

法
等

評
価

事
項

⼈
⼝

カ
バ

ー
率

、技
術

導
⼊

状
況

等
そ

の
他

(イ
ン

フラ
シ

ェア
リン

グ
の

取
組

等
)

評
価

⽅
法

周
波

数
帯

ご
との

実
績

評
価

及
び

進
捗

評
価

(定
量

的
な

評
価

）
複

数
の

周
波

数
帯

を
総

合
的

に
勘

案
した

定
性

的
な

評
価

周
波

数
帯

認
定

が
満

了
した

周
波

数
帯

等
認

定
の

有
効

期
間

中
の

周
波

数
帯

実
績

評
価

評
価

事
項

ⅰ
基

地
局

の
数

ⅱ
⼈

⼝
カバ

ー
率

ⅲ
⾯

積
カバ

ー
率

ⅳ
通

信
量

ⅴ
技

術
導

⼊
状

況
ⅵ

総
合

的
な

評
価

ⅰ
カバ

レ
ッジ

（
基

地
局

の
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
、⾯

積
カバ

ー
率

）
ⅱ

技
術

導
⼊

状
況

ⅲ
総

合
的

な
評

価
評

価
⽅

法
開

設
計

画
⽐

、平
均

⽐
等

平
均

⽐
等

進
捗

評
価

評
価

事
項

ⅰ
カバ

レ
ッジ

（
基

地
局

の
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
、⾯

積
カバ

ー
率

）
ⅱ

通
信

量
ⅲ

技
術

導
⼊

状
況

ⅰ
カバ

レ
ッジ

（
基

地
局

の
数

、⼈
⼝

カバ
ー

率
）

ⅱ
技

術
導

⼊
状

況

評
価

⽅
法

前
年

度
⽐

開
設

計
画

⽐
、前

年
度

⽐

評
価

す
る

無
線

局
公

共
業

務
⽤

無
線

局
そ

の
他

無
線

局

評
価

⽅
法

需
要

が
顕

在
化

し
て

い
る

周
波

数
約

1,
20

0M
H

z幅
を

踏
ま

え
た

、電
波

の
利

⽤
の

停
⽌

、周
波

数
移

⾏
・共

⽤
の

対
応

の
状

況
や

デ
ジ

タル
化

に
向

け
た

対
応

の
状

況
等

を
定

性
的

に
評

価
。

無
線

局
の

数
の

増
減

、通
信

頻
度

、周
波

数
の

移
⾏

や
デ

ジ
タル

化
の

状
況

等
を

定
性

的
に

評
価

※
。
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※
評

価
基

準
に

お
け

る
⼈

⼝
カバ

ー
率

は
、評

価
区

域
に

お
け

る
メッ

シ
ュ内

の
⼈

⼝
の

合
計

に
対

す
る

、メ
ッシ

ュ（
通

信
が

可
能

とな
る

区
域

の
⾯

積
が

当
該

メッ
シ

ュの
⾯

積
の

２
分

の
１

を
超

え
る

も
の

に
限

る
。）

内
の

⼈
⼝

の
合

計
の

割
合

を
い

う。
な

お
、通

信
が

可
能

とな
る

区
域

か
否

か
の

判
断

は
各

事
業

者
が

⾏
う。

※
 周

波
数

帯
ご

とに
各

免
許

⼈
の

値
を

合
計

して
免

許
⼈

の
数

で
除

した
値

※
特

に
考

慮
す

べ
き

事
情

が
あ

る
場

合
は

、未
評

価
とし

て
「Ｒ

」と
す

る
。（

以
下

同
じ。

）

有
効

利
用

評
価

方
針

の
概

要
①

（
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
）

１
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数

２
⼈

⼝
カ

バ
ー

率

３
⾯

積
カ

バ
ー

率

４
無

線
局

の
⾏

う
無

線
通

信
の

通
信

量

５
技

術
導

⼊
状

況

６
総

合
的

な
評

価

認
定

の
有

効
期

間
が

満
了

した
周

波
数

帯
等

の
評

価
（

実
績

評
価

）
別

紙
１

関
係

SS
S

A
B

C
D

備
考

－
－

－
認

定
計

画
値

以
上

で
あ

る
。

－
B評

価
に

該
当

しな
い

場
合

。
（

認
定

計
画

値
未

満
で

あ
る

。）
80

0M
H

z帯
及

び
２

GH
z帯

を
除

く。

SS
S

A
B

C
D

－
周

波
数

帯
平

均
値

※
の

11
0％

以
上

で
あ

る
。

周
波

数
帯

平
均

値
の

90
％

以
上

11
0％

未
満

で
あ

る
。

周
波

数
帯

平
均

値
の

70
％

以
上

90
％

未
満

で
あ

る
。

周
波

数
帯

平
均

値
の

70
％

未
満

で
あ

る
。

－

SS
S

A
B

C
D

－
－

－
評

価
区

域
内

の
全

て
の

都
道

府
県

に
お

い
て

、毎
⽇

トラ
ヒッ

クが
あ

る
。

－
B評

価
に

該
当

しな
い

場
合

。（
評

価
区

域
内

の
い

ず
れ

か
の

都
道

府
県

に
お

い
て

、1
⽇

の
間

ト
ラヒ

ック
が

な
い

。）

SS
S

A
B

C
D

－
－

－
評

価
区

域
内

の
全

て
の

都
道

府
県

に
お

い
て

、C
A、

M
IM

O
若

しく
は

Q
AM

の
い

ず
れ

か
⼜

は
そ

れ
らの

代
替

技
術

を
導

⼊
し、

電
波

を
能

率
的

に
利

⽤
して

い
る

。
－

B評
価

に
該

当
しな

い
場

合
。(

評
価

区
域

内
の

い
ず

れ
か

の
都

道
府

県
に

お
い

て
、ア

⼜
は

イの
場

合
で

あ
る

。
ア

CA
、M

IM
O

若
しく

は
Q

AM
の

い
ず

れ
か

⼜
は

そ
れ

らの
代

替
技

術
を

導
⼊

して
い

る
が

、電
波

を
能

率
的

に
利

⽤
して

い
な

い
。

イ
CA

、M
IM

O
、Q

AM
及

び
そ

れ
らの

代
替

技
術

の
い

ず
れ

も
導

⼊
して

い
な

い
。)

S
A

B
C

D
２

(⼈
⼝

カバ
ー

率
)の

評
価

が
SS

⼜
は

Sで
あ

る
。

２
(⼈

⼝
カバ

ー
率

)の
評

価
が

Aで
あ

る
。

２
(⼈

⼝
カバ

ー
率

)の
評

価
が

Bで
あ

る
。

２
(⼈

⼝
カバ

ー
率

)の
評

価
が

Cで
あ

る
。

１
(基

地
局

の
数

)、
２

(⼈
⼝

カバ
ー

率
)

、４
(通

信
量

)⼜
は

５
(技

術
導

⼊
状

況
)

の
い

ず
れ

か
の

評
価

が
Ｄ

で
あ

る
。
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有
効

利
用

評
価

方
針

の
概

要
②

-
１

（
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
）

評
価

項
⽬

Ｓ
Ａ

Ｂ
Ｃ

( 1 ) 電 気 通 信 業 務 ⽤ 基 地 局 भ 数

全
国

前
年

度
実

績
値

＋
3,

00
0局

超
前

年
度

実
績

値
±

3,
00

0局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

5,
00

0局
以

上
前

年
度

実
績

値
－

3,
00

0局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

5,
00

0局
未

満

北
海

道
前

年
度

実
績

値
＋

12
4局

超
前

年
度

実
績

値
±

12
4局

以
内

前
年

度
実

績
値

－
20

7局
以

上
前

年
度

実
績

値
－

12
4局

未
満

前
年

度
実

績
値

－
20

7局
未

満

東
北

前
年

度
実

績
値

＋
20

5局
超

前
年

度
実

績
値

±
20

5局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

34
1局

以
上

前
年

度
実

績
値

－
20

5局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

34
1局

未
満

関
東

前
年

度
実

績
値

＋
1,

05
7局

超
前

年
度

実
績

値
±

1,
05

7局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

1,
76

2局
以

上
前

年
度

実
績

値
－

1,
05

7局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

1,
76

2局
未

満

信
越

前
年

度
実

績
値

＋
10

1局
超

前
年

度
実

績
値

±
10

1局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

16
8局

以
上

前
年

度
実

績
値

－
10

1局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

16
8局

未
満

北
陸

前
年

度
実

績
値

＋
70

局
超

前
年

度
実

績
値

±
70

局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

11
6局

以
上

前
年

度
実

績
値

－
70

局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

11
6局

未
満

東
海

前
年

度
実

績
値

＋
35

5局
超

前
年

度
実

績
値

±
35

5局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

59
2局

以
上

前
年

度
実

績
値

－
35

5局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

59
2局

未
満

近
畿

前
年

度
実

績
値

＋
48

8局
超

前
年

度
実

績
値

±
48

8局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

81
4局

以
上

前
年

度
実

績
値

－
48

8局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

81
4局

未
満

中
国

前
年

度
実

績
値

＋
17

3局
超

前
年

度
実

績
値

±
17

3局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

28
8局

以
上

前
年

度
実

績
値

－
17

3局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

28
8局

未
満

四
国

前
年

度
実

績
値

＋
88

局
超

前
年

度
実

績
値

±
88

局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

14
7局

以
上

前
年

度
実

績
値

－
88

局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

14
7局

未
満

九
州

前
年

度
実

績
値

＋
30

4局
超

前
年

度
実

績
値

±
30

4局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

50
7局

以
上

前
年

度
実

績
値

－
30

4局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

50
7局

未
満

沖
縄

前
年

度
実

績
値

＋
35

局
超

前
年

度
実

績
値

±
35

局
以

内
前

年
度

実
績

値
－

58
局

以
上

前
年

度
実

績
値

－
35

局
未

満
前

年
度

実
績

値
－

58
局

未
満

(2
) 

⼈
⼝

カバ
ー

率
前

年
度

実
績

値
＋

１
％

超
前

年
度

実
績

値
±

１
％

以
内

前
年

度
実

績
値

－
５

％
以

上
前

年
度

実
績

値
－

１
％

未
満

前
年

度
実

績
値

－
５

％
未

満

(3
) 

⾯
積

カバ
ー

率
前

年
度

実
績

値
＋

１
％

超
前

年
度

実
績

値
±

１
％

以
内

前
年

度
実

績
値

－
５

％
以

上
前

年
度

実
績

値
－

１
％

未
満

前
年

度
実

績
値

－
５

％
未

満

(4
) 

総
合

的
な

評
価

前
年

度
実

績
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

とし
て

、ア
及

び
イを

満
た

して
い

る
。

ア
(1

)、
(2

)⼜
は

(3
)の

評
価

の
うち

い
ず

れ
か

が
Ｓ

で
あ

る
。

イ
(1

)、
(2

)及
び

(3
)の

評
価

が
い

ず
れ

も
Ａ

以
上

で
あ

る
。

前
年

度
実

績
値

を
維

持
して

い
る

とし
て

、
(1

)、
(2

)及
び

(3
)の

評
価

が
い

ず
れ

も
Ａ

で
あ

る
。

前
年

度
実

績
値

を
⼤

き
く下

回
って

い
る

とし
て

、ア
及

び
イを

満
た

して
い

る
ア

(1
)、

(2
)⼜

は
(3

)の
評

価
の

うち
い

ず
れ

か
が

Ｂ
で

あ
る

。
イ

(1
)、

(2
)及

び
(3

) 
の

評
価

が
い

ず
れ

も
Ｂ

以
上

で
あ

る
。

前
年

度
実

績
値

を
⾮

常
に

⼤
き

く下
回

って
い

る
とし

て
、(

1)
、(

2)
⼜

は
(3

)
の

評
価

の
い

ず
れ

か
が

Ｃ
で

あ
る

。

認
定

の
有

効
期

間
が

満
了

した
周

波
数

帯
等

の
評

価
（

進
捗

評
価

）
別

紙
２

関
係

１
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
及

び
⾯

積
カ

バ
ー

率

88



有
効

利
用

評
価

方
針

の
概

要
②

-
２

（
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
）

認
定

の
有

効
期

間
が

満
了

した
周

波
数

帯
等

の
評

価
（

進
捗

評
価

）
別

紙
２

関
係

２
無

線
局

の
⾏

う無
線

通
信

の
通

信
量

３
技

術
導

⼊
状

況

S
A

B
C

－
－

帯
域

別
トラ

ヒッ
ク総

量
が

前
年

度
実

績
値

以
上

で
あ

る
。

帯
域

別
トラ

ヒッ
ク総

量
が

前
年

度
実

績
値

未
満

で
あ

る
。

S
A

B
C

前
年

度
実

績
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

とし
て

、ア
及

び
イ

を
満

た
して

い
る

。
ア

(ア
)C

A、
(イ

)２
M

IM
O

、４
M

IM
O

、８
M

IM
O

若
し

くは
M

as
si

ve
M

IM
O

⼜
は

(ウ
)2

56
Q

AM
の

うち
１

つ
以

上
で

、技
術

導
⼊

状
況

が
前

年
度

実
績

値
＋

10
％

を
超

え
て

い
る

。
イ

(ア
)C

A、
(イ

)２
M

IM
O

、４
M

IM
O

、８
M

IM
O

⼜
は

M
as

si
ve

M
IM

O
及

び
(ウ

)2
56

Q
AM

の
い

ず
れ

も
、技

術
導

⼊
状

況
が

前
年

度
実

績
値

－
10

％
以

上
で

あ
る

。

前
年

度
実

績
値

と同
等

程
度

で
あ

る
とし

て
、(

ア
)C

A
、(

イ
)

２
M

IM
O

、
４

M
IM

O
、

８
M

IM
O

⼜
は

M
as

si
ve

M
IM

O
及

び
(ウ

)2
56

Q
AM

の
い

ず
れ

も
、技

術
導

⼊
状

況
が

前
年

度
実

績
値

±
10

％
以

内
で

あ
る

。

前
年

度
実

績
値

を
⼤

き
く下

回
って

い
る

とし
て

、ア
及

び
イ

を
満

た
して

い
る

。
ア

(ア
)C

A、
(イ

)２
M

IM
O

、４
M

IM
O

、８
M

IM
O

若
し

くは
M

as
si

ve
M

IM
O

⼜
は

(ウ
)2

56
Q

AM
の

うち
１

つ
以

上
で

、技
術

導
⼊

状
況

が
前

年
度

実
績

値
－

10
％

未
満

で
あ

る
。

イ
(ア

)C
A、

(イ
)２

M
IM

O
、４

M
IM

O
、８

M
IM

O
⼜

は
M

as
si

ve
M

IM
O

及
び

(ウ
)2

56
Q

AM
の

い
ず

れ
も

、技
術

導
⼊

状
況

が
前

年
度

実
績

値
－

30
％

以
上

で
あ

る
。

前
年

度
実

績
値

を
⾮

常
に

⼤
き

く下
回

って
い

る
とし

て
、(

ア
)C

A 、
(イ

)２
M

IM
O

、
４

M
IM

O
、

８
M

IM
O

若
し

くは
M

as
si

ve
M

IM
O

⼜
は

(ウ
)2

56
Q

AM
の

うち
１

つ
以

上
で

、技
術

導
⼊

状
況

が
前

年
度

実
績

値
－

30
％

未
満

で
あ

る
。
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有
効

利
用

評
価

方
針

の
概

要
③

（
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
）

※
2.

3G
H

z帯
を

除
く

認
定

の
有

効
期

間
中

の
周

波
数

帯
等

の
評

価
（

実
績

評
価

）
別

紙
３

関
係

１
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
及

び
⾯

積
カ

バ
ー

率

２
５

Ｇ
⾼

度
特

定
基

地
局

の
数

及
び

５
Ｇ

基
盤

展
開

率

３
技

術
導

⼊
状

況

４
総

合
的

な
評

価

S
A

B
C

周
波

数
帯

の
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

とし
て

、ア
及

び
イを

満
た

して
い

る
。

ア
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
及

び
⾯

積
カ

バ
ー

率
の

うち
複

数
が

、周
波

数
帯

平
均

値
の

11
0％

を
超

え
て

い
る

。
イ

電
気

通
信

業
務

⽤
基

地
局

の
数

、⼈
⼝

カ
バ

ー
率

及
び

⾯
積

カ
バ

ー
率

の
い

ず
れ

も
、周

波
数

帯
平

均
値

の
90

％
以

上
で

あ
る

。

周
波

数
帯

の
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

と同
等

程
度

で
あ

る
とし

て
、

以
下

の
条

件
を

複
数

満
た

し
て

い
る

、⼜
は

、条
件

の
範

囲
を

上
回

って
い

る
も

の
と条

件
の

範
囲

を
下

回
って

い
る

も
の

が
あ

る
。

ア
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
が

、電
気

通
信

業
務

⽤
基

地
局

の
数

に
係

る
周

波
数

帯
平

均
値

の
90

％
以

上
11

0％
以

下
で

あ
る

。
イ

⼈
⼝

カ
バ

ー
率

が
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
に

係
る

周
波

数
帯

平
均

値
の

90
％

以
上

11
0％

以
下

で
あ

る
。た

だ
し、

⼈
⼝

カバ
ー

率
に

係
る

周
波

数
帯

平
均

値
の

11
0％

に
あ

た
る

⼈
⼝

カ
バ

ー
率

が
10

0％
を

超
え

る
場

合
は

、周
波

数
帯

平
均

値
±

（
10

0％
－

周
波

数
帯

平
均

値
）

以
内

とす
る

。
ウ

⾯
積

カ
バ

ー
率

が
、周

波
数

帯
平

均
値

の
90

％
以

上
11

0％
以

下
で

あ
る

。

周
波

数
帯

の
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⼤

き
く下

回
って

い
る

とし
て

、以
下

の
条

件
を

複
数

満
た

して
い

る
。

ア
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
⼜

は
⾯

積
カ

バ
ー

率
の

うち
複

数
が

、周
波

数
帯

平
均

値
の

70
％

以
上

か
つ

Ａ
の

条
件

の
範

囲
を

下
回

って
い

る
。

イ
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
及

び
⾯

積
カ

バ
ー

率
の

い
ず

れ
も

、
周

波
数

帯
平

均
値

の
11

0％
以

下
で

あ
る

。
ウ

電
気

通
信

業
務

⽤
基

地
局

の
数

、⼈
⼝

カ
バ

ー
率

及
び

⾯
積

カバ
ー

率
の

うち
、１

つ
が

Ａ
の

条
件

の
範

囲
を

満
た

して
お

り、
１

つ
以

上
が

周
波

数
帯

平
均

値
の

70
％

未
満

で
あ

る
。

周
波

数
帯

の
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⾮

常
に

⼤
き

く下
回

って
い

る
と

して
、ア

及
び

イを
満

た
して

い
る

。
ア

電
気

通
信

業
務

⽤
基

地
局

の
数

、
⼈

⼝
カ

バ
ー

率
及

び
⾯

積
カ

バ
ー

率
の

うち
複

数
が

、周
波

数
帯

平
均

値
の

70
％

未
満

で
あ

る
。

イ
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、

⼈
⼝

カ
バ

ー
率

及
び

⾯
積

カ
バ

ー
率

の
い

ず
れ

も
、Ａ

の
条

件
の

範
囲

を
下

回
って

い
る

。

S
A

B
C

周
波

数
帯

の
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

とし
て

、５
Ｇ

⾼
度

特
定

基
地

局
の

数
及

び
５

Ｇ
基

盤
展

開
率

の
い

ず
れ

も
、そ

れ
ぞ

れ
周

波
数

帯
平

均
値

の
11

0％
を

超
え

て
い

る
。

周
波

数
帯

の
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

と同
等

程
度

で
あ

る
とし

て
、ア

⼜
は

イの
い

ず
れ

か
を

満
た

して
い

る
。

ア
５

Ｇ
⾼

度
特

定
基

地
局

数
及

び
５

Ｇ
基

盤
展

開
率

の
い

ず
れ

も
、周

波
数

帯
平

均
値

の
90

％
以

上
11

0％
以

下
で

あ
る

。た
だ

し、
５

Ｇ
基

盤
展

開
率

に
係

る
周

波
数

帯
平

均
値

の
11

0％
に

あ
た

る
５

Ｇ
基

盤
展

開
率

が
10

0％
を

超
え

る
場

合
は

、周
波

数
帯

平
均

値
±

（
10

0％
－

周
波

数
帯

平
均

値
）

以
内

とす
る

。
イ

５
Ｇ

⾼
度

特
定

基
地

局
数

及
び

５
Ｇ

基
盤

展
開

率
の

うち
、⼀

⽅
が

周
波

数
帯

平
均

値
の

11
0％

を
超

え
て

お
り、

他
⽅

が
周

波
数

帯
平

均
値

の
11

0％
以

下
で

あ
る

。

周
波

数
帯

の
平

均
的

な
電

波
の

利
⽤

状
況

を
⼤

き
く下

回
って

い
る

とし
て

、ア
⼜

は
イの

い
ず

れ
か

を
満

た
して

い
る

。
ア

５
Ｇ

⾼
度

特
定

基
地

局
数

及
び

５
Ｇ

基
盤

展
開

率
の

うち
、⼀

⽅
が

Aの
条

件
の

範
囲

を
満

た
して

お
り、

他
⽅

が
Aの

条
件

の
範

囲
を

下
回

って
い

る
。

イ
５

Ｇ
⾼

度
特

定
基

地
局

数
及

び
５

Ｇ
基

盤
展

開
率

の
い

ず
れ

も
Aの

条
件

の
範

囲
を

下
回

って
お

り、
か

つ
１

つ
以

上
が

70
％

以
上

で
あ

る
。

各
周

波
数

帯
の

平
均

的
な

電
波

の
利

⽤
状

況
を

⾮
常

に
⼤

き
く下

回
って

い
る

とし
て

、５
Ｇ

⾼
度

特
定

基
地

局
数

及
び

５
Ｇ

基
盤

展
開

率
の

い
ず

れ
も

、５
Ｇ

⽤
周

波
数

帯
平

均
値

の
70

％
未

満
で

あ
る

。

S
A

B
C

(1
)

５
Ｇ

⽤
周

波
数

帯
以

外
の

周
波

数
帯

以
下

の
うち

複
数

の
技

術
の

導
⼊

率
が

50
％

を
超

え
て

い
る

。
ア

CA
イ

4/
8M

IM
O

（
M

as
si

ve
M

IM
O

を
含

む
）

ウ
25

6Q
AM

以
下

の
うち

複
数

の
技

術
が

導
⼊

され
て

い
る

。
ア

CA
イ

2/
4/

8M
IM

O
（

M
as

si
ve

M
IM

O
を

含
む

）
ウ

25
6Q

AM
⼜

は
UL

64
Q

AM

以
下

の
うち

１
つ

の
技

術
が

導
⼊

され
て

い
る

。
ア

CA
イ

2/
4/

8M
IM

O
（

M
as

si
ve

M
IM

O
を

含
む

）
ウ

25
6Q

AM
⼜

は
UL

64
Q

AM

以
下

の
うち

い
ず

れ
の

技
術

も
導

⼊
され

て
い

な
い

。
ア

CA
イ

2/
4/

8M
IM

O
（

M
as

si
ve

M
IM

O
を

含
む

）
ウ

25
6Q

AM
⼜

は
UL

64
Q

AM

(2
)

５
Ｇ

⽤
周

波
数

帯
以

下
の

うち
複

数
の

技
術

の
導

⼊
率

が
50

％
を

超
え

て
い

る
。

ア
CA

イ
4/

8M
IM

O
ウ

M
as

si
ve

M
IM

O
エ

25
6Q

AM

以
下

の
うち

複
数

の
技

術
が

導
⼊

され
て

い
る

。
ア

CA
イ

4/
8M

IM
O

ウ
M

as
si

ve
M

IM
O

エ
25

6Q
AM

⼜
は

UL
64

Q
AM

以
下

の
うち

１
つ

の
技

術
が

導
⼊

され
て

い
る

。
ア

CA
イ

4/
8M

IM
O

ウ
M

as
si

ve
M

IM
O

エ
25

6Q
AM

⼜
は

UL
64

Q
AM

以
下

の
うち

い
ず

れ
の

技
術

も
導

⼊
され

て
い

な
い

。
ア

CA
イ

4/
8M

IM
O

ウ
M

as
si

ve
M

IM
O

エ
25

6Q
AM

⼜
は

UL
64

Q
AM

S
A

B
C

１
(電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

)及
び

３
(技

術
導

⼊
状

況
)の

評
価

の
うち

⼀
⽅

が
Ｓ

で
あ

り、
他

⽅
が

Ａ
⼜

は
Ｓ

で
あ

る
。

１
(電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

)及
び

３
(技

術
導

⼊
状

況
)の

評
価

の
い

ず
れ

も
Ａ

で
あ

る
。

１
(電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

)及
び

３
(技

術
導

⼊
状

況
)の

評
価

の
うち

⼀
⽅

が
Ｂ

で
あ

り、
他

⽅
が

Ｂ
、

Ａ
⼜

は
Ｓ

で
あ

る
。

１
(電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
及

び
⾯

積
カバ

ー
率

)⼜
は

３
(技

術
導

⼊
状

況
)の

評
価

の
うち

い
ず

れ
か

が
Ｃ

で
あ

る
。
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有
効

利
用

評
価

方
針

の
概

要
④

-
１

（
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
）

※
(1

)及
び

(2
)に

お
け

る
総

合
通

信
局

ご
との

基
準

に
つ

い
て

は
、１

(１
)電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
の

基
準

を
準

⽤
す

る
。

認
定

の
有

効
期

間
中

の
周

波
数

帯
等

の
評

価
（

進
捗

評
価

）
別

紙
４

関
係

１
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
、⼈

⼝
カ

バ
ー

率
（

５
Ｇ

⽤
周

波
数

帯
以

外
の

周
波

数
帯

）

２
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
の

数
（

５
Ｇ

⽤
周

波
数

帯
）

評
価

項
⽬

Ｓ
Ａ

Ｂ
Ｃ

( 1 ) 電 気 通 信 業 務 ⽤ 基 地 局 भ 数

全
国

計
画

値
＋

3,
00

0局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
3,

00
0局

以
内

計
画

値
－

3,
00

0局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

3,
00

0局
未

満
北

海
道

計
画

値
＋

12
4局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

12
4局

以
内

計
画

値
－

12
4局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
12

4局
未

満
東

北
計

画
値

＋
20

5局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
20

5局
以

内
計

画
値

－
20

5局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

20
5局

未
満

関
東

計
画

値
＋

1,
05

7局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
1,

05
7局

以
内

計
画

値
－

1,
05

7局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

1,
05

7局
未

満
信

越
計

画
値

＋
10

1局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
10

1局
以

内
計

画
値

－
10

1局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

10
1局

未
満

北
陸

計
画

値
＋

70
局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

70
局

以
内

計
画

値
－

70
局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
70

局
未

満
東

海
計

画
値

＋
35

5局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
35

5局
以

内
計

画
値

－
35

5局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

35
5局

未
満

近
畿

計
画

値
＋

48
8局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

48
8局

以
内

計
画

値
－

48
8局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
48

8局
未

満
中

国
計

画
値

＋
17

3局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
17

3局
以

内
計

画
値

－
17

3局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

17
3局

未
満

四
国

計
画

値
＋

88
局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

88
局

以
内

計
画

値
－

88
局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
88

局
未

満
九

州
計

画
値

＋
30

4局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
30

4局
以

内
計

画
値

－
30

4局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

30
4局

未
満

沖
縄

計
画

値
＋

35
局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

35
局

以
内

計
画

値
－

35
局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
35

局
未

満
(2

) 
⼈

⼝
カバ

ー
率

計
画

値
+

１
％

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

１
％

以
内

計
画

値
－

１
％

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
１

％
未

満

(3
) 

総
合

的
な

評
価

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
お

り、
か

つ
、開

設
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

とし
て

、(
1)

及
び

(2
)の

評
価

の
うち

⼀
⽅

が
Ｓ

で
あ

り、
他

⽅
が

Ａ
⼜

は
Ｓ

で
あ

る
。

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
い

る
とし

て
、(

1)
及

び
(2

)の
評

価
の

い
ず

れ
も

Ａ
で

あ
る

。

認
定

さ
れ

た
開

設
計

画
を

概
ね

適
切

に
実

施
して

い
る

とし
て

、(
1)

及
び

(2
)の

評
価

の
うち

⼀
⽅

が
Ｂ

で
あ

り、
他

⽅
が

Ｂ
、Ａ

⼜
は

Ｓ
で

あ
る

。

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
い

な
い

とし
て

、(
1)

⼜
は

(2
)の

評
価

の
い

ず
れ

か
が

Ｃ
で

あ
る

。

周
波

数
帯

Ｓ
Ａ

Ｂ
Ｃ

(1
) 

電
気

通
信

業
務

⽤
基

地
局

の
数

(屋
外

)
計

画
値

＋
3,

00
0局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

3,
00

0局
以

内
計

画
値

－
3,

00
0局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
3,

00
0局

未
満

(2
) 

電
気

通
信

業
務

⽤
基

地
局

の
数

(屋
内

)
計

画
値

＋
3,

00
0局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

3,
00

0局
以

内
計

画
値

－
3,

00
0局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
3,

00
0局

未
満

(3
) 

総
合

的
な

評
価

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
お

り、
か

つ
、開

設
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

とし
て

、(
1)

及
び

(2
)の

うち
⼀

⽅
が

Ｓ
で

あ
り、

他
⽅

が
Ａ

⼜
は

Ｓ
で

あ
る

。

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
い

る
とし

て
、(

1)
及

び
(2

)の
い

ず
れ

も
Ａ

で
あ

る
。

認
定

され
た

開
設

計
画

を
概

ね
適

切
に

実
施

して
い

る
とし

て
、(

1)
及

び
(2

)の
うち

⼀
⽅

が
Ｂ

で
あ

り、
他

⽅
が

Ｂ
、Ａ

⼜
は

Ｓ
で

あ
る

。

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
い

な
い

とし
て

、(
1)

及
び

(2
)の

うち
い

ず
れ

か
が

Ｃ
で

あ
る

。
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別
紙

２
３

(技
術

導
⼊

状
況

)
の

基
準

を
準

⽤
す

る
。

有
効

利
用

評
価

方
針

の
概

要
④

-
２

（
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
）

※
 2

.3
GH

z帯
を

除
く

認
定

の
有

効
期

間
中

の
周

波
数

帯
等

の
評

価
（

進
捗

評
価

）
別

紙
４

関
係

３
５

Ｇ
⾼

度
特

定
基

地
局

の
数

及
び

５
Ｇ

基
盤

展
開

率
（

５
Ｇ

⽤
周

波
数

帯
）

４
技

術
導

⼊
状

況
（

※
３

）

評
価

項
⽬

Ｓ
Ａ

Ｂ
Ｃ

( 1 ) ５G ⾼ 度 特 定 基 地 局 भ 数

全
国

計
画

値
＋

1,
00

0局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
1,

00
0局

以
内

計
画

値
－

1,
00

0局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

1,
00

0局
未

満
北

海
道

計
画

値
＋

20
4局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

20
4局

以
内

計
画

値
－

20
4局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
20

4局
未

満
東

北
計

画
値

＋
16

7局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
16

7局
以

内
計

画
値

－
16

7局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

16
7局

未
満

関
東

計
画

値
＋

92
局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

92
局

以
内

計
画

値
－

92
局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
92

局
未

満
信

越
計

画
値

＋
62

局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
62

局
以

内
計

画
値

－
62

局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

62
局

未
満

北
陸

計
画

値
＋

35
局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

35
局

以
内

計
画

値
－

35
局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
35

局
未

満
東

海
計

画
値

＋
73

局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
73

局
以

内
計

画
値

－
73

局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

73
局

未
満

近
畿

計
画

値
＋

68
局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

68
局

以
内

計
画

値
－

68
局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
68

局
未

満
中

国
計

画
値

＋
86

局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
86

局
以

内
計

画
値

－
86

局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

86
局

未
満

四
国

計
画

値
＋

56
局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

56
局

以
内

計
画

値
－

56
局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
56

局
未

満
九

州
計

画
値

＋
13

6局
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
13

6局
以

内
計

画
値

－
13

6局
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

13
6局

未
満

沖
縄

計
画

値
＋

21
局

超
計

画
値

以
上

計
画

値
＋

21
局

以
内

計
画

値
－

21
局

以
上

計
画

値
未

満
計

画
値

－
21

局
未

満
(2

) 
５

G基
盤

展
開

率
計

画
値

+
１

％
超

計
画

値
以

上
計

画
値

＋
１

％
以

内
計

画
値

－
１

％
以

上
計

画
値

未
満

計
画

値
－

１
％

未
満

(3
) 

総
合

的
な

評
価

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
お

り、
か

つ
、開

設
計

画
値

を
⼤

き
く上

回
って

い
る

とし
て

、(
1)

及
び

(2
)の

評
価

うち
⼀

⽅
が

Ｓ
で

あ
り、

他
⽅

が
Ａ

⼜
は

Ｓ
で

あ
る

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
い

る
とし

て
、(

1)
及

び
(2

)の
評

価
の

い
ず

れ
も

Ａ
で

あ
る

。

認
定

さ
れ

た
開

設
計

画
を

概
ね

適
切

に
実

施
して

い
る

とし
て

、(
1)

及
び

(2
)の

評
価

の
うち

⼀
⽅

が
Ｂ

で
あ

り、
他

⽅
が

Ｂ
、Ａ

⼜
は

Ｓ
で

あ
る

。

認
定

され
た

開
設

計
画

を
適

切
に

実
施

して
い

な
い

とし
て

、(
1)

及
び

(2
)の

評
価

の
うち

い
ず

れ
か

が
Ｃ

で
あ

る
。
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有
効

利
用

評
価

方
針

の
概

要
⑤

（
電

気
通

信
業

務
⽤

基
地

局
）

複
数

周
波

数
帯

を
横

断
した

評
価

（
定

性
評

価
）

別
紙

５
関

係

１
総

務
省

令
に

規
定

す
る

事
項

２
総

合
的

な
評

価

評
価

項
⽬

a
b

c
d

①
５

Ｇ
基

地
局

に
お

け
る

イ
ン

フラ
シ

ェア
リン

グ
ｂ

に
加

え
て

、新
技

術
の

開
発

や
導

⼊
に

積
極

的
に

取
り組

ん
で

い
る

（
⼜

は
計

画
を

有
して

い
る

）
。

イ
ン

フラ
シ

ェア
リン

グ
の

実
績

が
あ

り、
今

後
、⼀

定
の

計
画

を
有

し
て

い
る

。
イン

フラ
シ

ェア
リン

グ
の

実
績

は
あ

る
も

の
の

、今
後

の
計

画
が

な
い

（
⼜

は
不

⼗
分

で
あ

る
）

。
イ

ン
フラ

シ
ェア

リン
グ

の
実

績
が

な
く、

ま
た

今
後

の
計

画
も

な
い

。

②
安

全
・信

頼
性

の
確

保
ｂ

に
加

え
て

、新
技

術
の

開
発

や
導

⼊
に

積
極

的
に

取
り組

ん
で

い
る

（
⼜

は
計

画
を

有
して

い
る

）
。

過
去

の
経

験
等

を
踏

ま
え

、前
年

度
に

⽐
べ

て
改

善
が

⾒
られ

る
。

⼀
定

の
取

組
は

あ
る

も
の

の
、前

年
度

に
⽐

べ
て

改
善

が
⾒

られ
な

い
。

⼗
分

な
取

組
が

⾏
わ

れ
て

い
な

い
。

③
デ

ー
タト

ラヒ
ック

ｂ
に

加
え

て
、新

技
術

の
開

発
や

導
⼊

に
積

極
的

に
取

り組
ん

で
い

る
（

⼜
は

計
画

を
有

して
い

る
）

。

トラ
ヒッ

クが
増

加
傾

向
に

あ
り、

トラ
ヒッ

クを
効

率
的

に
処

理
す

る
た

め
の

⼯
夫

が
な

され
て

い
る

。

ト
ラヒ

ック
は

減
少

傾
向

に
あ

る
も

の
の

、ト
ラヒ

ック
を

効
率

的
に

処
理

す
る

た
め

の
⼯

夫
が

な
され

て
い

る
。

トラ
ヒッ

クを
効

率
的

に
処

理
す

る
⼯

夫
が

な
され

て
い

な
い

。

④
電

波
の

割
当

て
を

受
け

て
い

な
い

者
等

（
Ｍ

Ｖ
Ｎ

Ｏ
）

に
対

す
る

サ
ー

ビス
提

供

ｂ
に

加
え

て
、Ｍ

Ｖ
Ｎ

Ｏ
へ

の
更

な
る

開
放

に
積

極
的

に
取

り組
ん

で
い

る
。

Ｍ
Ｖ

Ｎ
Ｏ

へ
の

提
供

が
⾃

社
グ

ル
ー

プ
以

外
の

多
数

に
⾏

わ
れ

て
い

る
。

Ｍ
Ｖ

Ｎ
Ｏ

へ
の

提
供

が
⾃

社
グ

ル
ー

プ
内

に
留

ま
って

い
る

（
⼜

は
少

数
に

留
ま

って
い

る
）

。
Ｍ

Ｖ
Ｎ

Ｏ
へ

の
提

供
を

全
く⾏

って
い

な
い

。

⑤
携

帯
電

話
の

上
空

利
⽤

及
び

Io
Tへ

の
取

組

ｂ
に

加
え

て
、５

Ｇ
の

活
⽤

（
上

空
利

⽤
）

／
サ

ー
ビ

ス
の

多
様

化
（

Io
T利

⽤
）

に
積

極
的

に
取

り
組

ん
で

い
る

。

実
⽤

化
に

積
極

的
に

取
り組

ん
で

い
る

。
実

証
段

階
に

留
ま

って
い

る
。

⾃
社

とし
て

具
体

的
な

取
組

が
⾏

わ
れ

て
い

な
い

。

a
b

c
d

電
波

の
有

効
利

⽤
⼜

は
適

切
な

電
波

利
⽤

が
⾏

わ
れ

て
い

る
。

電
波

の
有

効
利

⽤
⼜

は
適

切
な

電
波

利
⽤

が
⼀

定
程

度
⾏

わ
れ

て
い

る
。

電
波

の
有

効
利

⽤
⼜

は
適

切
な

電
波

利
⽤

が
あ

ま
り⾏

わ
れ

て
い

な
い

。
電

波
の

有
効

利
⽤

⼜
は

適
切

な
電

波
利

⽤
が

⾏
わ

れ
て

い
な

い
。
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